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はじめに 

  

 本市は、３，０００ｍ級の山々が連なる南アルプスから水深 

約２，５００ｍの駿河湾へと繋がる世界でも極めて珍しい標高 

差約５，５００ｍという自然環境を有しており、その山、川、海 

の自然や生きものたちから得られる多くの恵みによって、豊か 

な経済活動を営んでいます。 

 私たちは、この豊かで多様な環境を将来の世代へ継承するため、これまで第１次環境基

本計画に基づき、市民・事業者・行政が一体となり清流の保全をはじめ、生活環境や自然

環境、地球環境などの保全に向けて取り組んでまいりました。 

 それらの成果として、平成２５年６月には、三保松原が世界文化遺産「富士山」の構成

資産に、また、平成２６年６月には、南アルプスがユネスコエコパークに登録されるなど、

多くの皆さまが磨き上げてきた本市の自然環境が、世界基準の資産となったところであり

ます。 

 この登録を一里塚として、第２次静岡市環境基本計画では、基本方針に「人々が豊かな

環境を育み 環境が健やかな人を育むまち・静岡」を掲げ、本市が有する世界基準の資産

をさらに磨き上げ、高いレベルの環境を構築し、環境面から『「世界に輝く静岡」の実現』

を目指してまいります。 

 そのためには、市民や事業者の皆さまが主体となった環境保全活動が積極的に展開され、

シチズンシップが発揮された市民主体のまちづくりを行っていただくことが重要ですので、

皆さまのより一層のご理解とご協力をお願いいたします。 

 最後に、本計画の策定に当たり、答申をまとめていただいた静岡市環境審議会の委員各

位をはじめ、積極的にご意見をお寄せいただきました多くの市民の皆さま方に心からお礼

を申し上げます。 

 

平成２７年３月 

静岡市長 田辺 信宏  
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 １-１  複雑化する環境問題                               

 平成２６年１１月にＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）

が発表した第５次評価報告書統合報告書では、人間活動により地球

温暖化が進行していることが改めて確認されるとともに、今世紀末

には最大で気温が４．８℃、海面が８２ｃｍ上昇する恐れがあると

予測しています。また、同報告書によると、産業革命前からの気温

上昇を２℃未満に抑えるという国際目標を達成するためには、今後

の二酸化炭素排出量を１兆ｔ以下に抑える必要があることや、地球

温暖化の深刻な悪影響を避けるために、今世紀末に温室効果ガスの

排出量をほぼゼロにする必要があると指摘しています。 

このような地球温暖化の影響に加え、開発による自然環境への影響、里地里山の管理など自然に対す

る人間の働きかけの低下、外来種の移入などにより、私たちの生活の基盤を支える生物多様性の低下の

問題が生じています。さらに、近年では国境を越えて汚染が拡大する微小粒子状物質（ＰＭ２．５）な

ど、新たな環境問題に関心が高まってきています。 

 これら複雑化する多くの環境問題に対して、私たちは「地域の取り組みから地球全体へ波及する取り

組みへ」、「現世代から未来の世代へ」と視野を広げ、環境への負荷を最小限にするよう一人一人が努力

しなければいけません。そのためには、市民・事業者・行政の各主体が連携・協力して環境の保全に関

する取り組みを推進していくことが求められています。 

 
 

 １-２  持続可能な社会を目指すために必要な「４つの社会」            
このような複雑化する環境問題に対応するため、国においては平成１９年６月に「２１世紀環境立国

戦略」を閣議決定し、「低炭素社会」、「循環型社会」、「自然共生社会」づくりの取り組みを総合的に進

めていくことにより、持続可能な社会を目指すとい

う概念を示しました。また、平成２４年４月に閣議

決定された「第四次環境基本計画」では、これら３

つの社会に加え、その基盤として「安全が確保され

る社会」を新たに掲げ、全部で４つの社会を目指す

としています。 

 さらに、持続可能な社会を構築するうえでは、環

境分野のみを対象とするのではなく、経済や社会と

いった分野と連携し、「グリーン化」や「グリーンイ

ノベーション」の推進の必要性についても触れてい

ます。 

本市においても、持続可能な社会を実現するため

に必要な４つの社会を目指すとともに、グリーン経

済の実現や地域の社会的課題の解決などを包括的に

踏まえた施策を展開していく必要があります。 

   

第１節 計画策定の背景 

持続可能な社会を目指すために 

必要な４つの社会 
【資料：第四次環境基本計画】
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 １-３  新たな環境基本計画の策定                           
 本市では、これまで、「静岡市環境基本条例（平成１６年３月制定）（以下「条

例」という。）」に基づき「静岡市環境基本計画（以下「第１次環境基本計画」

という。）」を策定し、条例に定める５つの基本理念の実現に向け、本市の自然

や社会条件に応じた環境の保全に関する施策を実施してきました。 

 その結果、市民一人１日当たりのごみ総排出量の削減や汚水処理人口普及率

の拡大、また、市民参画や環境教育の推進など一定の成果を上げてきました。

その一方で、市民一人当たりの都市公園面積や間伐実施面積などは目標を達成

できず、引き続き対応していかなければならない課題も残されました。 

また、第１次環境基本計画策定以後に全国的な課題となっている東日本大震

災以降の火力発電への依存度の高まりに伴う温室効果ガス排出量の増加や、大

規模開発による自然環境への影響など、新たな課題への対応も求められています。 

そこで、平成１７年度に策定した第１次環境基本計画が１０年の計画期間を満了したことに伴い策定

する「新たな静岡市環境基本計画（以下「第２次環境基本計画」という。）」では、これらの課題への対

応や国内外における持続可能な社会の構築に向けた取り組みなどを踏まえた計画としていきます。 

 

 

良好な環境の保全と将来への継承（第３条） 

 すべての者は、市民にとって安らぎや潤いが実感できる健康で快適な生活を営む上で

必要とする良好な環境を保全し、これを将来の世代へ継承していかなければならない。

５
つ
の
基
本
理
念 

環境の共有性の認識（第４条） 

 すべての者は、市のいずれの地域における環境も、すべての市民共有の財産であると

の認識の下、生態系の多様性に配慮しつつ、自然との触れ合いのあるまちの実現を目的

として、自然環境を維持し、及び向上させることについて、行動しなければならない。

環境の有限性の認識（第５条） 

 すべての者は、環境に関する資源が有限であるとの認識の下、環境への負荷の少ない

持続的な発展が可能なまちを構築することを目的として、自主的かつ積極的に行動しな

ければならない。 

地球環境への影響の認識（第６条） 

 すべての者は、その日常生活、事業活動及び施策において、それが地球環境に影響を

及ぼしうることを認識しなければならない。 

環境の保全の尊重（第７条） 

 第３条から前条までに定める理念を実現するため、市民、事業者及び市がそれぞれの

責務に応じた公平な役割を分担し、その社会的経済的活動を行う際に、環境の保全を最

大限尊重しなければならない。 

第 1次環境基本計画 

名勝・日本平からの眺め

静岡市環境基本計画 

静 岡 市 
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静岡市環境基本計画策定後の主な動き 

年度 環境関連法令などの動き 静岡市の動き 

H17  「京都議定書目標達成計画」閣議決定  政令指定都市へ移行 

 「静岡市環境基本計画」策定 

 蒲原町と合併 

H18  「第三次環境基本計画」閣議決定  「静岡市清流条例」施行 

 南アルプス世界自然遺産登録推進協議会設立 

 「静岡市環境教育基本方針」策定 

H19  「21 世紀環境立国戦略」閣議決定 

 「第三次生物多様性国家戦略」閣議決定 

 臭気指数規制導入 

 清流の都・静岡創造推進協議会設立 

 「静岡市地球温暖化対策地域推進計画」策定 

H20  「生物多様性基本法」施行 

 「エコツーリズム推進法」施行 

 「地球温暖化対策の推進に関する法律」改正 

 北海道洞爺湖サミット開催 

 「エネルギーの使用の合理化に関する法律」改正

 由比町と合併 

H21  「生物多様性国家戦略 2010」閣議決定  「静岡市産業廃棄物の適正な処理に関する条例」施行 

 「静岡市産業廃棄物処理対策基本計画」改定 

 「静岡市一般廃棄物処理基本計画」策定 

H22  生物多様性 COP10（名古屋）開催  「静岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・

事務事業編）」策定 

H23  「生物多様性地域連携促進法」施行  「静岡市生物多様性地域戦略」策定 

H24  「第四次環境基本計画」閣議決定 

 「生物多様性国家戦略２０１２－２０２０」閣議決定

 「革新的エネルギー・環境戦略」決定 

 静岡市環境マネジメントシステム(SHI-EMS)運用

開始 

H25  「使用済小型電子機器等の再資源化の促進

に関する法律」施行 

 「エネルギーの使用の合理化に関する法律」改正

 「第三次循環型社会形成推進基本計画」閣議決定 

 「地球温暖化対策の推進に関する法律」改正 

 「富士山-信仰の対象と芸術の源泉」（三保松原が

構成資産の 1つ）が世界文化遺産に登録 

H26  「エネルギー基本計画」閣議決定 

 「水循環基本法」施行 

 南アルプスユネスコエコパーク登録 

 「第 2次静岡市環境基本計画」策定 

 

 
 第２次環境基本計画は、長期的展望に立った「基本方針」や「基本目標」を設定しますが、「目標達

成に向けた施策」の実施期間は「第３次静岡市総合計画」との整合を図り、平成２７年度を初年度とし、

平成３４年度までの８年間とします。 

 ただし、環境問題や社会的状況に大きな変化が生じた場合は、計画期間にとらわれず計画の見直しを

行い、これらに適切に対応することとします。 

 

  

平成 27 年度 平成 34 年度 長期的目標 

 

8 年間 
計画期間 

開始 

計画期間 

終了 

基本方針 

基本目標 

第２節 計画の期間 
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第２次環境基本計画は、条例第１１条に基づいて策定するもので、市民・事業者・市（行政）それぞ

れが担うべき役割を明らかにし、さまざまな主体が連携、協働しながら積極的な取り組みを促進するこ

とを目的としています。また、「第３次静岡市総合計画」に掲げられているまちづくりの目標『「世界に

輝く静岡」の実現』のために、環境面から施策を推進する役割を担っています。 

なお、本市が進めている各種計画や施策などについては、相互に連携を図りながら推進していきます

が、環境分野においては第２次環境基本計画の方向性を尊重していきます。 

 
 
  

  

第２次環境基本計画の対象となる区域は、静岡市の行政区域とします。 
 第２次環境基本計画の対象とする環境分野は、以下のとおりとします。ただし、環境問題は各項目が

相互に関わりあっていることから、ひとつの取り組みが複数の分野に関わるものもあります。 

 

計画の対象分野のキーワード 

環境分野 環境要素の例 

生活環境 
大気・悪臭、水質、騒音・振動、土壌汚染、有害化学物質、 

歴史・文化、景観、公園・緑地、地下水、上下水道 など 

環境教育、 

環境学習、 

環境保全活動、

環境情報 
自然環境 

森林・農地・河川・海岸、生物多様性、エコツーリズム、 

自然とのふれあい など 

地球環境 エネルギー、地球温暖化、再生可能エネルギー、適応化 など 

循環環境 ごみの減量・資源化、ごみの適正処理、不法投棄、環境美化 など 

第４節 計画の範囲 

関連計画・施策 
 

【環境関連計画】 

 生物多様性地域戦略 

 一般廃棄物処理基本計画 

 産業廃棄物処理対策推進

方針 

 地球温暖化対策実行計画 

（事務事業編、区域施策編）

 環境教育基本方針 など 
 

【他分野の計画】 

 都市計画マスタープラン 

 みどりの基本計画 

 景観計画 など 

 

 

 

第２次静岡市 

環境基本計画 

関連条例 

 静岡市清流条例 

 静岡市廃棄物の処理及び減

量に関する条例 

 静岡市産業廃棄物の適正な

処理に関する条例 など 

環境面から 

実現 

計画に

基づく 
第 11 条 

に基づく

基本理念

を踏襲 

整合 

連携 

整合 

国や県の環境関連法令・計画など 
 

【環境関連法令】 

 環境基本法（第 36 条） 

 生物多様性基本法 

 循環型社会形成推進基本法 

 地球温暖化対策の推進に関する法律 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 など 
 

【環境関連計画】 

 第四次環境基本計画（国） 

 第３次静岡県環境基本計画 など 

静岡市環境基本条例 第３次静岡市総合計画 

第３節 計画の役割と位置づけ 
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第２次環境基本計画では、以下の策定方針に基づいて、計画を策定します。 

 

■総合計画や関連計画と効果的に連携し、実効性のある計画とします 

環境基本計画は、総合計画のまちづくりの目標を環境面から実現するための計画であるとともに、環

境分野における関連計画の上位計画として位置付けられます。さらに、都市インフラ整備など他分野の

関連計画との調整の必要もあります。そのため、環境基本計画の策定に当たっては、総合計画や関連計

画との整合を図った上で、取り組みに対する指標を設定し、それらの進捗管理を行うことで実効性のあ

る計画とします。 

 

■これまでの取り組みの評価及び最新の社会情勢などを踏まえた計画とします 

第２次環境基本計画に掲載する事業については、第１次環境基本計画で実施した取組内容を評価する

ことで成果や課題、問題点などを洗い出し、そこに最新の国の動向や社会情勢などを反映させた計画と

します。 

 

■市民主体のまちづくりを推進します 

多様な個人が能力を発揮しつつ、自立して共に社会に参加し支えあう、「共生社会」の実現のために、

「知らせる」、「やってみる」、「深める」、「つながる」の４つのステップを踏んで、市民自治の意識を高

めていきます。 

このステップの中で、誰もが暮らしやすく、自分らしく輝くことのできる社会を目指し、市民協働な

どの意識の醸成に取り組むとともに、「シチズンシップ」が発揮される市民主体のまちづくりを推進し

ていきます。 

 

■市民・事業者意識を反映した施策体系を構築します 

環境面からまちづくりの目標を実現するためには、各種施策を講じていくことが必要となります。し

かしながら、限られた経営資源の中で全ての施策を実施することは困難です。そのため、第２次環境基

本計画では、市民・事業者ニーズを反映し、優先的に取り組むべき項目を見極めながら各種施策を実施

していきます。 
 

■環境教育・環境学習に関する取り組みを推進します 

持続可能な社会を実現するためには、市民一人一人の環境意識を醸成し、自らの考えで判断すること

で、環境に配慮した取り組みを実践する「人材」を育てる環境教育・環境学習がとても重要となります。 

そこで、第２次環境基本計画では、より多くの方が環境に対する知識を身につけ環境保全活動に取り

組んでいただくための施策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

総合計画や 

関連計画との

連携 

2 

取り組みの

評価と社会

情勢の反映 

3 

市民主体の 

まちづくりの 

推進 

4 

市民・事業者

の意識の 

反映 

5 

環境教育・ 

環境学習の 

取り組み推進 

計画の策定方針 

第５節 環境基本計画の策定方針 



第１章 計画の基本となる事項 

 

 
7 

 
 
 
 

 ６-１  環境指標の目標達成状況                            
 第１次環境基本計画では、５つの基本目標を実現するため、具体的な１４の「環境目標」を設定し、

さらに、環境目標の達成状況を把握・評価する１４の「環境指標」を設定して、市民・事業者・行政が

一体となった取り組みを推進してきました。 

 平成２５年度における環境指標の達成状況のうち、「⑪エコライフ宣言数」「⑫こどもエコクラブ参加

者数」「⑬環境マネジメントシステム認証取得事業所数」「⑭環境関連新産業創出数」は目標を既に達成

し、「①一人１日当たりのごみ総排出量」「⑥汚水処理人口普及率」「⑦生物確認種数」は達成の見込み

となっています。 

 その一方で、「③環境基準達成率」「④一人当たり都市公園面積」「⑤間伐実施面積」「⑧市の事務事業

からの温室効果ガス排出量」は目標の達成が困難であると考えられます。そのほかの環境指標は、単年

度実績での評価又は計画策定当初から大きく社会情勢などが変化したため評価不可となったものです。 

 

第１次計画の数値目標の達成状況 

指標 策定時の値 現状（H25） 目標（H26） 評価

基本目標 1：健康で安心して暮らせる生活環境の形成  

①一人１日当たりのごみ総排出量※1 

 
1,156g/人日 
（H20 年度） 

1,019g/人日 
 

1,000g/人日 
(H31 年度) 

〇

②再生利用率（再生利用量/ごみ発生量） 16.1％/年 
（H15 年度） 

16.3％/年 
 

19.3％/年 
 

－

③環境基準達成率 
（基準適合地点/全地点） 

70％ 
（H16 年度） 

78.2％ 
 

100％ 
 

×

④一人当たり都市公園面積※1 5.6ｍ2/人 
（H19 年度） 

5.95ｍ2/人 
 

8.4ｍ2/人以上 
（H29 年度） 

×

基本目標２：豊かな自然の恵みの享受と継承  

⑤間伐実施面積（累計） 1,098ha 
（H16 年度） 

9,358ha 
 

13,350ha 
 

×

⑥汚水処理人口普及率※1 74.0％ 
（H15 年度） 

88.6％ 
 

89％ 
 

〇

⑦生物確認種数 1,702 種 
（H14 年度） 

1,724 種 
 

1,702 種 
 

〇

基本目標３：地球環境保全への積極的参加  

⑧市の事務事業からの温室効果ガス 
排出量※1 

256,487t-CO2 
（H21 年度） 

256,276t-CO2 
 

H21 比 5％以上削減
（H27 年度） 

×

⑨公共工事の熱帯材型枠使用率 50％以内/年 
（H16 年度） 

91.7％/年 
 

50％以内/年 
 

－

⑩公共交通機関（バス）利用者数 3,281 万人/年 
（H16 年度） 

2,739 万人/年 
 

3,608 万人以上/年※2

 
－

基本目標４：市民参画と環境教育の推進  

⑪エコライフ宣言数 
（H22 より「省エネチャレンジシート事業」） 

4,285 枚/年 
（H16 年度末） 

64,426 枚/年 
(H21 年度)事業終了

10,000 枚/年 
 

◎

⑫こどもエコクラブ参加者数 延べ 6,307 人 
（H16 年度末までの５年間）

延べ 14,489 人 
 

延べ 12,000 人 
 

◎

基本目標５：環境と地域活力の好循環の確立  

⑬環境マネジメントシステム認証取得
事業所数 

103 事業所 
（H16 年度末） 

296 事業所 
（ISO：105、EA：191）

200 事業所 
 

◎

⑭環境関連新産業創出数（累計） 産学研究数 10 件
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 0 件 
（H16 年度） 

産学研究数 44 件
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 35 件 

産学研究数 20 件
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 10 件 ◎

注）※1：第１次環境基本計画策定後、新たに策定された個別計画の値 
※2：「静岡市バス交通計画」（平成 25年 3月策定）では、2,891 万人/年（H29）を目標にしている。 

「評価」欄は、◎：達成、○：達成の見込み、×：達成困難、－：単年度実績又は評価困難   

第６節 第１次環境基本計画の総括 
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 ６-２  基本目標ごとの成果と課題                           

 第１次環境基本計画の基本目標ごとに主な成果と課題をまとめます。 

 

■基本目標１「健康で安心して暮らせる生活環境の形成」 

 本市では、資源の循環利用とごみの適正処理を推進するため、平成１９

年度から「人や物を大切にする心を育む」ことを基本理念に、日本人が忘

れかけている言葉「もったいない」をキーワードとして、静岡版「もった

いない運動」を推進してきました。その結果、「一人１日当たりのごみ総排

出量」は目標をほぼ達成することができました。しかしながら、まだ政令

市平均と比較し一人１日当たりのごみ総排出量が多いことから、今後も更

なるごみ減量を推進していく必要があります。 

 また、環境基準については、近年、汚水処理人口普及率が向上しており、河川水質ＢＯＤも改善傾向

にあります。平成２０年度には大気汚染常時監視測定局の適正配置を実施し、大気汚染監視体制の整備

にも努めました。しかしながら、環境基準の達成率は目標の１００％には達していないため、今後も達

成率の向上が求められます。 

 そして、快適な生活環境を形成する都市公園については、着実に整備は進めているものの、限られた

経営資源の中で大規模な整備を行うことは困難であるため、目標の達成は難しいものとなりました。今

後は、無償借地による公園整備など新たな手法を踏まえた施策を実施する必要があります。 

 なお、再生利用率については、近年、民間による資源回収も増えており、全ての数値を正確に把握す

ることは困難であるため評価困難としています。 

 

■基本目標２「豊かな自然の恵みの享受と継承」 

 本市では、南アルプスから駿河湾に広がる豊かな自然環境を守り、育み、将来に

受け継ぐため、平成２３年１１月に「静岡市生物多様性地域戦略」を策定し、里山

整備ボランティアへの支援などの実施により生物多様性の保全を推進しています。

その結果、希少種の生息・生育が確認されるなど、着実な成果を上げてきました。

また、南アルプス地域においては、周辺９市町村と連携し平成２６年６月にユネス

コエコパークへの登録が決定し、世界からも高い評価を受けています。 

 その一方で、広大な面積を持つ本市の森林については、後継者不足や限られた経

営資源の中で大規模な整備を行うには限界があるため、「間伐実施面積」は目標の

達成が困難となっています。今後は、限られた経営資源の中で、いかに森林の適

正な管理を行っていくか検討を行う必要があります。 

 

■基本目標３「地球環境保全への積極的参加」 

本市では、平成２３年３月に静岡市全域からの温室効果ガス排出量の削

減を目指す「静岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」、市の事務事

業からの温室効果ガス排出量の削減を目指す「静岡市地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）」を策定し、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進

しています。 

市の事務事業からの温室効果ガス排出量については、東日本大震災以降

の火力発電への依存度の高まりによる電力排出係数の増加や、静岡県から

の施設の移管、また、本市施設の新設などの理由により、目標の達成は厳しいものとなりました。しか

しながら、これまでの省エネルギー活動など着実な取り組みにより総排出量は減少しているため、継続

静岡市生物多様性

地域戦略 

沼上清掃工場 

自転車道の整備 
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した取り組みを進める必要があります。 

 なお、公共工事の熱帯材型枠使用率は、工事の施工内容により使用率が大きく異なること、また、公

共交通機関の利用者数は、計画当初と比較し人口減少などの社会情勢が大きく変化したことから、いず

れも単年度評価としています。 

 

■基本目標４「市民参画と環境教育の推進」 

本市では、環境教育・環境学習を総合的に推進するため、平成１９年

３月に「静岡市環境教育基本方針」を策定しました。同方針に基づき、

平成１９年度から学識経験者・地域団体・事業者・市民団体・行政など

で、「静岡市環境教育推進会議」を組織し、環境教育の取組状況などの情

報交換や協働による環境教育プログラムの検討・開発を実施しています。 

また、環境意識の高い人の育成や環境に負荷を与えない地域づくりを目

的として、自治会・町内会や学校などを「エコモデル推進地区」に指定し、

日常生活における電気、ガス、水道などの使用についての工夫や、身近な自然観察、自然保護など、環

境にやさしい生活に地域ぐるみで取り組んでいます。さらに、平成２３年５月には沼上資源循環学習プ

ラザ（しずもーる沼上）、平成２６年２月には西ケ谷資源循環体験プラザ（しずもーる西ケ谷）を開設

し、ごみ減量・４Ｒ推進に関する環境教育・環境学習の拠点施設として活用しています。 

目標として設定した「エコライフ宣言数」「こどもエコクラブの参加者数」は着実に増加し、既に目

標を達成しています。 

環境を保全するためには、一人一人の環境に対する意識の醸成が欠かせないことから、今後もより多

くの方に環境教育や環境学習に参加していただくための機会を創出していく必要があります。 

 

■基本目標５「環境と地域活力の好循環の確立」 

環境マネジメントシステム認証取得については、エコアクション２１

の取得支援セミナーの開催や取得経費に対する助成を実施することによ

り「環境マネジメントシステム認証取得事業所数」が大幅に増加してお

り、目標を既に達成しています。 

また、目標として掲げた「産学共同研究数」は着実に増加して目標を

達成しており、エコビジネスの創出に繋がっています。 

持続可能な社会を構築するためには、環境と経済の好循環が欠かせない

ことから、今後も「グリーン経済」や「グリーンイノベーション」に資す

る取り組みを行っていく必要があります。 

 

■重点施策「清流の都創造プロジェクト」 

市を挙げた推進体制を確立するため「清流の都創造課」を新たに設置

して、本プロジェクトの推進を図ってきました。プロジェクトの核とし

て「静岡市清流条例」を平成１８年４月に施行し、清流保全の重点区域

や環境教育などによる自発的活動の促進などを定めました。また、市民・

事業者・行政が一体となって「清流の都・静岡」を創造するため、平成

１９年１１月に「清流の都・静岡創造推進協議会」を設立し、会員相互

の情報交換、環境保全に係る調査研究などを実施することで、より多く

の方に「清流の都・静岡」を認知していただきました。 
 

 

清流・安倍川 

水生生物調査 

エコアクション 21 

取得支援セミナー 
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 ６-３  市民・事業者意識調査の分析                          

 市民及び事業者の環境に対する意識やこれまでの取組評価、今後の施策の方針などを把握するため、

平成２５年度に市民・事業者意識調査を実施しました。市民２，０００人、事業者１，０００事業所を

対象にアンケートを配布し、市民４２．７％、事業者４８．４％から回答をいただきました。 

 

■環境に対する満足度と問題意識【市民】 

 Ａゾーン（満足度が低く、問題意識が高い）

に分類された、⑩公園の広さや交通渋滞・人口

減少をはじめとする社会環境、⑪地球温暖化へ

の対応については、公園整備の進捗や地球温暖

化対策の意識の高まりから、これまでの取り組

みでは不十分と感じる方が多数を占めました。 

 そのため、これらの項目については、今後も

重点的に取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 
 

■市民の取組状況【市民】 

 省エネルギー、ごみ減量・リサイクルなどに

関する取り組みは「もったいない運動（４Ｒ）」

の着実な推進により実践されている一方で、実

際に環境保全活動やふれあい活動などに参加

している人は少ないという結果になりました。  

今後は、市民参加による環境保全活動やふれ

あい活動を推進していく必要があります。 

 
市民の取組状況（市民） 

【資料：Ｈ25 市民意識調査】 

  

71.0 

68.3 

49.1 

28.6 

12.4 

9.8 

4.6 

4.0 

0.4 

6.8 

0 20 40 60 80

自宅や職場などで節電や省エネに取り組んでいる

自宅や職場などでごみの減量やリサイクルに取り組んでいる

自宅や職場などで排水については注意を払っている

行政が実施する取組に協力している

環境保全のための募金や寄付に協力している

太陽光などの新エネルギーを導入している

河川などの環境美化や生物の保護活動に参加している

環境とのふれあい活動に参加している

環境保全を行う市民団体等の構成ﾒﾝﾊﾞｰとなり活動している

無回答

回答率（％）

 

省エネルギー 

ごみ減量 

リサイクル

市民が実践 

しているもの

満足度と問題意識の関係（市民） 
【資料：Ｈ25 市民意識調査】
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■環境保全上の問題と事業活動による環境影響【事業者】 

 事業者が環境を保全していく上で問題と考える回答、事業活動による環境

影響についての回答については、①地球温暖化や気候変動などに関わる地球

環境【問題】、電気・ガス・自動車燃料の使用による地球温暖化【環境影響】、

②処分場のひっ迫や廃棄物投棄などのごみ環境【問題】、廃棄物の排出【環

境影響】が多数を占めました。これは、事業活動に伴う環境への影響が、そ

のまま問題意識に繋がっているものであり、これらの項目に対する市の施策

を強く求めていることが分かります。 

 
環境保全上の問題と環境影響（事業者） 

【資料：Ｈ25 事業者意識調査】 
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2.3 
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地球温暖化や気候変動などに関わる地球環境

処分場のひっ迫や廃棄物投棄などのごみ環境

工場、自動車などの騒音、振動などの生活環境

交通渋滞や人口減少、公園の広さなどの社会環境

河川、地下水、海などの汚染に関わる水環境

ばい煙や自動車排出ガスなどの大気環境

においや悪臭などの臭気環境

山林の荒廃などの森林環境

土地開発による景観の喪失などの自然環境

土壌汚染やそれに起因する地下水汚染などの土壌環境

生物多様性の損失などの生物環境

廃棄物の排出

電気・ｶﾞｽ・自動車燃料の使用による地球温暖化

自動車等からの排出ガス・騒音・振動

有限な天然資源の消費

工場等からの騒音・振動

工場等からの排水による河川等の水質汚濁

工場等からの悪臭

化学物質による環境汚染

工場等からの排出ガスなどによる大気汚染

回答率（％）

環
境
保
全
上
の
問
題

環
境
影
響

地球温暖化 

ごみ 騒音・振動 

 事業者が課題

と考えている

もの 
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■市が進めるべき取り組み【市民・事業者】 

 市民の３人に１人以上が、①新エネルギーの導入促進、②もったいな

い運動（４Ｒ）の推進、③新しい環境問題への対応、④省エネルギー施

策の推進、⑤環境を守っていくための人材の育成に取り組むべきだと回

答しました。そのうち、②もったいない運動（４Ｒ）の推進については、

過去の調査と比較し、より多くの方が取り組むべきだと回答し、資源循

環やごみの適正処理の推進がより重要となっていることが分かります。 

 また、事業者が行政に求めるものについては、①行政の明確な方向性

の確立、②市民に対する環境啓発が多数を占め、第２次環境基本計画に

おいてより具体的で分かりやすい施策の実施が求められています。 

 
※ 構成比が「0.0％」となっている項目は、質問項目として設定していないものです。 

市が進めるべき取り組み（市民） 
【資料：Ｈ25 市民意識調査】 

 

 

 

行政に期待すること（事業者） 
【資料：Ｈ25 事業者意識調査】 
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省エネルギー施策の推進

環境を守っていくための人材の育成

環境教育などによる自然とふれあう場の提供

市民の環境保全活動への支援

ホームページや広報紙などで環境情報の積極的な発信

基本理念を定めた条例の制定

企業へのＩＳＯ１４００１取得支援

その他

構成比（％）
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環境保全の方策を示した具体的な指針の提供

環境保全活動に対する評価と税制面等での優遇

技術導入のための融資制度などの資金的援助

環境保全施策の具体的な事業の実施

環境をテーマとした講習会などの開催

特に望むものはない

回答率（％）



 
13 

 

 
 

 

 

 

第２章 

環境の現状と課題 
 

  

第１節 静岡市の現状 

第２節 生活環境 

第３節 自然環境 

第４節 地球環境 

第５節 循環環境 
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 １-１  行政区域                     
 

■日本のほぼ中央に位置する静岡市 

本市は、我が国のほぼ中央、首都圏と中京圏の中間に位置しています。

東は富士市に接し、西は焼津市、藤枝市などに、北は山梨県及び長野県、

南は駿河湾に面しています。 

平成１５年４月１日に旧静岡市と旧清水市が合併して新しい静岡市とな

り、平成１８年３月３１日に旧蒲原町、平成２０年１１月１日に旧由比町

と合併し、市の総面積は１，４１１．９３ｋｍ２（平成２５年３月末時点）

となっています。 

 

 １-２  地勢                                         
 

■市域の大部分を占める広大な山地と森林 

本市の市域は、標高３，０００ｍ級の山々が連なる南アルプスか

ら、最大深度が約２，５００ｍの駿河湾まで実に約５，５００ｍと

いう標高差があり、世界的にも珍しい地域となっています。平野部

は市域南部の市街地周辺に限られ、市域の約７６％は主に山間地に

広がる森林となっています。また、主な河川としては、安倍川や藁

科川、興津川、巴川などがあり、駿河湾に注いでいます。駿河湾に

突き出た三保半島は砂嘴地形、市街地の中央に位置する丘陵地の有

度山は、海底隆起による山地形成という、周辺環境とは異なるメカ

ニズムで形成された地形です。 

 

 １-３  気候・気象                                      
 

■温暖な気候と長い日照時間 

 本市は温暖多雨の太平洋側気候に属します。市

街地の年平均気温の平年値は１６．５℃であり、

全国的にも温暖な地域となっています。月平均気

温は８月が最も高く、１月が最も低くなっていま

す。年降水量は２，３２４．９ｍｍで、特に梅雨

時の６～７月、台風シーズンの９月に多くなって

います。なお、井川など標高の高い地域では、冬

期に積雪もみられるなど、地域によって気候に違

いがみられます。 

日照時間は年間２，０００時間を超えており、

全国的に見ても日照時間の長い地域です。   

第１節 静岡市の現状 

静岡市の行政区域 

静岡市の気温及び降水量の季節変化 

（平年値：1981～2010 年の平均値） 
※ 降水量は、少数第１位を四捨五入 

【資料：気象庁】

   

静岡市の地形の概要 
【資料：安倍川水系河川整備計画（国土交通省）】
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 １-４  人口・世帯数                                    
 

 

■減少する人口と進行する少子高齢化 

 国勢調査の結果をみると、人口は減少傾向にあ

り、平成２２年は約７１万６千人、約２７万９千

世帯でした。平成３２年には約６７万９千人まで

人口が減少すると予測されており、今後の急激な

人口減少社会を危惧する声が高まっています。 

 

 

 

 

 １-５  産業                                       
 

■減少する第１次・第２次産業の人口 

 産業別人口の推移をみると、第１次産業、第２次産業はともに減少傾向にあり、就業人口全体も減少

しています。 

 第１次産業は、山間地では林業、中間地や市街地周辺などでは農業、湾岸地域では清水港や由比漁港、

用宗漁港などを拠点とした水産業が営まれています。本市を代表する農水産物としては、茶、みかん、

いちご、わさび、サクラエビ、シラスなどが有名です。 

第２次産業は、木製家具や雛具、雛人形、仏壇などの伝統的な製品のほか、近年ではものづくりの技

術から発展したプラモデルなどの生産が盛んです。 

第３次産業は、卸売業、小売業、サービス業が主であり、今までは中心市街地に集積してきましたが、

近年では大型商業施設も郊外に進出しています。 
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静岡市の特産物 
【資料：静岡市生物多様性地域戦略】

人口・平均世帯人員の推移 
【資料：国勢調査、日本の地域別将来推計人口】

産業別就業人口の推移 
※ 第３次産業には「分類不能の産業」の数字を含めて掲載した。

【資料：国勢調査】

自然の恵み 

 

 温暖な気候と大地の恵みの茶やみかん、いちご、駿河湾の豊かな海の恵み

であるサクラエビやシラス、清流の恵みのわさびなど、本市の特産物はいず

れも自然の恵みからもたらされます。このような産業の源となる自然環境を

今後も大切に守り育てながら、持続可能なものとしていくことが重要です。 

コラム 
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 ２-１  大気・悪臭                                    
 

■環境基準を概ね達成している大気汚染物質 

大気汚染は、工場や自動車から排出される硫黄酸化物や窒素酸化物などの一次汚染物質と、光化学反

応によって一次汚染物質から生成される光化学オキシダントの二次汚染物質などにより引き起こされ

ます。このうち二酸化硫黄や二酸化窒素などの６物質には環境基準が定められています。 

本市では、一般環境大気測定局（一般局）１１局と自動車排出ガス測定局（自排局）２局により、大

気汚染の常時監視を実施しています。平成２５年度は、光化学オキシダントが全測定局、微小粒子状物

質が一部測定局で環境基準を達成できませんでしたが、その他の項目は全測定局で環境基準を達成して

います。また、大気汚染物質濃度の推移をみると、多くの物質で横ばいもしくは改善傾向を示していま

す。これは、工場などの固定発生源対策に加え、低排出ガス自動車やハイブリッド自動車などの低公害

車の普及が進んでいることが要因として考えられます。 

今後、大気環境の改善を図っていくためには、環境基準を達成できていない光化学オキシダントにつ

いて、発生源となる工場や自動車の排気ガスなどから排出される窒素酸化物、揮発性有機化合物の排出

抑制などの対策強化を図っていく必要があります。 

  
大気汚染物質濃度（一般局）の推移       大気汚染物質濃度（自排局）の推移 

【資料：静岡市の環境(平成 26 年度年次報告書)】 

■今後も監視が必要な有害大気汚染物質 

トリクロロエチレンやテトラクロロエチレン、ベンゼンなどの揮発性有機化合物、ダイオキシン類に

ついては環境基準が定められており、平成２５年度は全ての地点で環境基準を達成していました。 

また、平成１７年頃に大きな社会問題となったアスベストについては、平成２５年度に市内６箇所で

測定しましたが、全て定量下限値（０．３本/Ｌ）以下でした。 

これらの有害大気汚染物質は、少量の摂取であっても人体に悪影響を及ぼすといわれていることから、

今後も定期的な監視を続けていくことが必要です。 

 

■新たな課題となっている微小粒子状物質（ＰＭ２．５） 

微小粒子状物質（ＰＭ２．５）とは、大気中に浮遊している粒径２．５μｍ以下の粒子状物質です。

粒径が小さいため肺の奥深くまで入りやすく、肺がん、呼吸器系への影響に加え、循環器系への影響が

懸念されています。平成２５年度は一般局７局、自排局１局において調査し、長期的評価は全８局で達

成したものの、短期的評価は一般局４局、自排局１局で環境基準を達成できませんでした。また、日平

均値が３５μｇ／㎥を超えた日数が８局で合計６６日観測されており、将来は環境基準の長期的評価も

達成できないことが考えられます。ＰＭ２．５については科学的知見が少ないことから、成分分析やデー
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第２節 生活環境 
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タの集積により生成メカニズムを解明し、効果的な対策を検討していくことが必要です。 

 
 

 

■酸性度の高い降水 

 酸性雨は、硫黄酸化物や窒素酸化物などが雨・雪・霧などに溶け込み、通常より強い酸性を示す現象

です。酸性の度合いはｐＨ（水素イオン濃度）で表され、大気中の二酸化炭素が十分溶けた雨のｐＨが

５．６であることから、一般にはｐＨ５．６以下の雨を酸性雨と呼んでいます。周辺地域の状況や季節

によっては、火山ガスや黄砂などアルカリ土壌の影響でも変化します。 

 本市では、酸性雨の全国調査に参加し、広範囲の大気汚染調査に協力しています。１週間ごとに採取

した雨水のｐＨを測定した結果、平成２５年度の年平均値は４．８９、月平均値は４．７１～５．１８

でした。酸性雨の問題は全国的、国際的な問題となっていることから、今後も定期的な測定や情報収集

に努めていく必要があります。 

 

■市全域を対象に臭気指数規制を導入 

悪臭について本市では、アンモニアや硫化水素など２２種類の特定悪臭物質の濃度を規制する方法を

採用してきました。しかし、未規制の物質による悪臭やさまざまな臭いが混じり合った複合臭による苦

情が増えているため、平成１９年４月１日から人の嗅覚で悪臭を測定する臭気指数規制に変更しました。 

また、平成２０年４月１日からは市全域を対象に臭気指数１０の規制基準を適用しています。 

しかし、臭気指数規制導入後も悪臭に対する公害苦情件数はほぼ横ばいで推移しており、ここ５年間

の合計では、騒音（４３．８％）、大気汚染（２６．５％）に次ぐ第３位（１９．７％）となっていま

す。そのため、臭気指数による規制の周知徹底や、製造業をはじめとする悪臭発生源への対策を推進し

ていく必要があります。 

 

 ２-２  水質                                        
 

 

■改善する河川水質と横ばいの海域水質 

本市の主要河川のうち、一級河川である安倍川と支流

の藁科川は、水量が豊富で水質も良いことで知られ、そ

の大部分が伏流水となって地下を流れています。また、

流域の約７割が森林の興津川についても、良好な水質が

保たれています。なお、都市部を流れる浜川、巴川、丸

子川についてもＢＯＤの環境基準を達成し、環境基準の

設定がされていないその他の河川でも良好な結果でし

た。県計画河川調査地点（１４地点）のＢＯＤ年平均

値の推移をみると、近年は改善傾向にあります。 

「静岡市清流条例」に規定する清流基準（ＴＯＣ:

全有機炭素）については、平成２５年度は全ての地点（安倍川・曙橋、藁科川・牧ケ谷橋、興津川・八

幡橋）において基準を達成しています。 

一方、県計画海域調査地点（５地点）のＣＯＤ年平均値の推移をみると、近年はほぼ横ばい傾向にあ

ります。平成２５年度は、環境基準が設定されている５地点のうち、１地点で環境基準を超過しました

が、残りの４地点では環境基準を達成しました。 

しかし、一部の閉鎖性水域（二つ池、麻機遊水地など）や市街地の小河川などでは、家庭からの生活

雑排水や小規模事業所からの事業排水に起因する水質汚濁がみられます。また、海域のＣＯＤについて

もほぼ横ばい傾向が続いていることから、陸域からの環境への負荷を低減していく必要があります。 

県計画水質調査地点のＢＯＤ・ＣＯＤ平均値 
※ 河川 14 地点、海域５地点の平均値 

【資料：静岡市の環境(平成 26 年度年次報告書)】
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■普及が進む汚水処理施設 

本市における汚水処理の処理形態は、公共下水道のほか、農業集落排水施設、合併処理浄化槽に分け

られます。これらの汚水処理施設を使える人の割合は平成２５年度末時点で８８．６％となっておりま

す。 

年々着実に増加しているものの、くみ取りや単独処理浄化槽など生活雑排水を未処理のまま公共用水

域へ排水している世帯も１割強あることから、今後も公共下水道の整備や合併処理浄化槽の普及促進を

図る必要があります。 

 

■一部地域で残る地下水汚染 

平成２５年度は、環境モニタリングとして１０地点の地下水を調査しましたが、環境基準の超過はあ

りませんでした。しかしながら、過去に地下水汚染のあった葵区古庄、駿河区新川、清水区七ツ新屋・

三保の４地区４６地点の井戸を調査したところ、９地点で環境基準を超過しました。 

地下水は一度汚染されてしまうと、その浄化・回復のために多大な時間と費用が必要であることから、

汚染を未然に防止していくことが重要になります。また、既に汚染が確認されている場所については、

今後も監視を続け、汚染範囲の拡大を防止していくことが必要です。 

 

 ２-３  騒音・振動                                    
 

■多様化する騒音苦情 

平成２５年度において、昼夜とも環境基準に適合したのは、環境騒音（道路に面する地域以外）では

全測定地点の８０．０％、自動車騒音の面的評価では９２．８％、新幹線鉄道騒音では７２．２％でし

た。 

 騒音・振動に対する公害苦情は増加傾向にあり、ここ５年間では、騒音・振動の苦情件数が全体の４

割以上を占め、公害苦情の中では最も多くなっています。騒音・振動の発生源は、製造業などの工場、

解体建設工事、カラオケなどの深夜営業、自動車交通騒音、一般家庭からの生活騒音など、広範多岐に

渡っています。発生源側に対する指導・要請とともに、相互の話し合いなどコミュニケーションの円滑

化により解決を図っていく必要があります。 

 

騒音・振動の調査結果（平成２５年度） 

項目 調査地点数 環境基準適合率 

騒音 環境騒音（道路に面する地域以外） 
20 地点 

昼 95.0％、夜 80.0％ 

昼夜 80.0％ 

自動車騒音面的評価（道路に面する地域） 対象：60,943 戸 昼夜 92.8％ 

新幹線鉄道騒音 9 箇所 18 地点 72.2％ 

航空機騒音 1 箇所 1地点 ― 

振動 道路交通振動 11 地点 100％ 

【資料：静岡市の環境(平成 26 年度年次報告書)】 
  



第２章 環境の現状と課題 

 

 
19 

 ２-４  地下水                                    
 

■清水地域の２地点でみられる塩水化 

 地下水は、温度の変化が小さく水質が清浄であることや、利用しやすくコストも安いことなどから、

昔からさまざまな用途に利用されています。また、川の水や雨が長い年月をかけて地下に溜まった限り

ある貴重な自然資源です。しかしながら、無計画、無秩序に汲み上げると地下水位が低下して地盤が沈

下したり、海水の進入により塩水化を起こしたりします。 

 本市においても塩水化などが懸念されたため、昭和５１年に静清地域で「静清地域地下水利用対策協

議会」が設立され、地下水位や塩水化の調査を行ってきました。また、蒲原地域は平成２１年４月に「静

岡県地下水の採取に関する条例」の指定（静清地域は昭和５５年より規制）を受け、「岳南地域地下水

利用対策協議会」に編入し、地下水の保全を図っています。このうち、静清地域では清水地域の２地点

で塩水化現象がみられます。特に海岸地域での地下水揚水は、塩水化の急速な進展へと繋がり、いった

ん塩水化した地下水は自然回復に長い年月を要することから、今後も継続的な監視や地下水の適正利用

を推進していく必要があります。 

 

地下水の状況（平成２５年） 

項目 静清地域 岳南地域 

地下水の 

利用 

・利用量は 64.2 万ｍ3/日 

・農業用 39％、生活用 31％、工業用 21％など

・利用量は 1.7 万ｍ3/日 

・生活用 57％、工業用 43％など 

地下水位 ・大きな変動はなく、ほぼ横ばい ・ほぼ例年どおり 

塩水化 ・塩水化現象は清水地域の 2地点でみられる ・現在、塩水化現象はみられない 

自噴湧水 ・西脇や大岩など 11 地点で調査 

・全体的に大きな変動はない 
 

※ 塩水化とは、塩素イオン濃度が 200mg/l を超える場合            【資料：静岡市の環境(平成 26 年度年次報告書)】 

 

 

 ２-５  公園                                         
 

■政令市平均より少ない一人当たりの公園面積 

 公園は、潤いと安らぎのある都市環境を整備する上で重要な役割を果たすとともに、レクリエーショ

ンの場、環境の保全など多面的機能を人々に提供しています。 

本市の公園は、平成２５年度末現在で４８２箇所、４１４．６４ｈａであり、市民一人当たりの公園

面積は５．７９㎡/人です。全国平均（１０．０㎡/人）、政令市平均（６．６㎡/人）、静岡県平均 

（９．１０㎡/人）（※）と比べて少なくなっています。 

なお、「静岡市都市公園条例」では、市の区域内の都市公園の住民１人あたりの敷地面積の標準は１

０㎡以上とすると定めています。そのため、今後も計画的な公園の整備を進めていくとともに、市民参

加による公園の維持管理の推進などを図っていく必要があります。 

（※）全国平均、政令市平均、静岡県平均は平成２５年３月３１日データ（国土交通省 都市公園データベース） 

 

都市公園の現況（平成２６年３月３１日現在） 

種類 住区基幹公園 都市基幹公園 特殊公園 緑地・ 

緩衝 

緑地 

緑道 計 
種別 

街区 

公園 

近隣 

公園 

地区 

公園 

総合 

公園 

運動 

公園 

風致 

公園 

歴史 

公園 

箇所 376 22 2 5 2 10 1 63 1 482

面積(ha) 62.58 37.37 12.54 96.27 39.61 18.57 5.80 141.63 0.27 414.64

※ 静岡市民１人あたり公園面積（市全体）5.79 ㎡／人（都市計画区域）5.95 ㎡／人 

【資料：静岡市の都市計画（資料編 平成 26 年度版）】 
」 
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 ２-６  景観                                       

 

■本市を代表する三保松原や南アルプスなどの景観 

 本市の景観は、富士山をはじめとする眺望による景観、美しさと活力を

持つ駿河湾の景観、南アルプスなどの緑豊かな山並みによる景観など豊か

な自然景観に恵まれています。特に三保松原から眺める富士山の眺望は素

晴らしく、平成２５年６月に世界文化遺産「富士山-信仰の対象と芸術の源

泉」の構成資産のひとつとして登録されました。また、歴史・文化的佇ま

いを色濃く残す東海道の宿場町の景観や、地形を活かした茶畑と集落が醸

し出す景観、城下町と港湾都市を基盤として都市機能の集積を活かした市

街地景観などを形成してきました。 

これらの本市を特徴づける良好な景観は、暮らしに潤いや安らぎをもた

らし、地域への誇りと愛着を感じさせ、まちの個性を育み、地域に活力を

与えます。今後、市民一人一人が本市の豊かな自然環境を認識し、都市や

地域の景観に対して親しみや心地よさを創出するような景観形成を図って

いく必要があります。 

 

 ２-７  文化財                                    
 

 

■２８８件が指定されている文化財 

本市の指定文化財は国・県・市指定を合わせて合計２８８件です。このうち、環境に関わるものとし

て、「久能山」（国指定）などの史跡が２１件、「日本平」などの名勝が９件、「龍華寺の蘇鉄（ソテツ）」

（国指定）などの天然記念物が３８件分布しています。 

このような文化財は、本市の歴史や文化の理解に欠くことのできない貴重な資産であるとともに、現

在及び将来の社会の発展向上のために無くてはならないものです。そのため、文化財を適切に保存・活

用し、確実に次世代に継承していくことが求められています。 

 

市内の指定文化財数（平成２６年６月１日現在） 

文化財の種別 
国指定 

県指定 市指定 合計 
国宝・特別 重要文化財 

有形文化財 4 36 79 85 204 

無形文化財 0 0 0 1 1 

民俗文化財 0 1 8 6 15 

記念物（史跡・名勝・天然記念物） 1 13 10 44 68 

合計 5 50 97 136 288 
【資料：静岡市文化財課】 

  

   

国宝・久能山東照宮 名勝・日本平 天然記念物・龍華寺の蘇鉄 

三保半島からの富士山 
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 ３-１  多様な自然環境                                  
 

■山岳・森林地域 

本市の森林面積は約１０万７千ｈａであり、市域の約７６％を森林が占

めています。特に、大井川や安倍川の上流域などではモミ・ツガ林やブナ

林などの自然林が見られますが、その他の地域の多くは、薪炭づくりや焼

畑などで伐採された森林が再生した二次林や人工林で占められています。 

今後は、手つかずの自然林を保護していくとともに、二次林や人工林に

ついては、間伐や下刈りなど適正に管理してくことが必要です。 

 

■農業地域 

 市街地北側の山地、有度山、蒲原丘陵などの斜面地ではお茶やみかんな

どの栽培、有度山南斜面の久能海岸沿いでは石垣を利用したいちご栽培、

安倍奥の山間地の清流ではわさび栽培が盛んです。また、市街地の郊外に

は水田が広がり、これらの場所では両生類や魚類、水生・湿生植物の生息・

生育場所として貴重な役割を果たしています。 

このように、人の手によって管理された農地でも、生きものの生息・生

育場所のほか、水源涵養や災害防止などに役立っていることから、今後も

引き続き適正に管理していくことが必要です。 

 

■都市地域 

市域の平野部には中心市街地が広がり、都市的な土地利用がなされてい

ます。このような市街地の中に残された貴重な自然として、谷津山や八幡

山などの小丘陵や、賤機山や梶原山など山地から続く尾根などがあります。  

また、標高３０７ｍの有度山を中心とした日本平周辺は、都市地域の中

に位置する大規模な緑地として重要です。これら都市地域の自然環境は、

生きものの生息・生育地としてだけではなく、自然とのふれあいの場や環

境学習の場としても注目されており、今後も保全と活用を図っていく必要

があります。 

 

■水域 

市内には安倍川、藁科川、興津川、巴川などが流れており、駿河湾へと

注いでいます。伏流水も豊富であり、安倍川の河道内や河口部の中島・用

宗地区などでは、湧水や自噴水が見られます。また、安倍川や富士川の河

口部には砂州があり、水鳥や魚などの生息場所となっています。 

麻機地区では、遊水地の整備や自然再生事業、公園緑地としても整備が

進められているほか、市内には、鯨ヶ池、山原堤、船越堤、井川湖、畑薙

湖などの池や湖沼が分布しています。 

近年では、治水や利水に加えて、環境保全の面でも重要視されてきていることから、多くの生きもの

が生息・生育できる水辺の保全・整備が必要です。   

第３節 自然環境 
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 ３-２  市内に生息・生育する生きもの                         
 

■多様な環境に生息・生育する７，５１２種の生きもの 

本市には多様な生態系があり、多くの生きものが生息・生育しています。既存文献や今まで行ってき

たさまざまな現地調査の結果をまとめると、植物は約２，７９４種、動物は約４，７１８種、合計約 

７，５１２種の生きものが確認されました。 

これらの多様な生態系には、大気や水などの維持、食料・衣料・素材などの提供、災害の防止など、

私たちの健康で文化的な生活を営む上で欠かせない役割があることから、今後もこれらの自然環境を保

全するための取り組みが求められます。 
 

 
静岡市の自然環境 

【資料：静岡市生物多様性地域戦略（概要版）】 
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■絶滅が危惧される２４７種の生きもの 

「静岡県版レッドリスト」や専門家への聞き取り調査によると、絶滅が危惧される種として本市では、

植物１７３種、動物７４種、合計２４７種の生息・生育が確認されています。そのため、これらの貴重

な生きものについて保護・保全を図るとともに、今後もその生息・生育状況の把握を行っていく必要が

あります。 

 

■問題となっている外来種 

特定外来生物のアライグマやオオクチバス、オオキンケイギク、要注意

外来生物のミシシッピアカミミガメなどの外来種が生息・生育域を拡大し、

農作物への被害や在来種との競合などが問題となっています。地域固有の

生態系をかく乱することが懸念される外来種の対策は、今後ますます重要

となってくることから、外来種に対する意識啓発を図るとともに、特定外

来生物の防除などを推進していく必要があります。 

 

 ３-３  南アルプスユネスコエコパーク                          
 

 

 

■山岳・森林地域「南アルプス」 

南アルプス（赤石山脈）は、静岡・山梨・長野の３県にまた

がり、東西約１５ｋｍ、南北５０ｋｍに及ぶ日本を代表する大

きな山岳地帯で、３，０００ｍ級の山々を有しています。国内

でも屈指の多雨多湿地帯で、低標高から３，０００ｍの高山帯

にかけて顕著な森林の垂直分布が見られます。また、キタダケ

ソウや、氷河期の遺存種であるライチョウなどの固有種や南限

種が多く生息する生物多様性に富んだ自然環境を有しています。

山稜部には準平原や氷河地形も数多く残されており、活発な地

殻活動によって年間約４ｍｍ隆起し続けています。 

しかし、手つかずの自然が残る南アルプスでも、ニホンジカ

による高山植物の食害、温暖化などによるライチョウへの影響

のほか、開発事業による環境影響が懸念されています。そのた

め、南アルプスの自然環境を継続的にモニタリングしていく必

要があります。 

 

■ユネスコエコパークへの登録 

 本市は、南アルプスのかけがえのない自然環境を守り、後世へと受け継いでいくため、南アルプスに

深く関係する静岡県、山梨県、長野県の９市町村と連携し、南アルプスの世界自然遺産登録に向けた活

動を行っています。この活動のなかで、人と自然とがどのように繋がりあっていけば、自然環境を守り

ながら共存していけるのかを考えるユネスコエコパーク（生物圏保存地域）というユネスコが認める国

際制度への登録に取り組んできました。そして、平成２６年６月に登録されました。 

 南アルプスユネスコエコパークでは、人と自然とが繋がりあう姿を「高い山、深い谷が育む生物と文

化の多様性」と表現し、南アルプスの自然や文化を大切に守りながら、地域社会の発展を目指していき

ます。そのためには、今後、「自然環境の保全」、「調査と教育」、「地域の持続的な発展」、「理念の継承

と管理運営体制の構築」を柱として、産官学民の連携・協働による施策を推進する必要があります。 

南アルプスユネスコエコパーク登録地 
【http://www.minami-alps-br.org/index.html】

群生するオオキンケイギク 
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 ４-１  エネルギー                                    
 

■大きく変動した東日本大震災以降のエネルギー動向 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い、平成

２３年２月に約７１％だった原子力発電所の設備利用率は急速に減少し、平成２４年６月にはゼロとな

りました。 

国全体のエネルギー需要を表わす一次エネ

ルギー国内供給は、近年、ほぼ横ばいで推移し

てきましたが、平成２０～２１年度は世界金融

危機による景気後退で大きく落ち込み、平成 

２２年度に回復したものの、平成２３年の震災

で再び減少しました。 

震災前（平成２２年度）と平成２４年度の構

成比を比較すると、原子力が１１．３％から 

０．６％へと大幅に減少し、一方で、天然ガス

が１９．２％から２３．５％、石油が４０．０％

から４２．５％へと増加しました。 

 

■震災以降は減少傾向にある最終エネルギー消費 

国内の最終エネルギー消費は、昭和４８年の

オイルショック以降、産業部門がほぼ横ばいで

推移する一方、家庭部門、業務部門及び運輸部

門は増加しています。 

震災前（平成２２年度）と平成２４年度の構

成比を比較すると、平成２４年度の最終エネル

ギー消費は４．２％減で、産業部門が６．９％

減、家庭部門が５．０％減、業務部門が２．０％

増、運輸部門が３．６％減でした。 

 

 

■震災以降の市内の電気使用量 

本市における工場動力などの電力使用量は、

概ね減少傾向にあるものの、家庭用・業務用の

電灯使用量はほぼ横ばいとなっています。平成

２３年の震災以降は、政府からの節電要請を受

けて家庭や事業所での節電が進み、電灯・電力

ともに使用量が減少していますが、温室効果ガ

スの排出量を削減するためには、継続した省エ

ネルギー対策が重要です。 
 

第４節 地球環境 

    最終エネルギー消費の推移 
注)Ｊ(ジュール)＝エネルギーの大きさを示す指標の一つで、１ＭＪ＝0.0258×10-3 原油換算 kl 

【資料：平成 24 年度におけるエネルギー需要実績（資源エネルギー庁）】

一次エネルギー国内供給の推移 
注)Ｊ(ジュール)＝エネルギーの大きさを示す指標の一つで、１ＭＪ＝0.0258×10-3 原油換算 kl 

【資料：平成 24 年度におけるエネルギー需要実績（資源エネルギー庁）】

電気・都市ガス使用量の推移 
【資料：静岡市統計書】
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 ４-２  温室効果ガス排出量                               
 

■増加している家庭・業務・運輸からの温室効果ガス 

 本市では「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、市域全体の温室効果ガスの排出抑制に向

けた「静岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を平成２３年３月に策定しています。 

本計画に基づいて毎年度、市全域の温室効果ガス排出量を算定しており、平成２３年度の温室効果ガ

ス排出量は、５，８００．０千 t-CO2で、京都議定書の基準年の排出量と比べると３２．２％減少しま

した。温室効果ガス排出量の約９５％を占める二酸化炭素排出量は、５，５０５．４千 t-CO2であり、

基準年と比べると１．５％の増加(全国は８．４％の増加)となっています。産業部門（▲６．３％）、

廃棄物部門（▲３７．６％）は減少していますが、民生業務部門（１２．０％）、運輸部門（９．４％）、

民生家庭部門（２．４％）が大きく増加しています。そのため、今後は特に業務部門、運輸部門、家庭

部門を対象とした温暖化対策を推進していくことが必要です。 

  

 
静岡市全域からの温室効果ガス排出量       静岡市全域からの二酸化炭素排出量 

【資料：静岡市の環境(平成 26 年度年次報告書)】        【資料：静岡市の環境(平成 26 年度年次報告書)】   
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 家庭からの二酸化炭素排出量は、全国平均で約５,２７０ｋｇ-ＣＯ２/世帯（平成２４年度）となっ

ています。燃料種別では、電気が約半分（５０．８％）を占めており、次いでガソリン（２２．７％）、

灯油（８．５％）の順となっています。また、用途別では、照明・家電製品が約４割（３７．５％）

を占め、次いで自動車（２３．４％）、給湯（１３．４％）、暖房（１３．３％）となっています。

二酸化炭素排出量を削減するためには、これらの排出源への対策が効果的です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料種別            用途別 

【温室効果ガスインベントリオフィス（国立環境研究所）】
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 ４-３  地球温暖化による影響                              
 
 

 

■深刻な影響が予測される地球温暖化 

 「気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）」はこれまで４回、地球温暖化の科学・影響・対策に

関する評価報告書を公表しています。平成２５年から順次公開している第５次評価報告書によると、世

界平均地上気温は１８８０～２０１２年の間に０．８５℃上昇したと報告されています。 

また、２０８１～２１００年には最大で気温が４．８℃、海面が８２ｃｍ上昇すると予測されていま

す。 

気温の上昇による環境への影響としては、海抜の低い地域の水没や高潮などの被害増大、農業への影

響、自然環境への影響、伝染病や熱中症の増加などが挙げられています。 

本市においても、熱帯夜（日最低気温２５℃以上の日）の増加や冬日の減少、ソメイヨシノの開花日

が早まるなど、地球温暖化が原因と考えられる影響が現れ始めています。このような地球温暖化による

本市への影響について、今後も引き続き注意深く監視していくことが必要です。 

 

地球温暖化による影響の例 

高山植物の絶滅 富士山や南アルプスなどでみられる高山植物は、低温や強風など、高山帯の厳しい

環境に適応して生きています。しかし、地球温暖化により気温が上がると、このよ

うな条件の場所が狭くなり、標高の低い場所に生える植物が高山植物を追いやって

しまう可能性があります。 

砂浜の消失 地球温暖化により海面が 30cm 上昇すると、静岡県内の砂浜の約 26％が消えてしま

うといわれています。 

海岸や河川構造物

への影響 

沿岸域に設置されている離岸堤などの構造物は、現在の海水面に合わせて設計され

ています。海岸沿いや平坦地を流れる中小河川の河口域では、海面上昇が生じた場

合には、海岸堤防の高さを上げたり、潮の満ち引きの影響が現在よりも上流まで影

響するため、河川堤防の高さを上げる必要があるかもしれません。 

農産物への影響 静岡県ではみかん、茶、わさびなど、全国的に有名な農産物が栽培されています。

地球温暖化が進むと、これらの農産物が栽培できなくなったり、品質が悪くなった

りするのではないかと心配されています。 

【資料：静岡県環境学習データバンク、海面上昇データブック 2000】 

 

■「緩和」と「適応」の２つの温暖化対策 

 地球温暖化対策は大きく分けて２つあります。１つは温暖化の原因となる温室効果ガスの排出を抑制

する「緩和（排出削減）」、もう１つは、既に起こりつつある、あるいは起こりうる温暖化の影響に対し

て自然や人間社会の在り方を調整する「適応」

です。まずは温暖化をもたらす原因に直接働

きかける「緩和」を確実に進めることが必要

ですが、それと同時に「適応」の取り組みも

進めておく必要があります。 

例えば、洪水の増加や海面上昇への適応策

として河川改修や防潮堤整備、気候変動への

適応策として農作物の品種改良や栽培方法

の改良、気温上昇による健康被害への適応策

として熱中症の予防や感染症対策などが考

えられます。 

２つの温暖化対策：「緩和」と「適応」の考え方 
【資料：温暖化から日本を守る適応への挑戦（環境省）】
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 ５-１  ごみ総排出量                                    
 

■一人１日当たりのごみの総排出量 

本市のごみ総排出量及び一人１日当たりのご 

み総排出量（外国人を含む）は、平成１８年度 

以降減少傾向にあり、平成２５年度はそれぞれ 

約２６．５万ｔ、１，００８ｇ/人・日でした。 

しかし、国平均（平成２４年度：９６３ｇ/人・日）

や県平均（平成２４年度：９４３ｇ/人・日）より

も多くなっています。そのため、ごみの減量や資

源化を進めて、ごみ総排出量の更なる削減に努め

る必要があります。 

 

■生ごみ処理機器購入に対する助成 

 本市におけるごみ総排出量のうち、家庭ごみが

約７割を占めています。特に可燃ごみに含まれる

約４割の生ごみへの対策が課題となっています。

そこで、本市では生ごみ処理機器を購入して設置

した市民に対して補助金を交付しています。生ご

みの減量に効果のある生ごみ処理機器の活用につ

いて、改めて市民への周知を図る必要があります。 

  

 

 

 ５-２  ごみの資源化                                    
 

■減少傾向にある行政の資源回収量 

 本市では、集積所や自治会などでの回収、小売店での拠点回収などにより、びん・缶類、古紙類、ペッ

トボトル、紙パックなどの資源回収を行っています。しかし、近年では民間事業者による回収の充実、

多様化などもあり、平成１７年度以降はほ

ぼ全ての対象物について、回収量が減少し

ています。なお、行政による古紙類、白色

トレイ、紙パックの回収は平成２４年度を

もって廃止となりました。 

自治会などの地域主体で実施される集団

回収は、資源化の向上に加え、地域コミュ

ニティの活性化や地域での環境教育に繋が

ることから、今後も奨励していく必要があ

ります。 
  

第５節 循環環境 

ごみ総排出量と一人１日当たりごみ総排出量※ 
※ 第 2 次環境基本計画では外国人を含む値としています 

【資料：清掃事業概要（平成 26 年度）】

生ごみ堆肥化処理容器・電気式生ごみ処理機器購入補助
【資料：清掃事業概要（平成 26 年度）】

行政の資源回収量 
【資料：清掃事業概要（平成 26 年度）】
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 ５-３  ごみの適正処理                                   
 

■余熱利用や啓発施設も併設する西ケ谷・沼上清掃工場 

 市内の可燃ごみは、西ケ谷清掃工場及び沼上清掃工場で処理しており、清掃工場の余熱を利用した施

設として、西ケ谷総合運動場屋内プール、ふれあい健康増進館ゆ・ら・ら、西ケ谷資源循環体験プラザ

（しずもーる西ケ谷）を併設しています。また、沼上資源循環センターでは不燃・粗大ごみ、ペットボ

トルなどの中間処理を行っているほか、４Ｒに関する情報発信や啓発・支援、環境教育を行う沼上資源

循環学習プラザ（しずもーる沼上）も併設されています。 

今後も、効率的な収集運搬体制やごみ収集方法、中間処理施設での適切な処理の継続など、より適切

なごみ処理の方法について検討していく必要があります。 

 

■ひっ迫する最終処分場 

沼上最終処分場や清水貝島最終処分場の埋立残余容量がひっ迫しています。市では、西ケ谷清掃工場

及び沼上清掃工場灰溶融施設で生成した溶融スラグを建設資材などに有効利用することで最終処分量

の削減を図っています。今後もごみ減量や溶融スラグの利用など最終処分場の延命化を図るとともに、

次期最終処分場の整備を進める必要があります。 

 

 ５-４  産業廃棄物                                    
 

■建設業・化学工業からの発生が多いがれき類・汚泥などの産業廃棄物 

 平成２６年度に実施した実態調査によると、産業廃棄物の発生量は約１０５万ｔで、業種別では建設

業（５６．４％）が最も多く、次いで化学工業（１８．９％）、水道業（３．９％）となっています。 

 また、種類別では、がれき類（５０．７％）が最も多く、次いで汚泥（２９．１％）が多くなってい

ます。これらの産業廃棄物は、「産業廃棄物処理対策推進方針」（平成２７年３月）に基づき、適正処理

を進めるとともに、資源として循環利用する必要があります。 

  

 

 ５-５  不法投棄                                    
 

 

■後を絶たない不法投棄 

 家電製品などを法律が定める方法によって適切に処理せず、山林や原野などに投棄する不法投棄が問

題となっています。平成２５年度の不法投棄物の調査・回収実績は４６４件、１９．６２ｔでした。こ

のような不法投棄に対処するため、不法投棄に関する調査や回収といった監視パトロール体制の整備な

どが必要です。 

建設業

56.4%化学工業

18.9%

水道業

3.9%

非鉄金属

製造業

2.9%

食料品

製造業

2.3%

木材・木製

品製造業

（家具を除

く）

2.2%

飲料・

たばこ・飼料

製造業

2.2%

その他

11.2%

がれき類

50.7%
汚泥

29.1%

木くず

5.0%

廃プラス

チック類

3.5%

動植物性

残さ

3.2%

金属くず

2.5%

紙くず

1.9% その他

4.1%

業種別発生量（平成 25 年度） 種類別発生量（平成 25 年度） 
【資料：産業廃棄物実態調査報告書】

産業廃棄物発生量 

（平成 25 年度）

1,049,099ｔ 
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第３章 

計画の基本方針と目標 
 

  

第１節 基本方針 

第２節 基本目標 
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■多様な環境に育まれて発展してきたまち 

 本市は、我が国のほぼ中央、首都圏と中京圏の中間に位置する交流拠点としての立地の優位性を活か

し、長い歴史や文化の蓄積と優れた人材の集積、さらには、第１次産業から第３次産業までの均衡のと

れた産業経済が集積しています。 

 また、南アルプスをはじめとする広大な山間地域に豊かな森林を有し、市域の７６％を森林が占めて

いるとともに、源流から河口までが市域内で完結し、日本有数の清流を保っている安倍川、藁科川、興

津川が流れ、これらの清流が全国的にもおいしい水として知られている水道水源として、７１万人の市

民の命を育んでいます。さらに、南に駿河湾を臨む長く緩やかな海岸線と、富士山を借景に世界の美港

として海とのふれあいの空間を形成している清水港は、人々に潤いと安らぎを提供しています。 

本市は、このような山、川、海の多様で豊かな自然環境に恵まれ、これらに育まれて都市発展を遂げ

てきました。 

 

■人が多様な環境を育んできたまち 

 世界文化遺産構成資産として登録された三保松

原は、古代から神の杜として大切に守られ、地元

市民をはじめとする多くの方々の地道な管理や植

林によってその姿を残してきました。また、中山

間地に広がる里地里山もまた、間伐や下刈りなど、

定期的に人の手が加わることで多様な自然環境が

維持されてきました。 

さらに、現在、私たちが目にする川の流れは、

先人達から現代の人々の絶え間ない治水工事など

の努力によりつくられてきました。例えば、江戸

時代に徳川家康公が安倍川の治水対策として薩摩

土手を築堤したことなどにより、現在の安倍川と

藁科川の流れとなりました。また、これに伴って

今まで安倍川の水が流れ込んでいた巴川は水量が

減り、ゆるやかな流れになりました。 

このように、多様な環境が人やまちを育んでき

た一方で、人が環境を育んできたともいえます。 

 

■直面する環境課題 

 一方で、大量生産・大量消費・大量廃棄を基調とした社会経済の拡大による地球規模での環境への負

荷が、今日の環境問題を引き起こし、人類の存亡に関わる重要な課題として認識されるまでに至ってい

ます。特に、年々その影響が顕著に現れつつある地球温暖化や、生物多様性の低下、廃棄物の増大など

の問題は、本市においても重要な環境課題となっています。 

 また、平成２３年３月に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故を境に、省エ

ネルギーや再生可能エネルギーの重要性、健康や食の安全性などに国民の関心が大いに高まるなど、社

会情勢に大きな影響を与えました。 

  

第１節 基本方針 

薩摩土手 

 

 徳川家康公が将軍職を降り、大御所として駿

府に居を構えるにあたり、駿府城の築城ととも

に着手したのが「薩摩土手」の築堤でした。 

薩 摩 土 手

は、安倍川の

氾濫を防ぐた

めに造られた

もので、薩摩

藩が工事を請

け負ったと伝

えられている

ことから、こ

の名がつけら

れました。 

【資料：清流スポットマップ（静岡市）】

コラム 
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■８年後を見据えた計画の基本方針 

 今後、８年間の静岡市の環境を見据え、以下の基本方針を掲げてその実現を目指します。 

 

 

【基本方針】 

 

人々が豊かな環境を育み 

環境が健やかな人を育むまち・静岡 
 

 

 

 

 

 

 

政令指定都市として、今後も活発な都市活動を維持するとともに、直面する環境課題

を解決し、また、南アルプスをはじめとする本市の豊かで多様な環境を未来の世代へ継

承していくためには、「まちを育んできた多様な環境」と「環境を育む人」が相乗効果を生み、

循環を基調とした環境都市となっていくことが必要です。 

  

そのためには、市民のみならず本市を交流の場とするあらゆる人々の心理に対し働き

かける実践的な「伝える活動」をとおして、自ら考え判断し行動する「人」を育む土壌をつ

くり、本市の豊かで多様な環境を未来の世代へ繋ぐ「伝え手」を育む必要があります。 

 

 また、それら「伝え手」により育まれた豊かで多様な環境により、より一層の都市の

発展や新たな「伝え手」が育まれるという好循環な環境を創造することが欠かせないこと

から、この基本方針を定めました。 

 

 

まちを育んできた多様な環境 

 

環境を育む人 

環境を未来の世代に引き

継ぐ「伝え手」を育む 

循環を基調とした 

環境都市の実現 

より一層の 

都市発展 

自ら考え判断し行動する

「人」を育む 

新たな「伝え手」 

の育成 

好循環 相乗効果 



第３章 計画の基本方針と目標 

 

 
32 

■将来イメージ 
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 基本目標１  住み良さを実感できる生活環境をつくります              
 

■基本目標の考え方 

環境は、空気・水・土と生きものの間を物質が

循環し、生態系が保たれることによって成り立っ

ており、私たち人類の生存基盤となっています。

つまり、私たちの健康な生活は、これらの環境を

健全な状態で維持していくことによって守られま

す。また、文化財など長い歴史や文化を現在に伝える資源や、良好な景観、公園や緑などは、私たちの

快適で文化的な暮らしを支えています。 

そのため、大気汚染や悪臭、騒音・振動、水質汚濁などの環境への負荷を低減して安心安全な環境づ

くりを進めるとともに、歴史文化・景観・緑などの保全・創造、健全な水循環の確保と回復などにより、

住み良さを実感できる生活環境をつくります。 

 

■環境指標 

指標 現状（H25） 目標（H34） 備考 

事業者の公害法令順守率 85％ 90％  

文化財保護事業に携わる 

市民ボランティア数 

35 人 

（H26） 
150 人  

市民一人当たりの都市公園面積 6.0 ㎡/人 8.0 ㎡/人  

生活排水処理率 80.7％ 90％ 
水洗化・生活排水処理

人口/本市人口×100 

 
 

 

 基本目標２  豊かな自然環境を守り、次の世代へ繋いでいきます         
 

■基本目標の考え方 

 本市は、南アルプスをはじめとした広大な森林

や、中山間地に広がる里地里山、安倍川・藁科川・

興津川などの清流、恵み豊かな駿河湾などの自然

環境に恵まれています。これらの自然は、私たち

の暮らしに潤いや安らぎを与えるとともに、経済活動や生活のための基盤としてとても重要なものです。 

そのため、恵まれた本市の自然環境を市民共通の財産として守っていくとともに、資源を活用した賑

わいの創出や自然と親しむ空間の整備、これらを活用した環境教育の充実を図っていきます。 

 

■環境指標 

指標 現状（H25） 目標（H34） 備考 

南アルプス主要地域の高山植物種数の 

維持 
15 種 15 種  

環境ボランティア数 5,013 人 5,200 人 
単年度開催事業は 

含めない 
 

第２節 基本目標 

 

１－１ 安心安全な生活環境の確保と充実 

１－２ 歴史・文化とふれあう機会の充実 

１－３ 緑あふれる美しいまちの創出 

１－４ 良質な水環境の保全 

■環境目標 

 

２－１ 南アルプスなどの自然環境・生態系の保全

２－２ 自然を利活用した人材の育成 

■環境目標 
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 基本目標３  総合的に地球温暖化対策に取り組みます               
 

■基本目標の考え方 

地球温暖化対策のためには、化石燃料に依存し

た従来の社会から脱却し、ライフスタイルや産業

構造を変えることで、温室効果ガスの排出を少な

く抑えた社会、いわゆる低炭素社会へ移行しなけ

ればなりません。このような中で、本市は政令指

定都市として、地球温暖化対策に向けた取り組み

を率先して実践していく役割と責務を有していま

す。 

そのため、省エネルギー活動の推進はもとより、地域特性に応じた再生可能エネルギーの普及やエネ

ルギーマネジメントなどによるエネルギーの有効利用、さらには、温暖化への適応策などを取り入れた、

総合的な地球温暖化対策に取り組みます。 

 

■環境指標 

指標 現状（H25） 目標（H34） 備考 

市民及び事業者の電気使用量の削減量 
電灯 3.72MWh

電力 5.03MWh

8％削減 

（H25 比） 

特定規模需要は含め

ない 

市内の電気消費量に対する 

再生可能エネルギーの構成割合 
4％ 6％  

防災スマート街区の形成 0 4 街区  

適応計画の策定 0 1（策定）  

 
 

 基本目標４  環境に配慮した廃棄物政策を推進します               
 

■基本目標の考え方 

大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会経済活

動や生活様式が定着することにより、大量のごみ

が排出され、最終処分場における埋立残余容量の

ひっ迫、不法投棄の増加などが生じています。こ

のような問題を解決するためには、社会経済シス

テムを根本的に改め、「循環型社会」を実現することが求められています。 

そのため、これまで行ってきた静岡版「もったいない運動」などを通じて４Ｒを推進し、より一層

の廃棄物の減量・資源化に取り組んでいきます。 

 

■環境指標 

指標 現状（H25） 目標（H34） 備考 

一人１日当たりのごみ総排出量 1,008g/人日 860g/人日  

最終処分場への埋め立て量 14,477t 11,731t  

 

 

３－１ 省エネルギーの推進 

３－２ 地域の特色を活かした再生可能エネル

ギーの普及促進 

３－３ 災害に強く環境にやさしいエネルギー

の分散化 

３－４ 気候変動に適応した対策の推進 

■環境目標 

 

４－１ 廃棄物のさらなる減量に向けた協働の

推進 

４－２ 安定的な廃棄物処理体制の確保 

■環境目標 
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第４章 

目標達成に向けた施策 
 

 

 

第１節 施策の体系 

第２節 住み良さを実感できる生活環境をつくります 

第３節 豊かな自然環境を守り、次の世代へ繋いでいきます 

第４節 総合的に地球温暖化対策に取り組みます 

第５節 環境に配慮した廃棄物政策を推進します 
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 第２次環境基本計画の基本方針を実現するため、以下のような基本目標、環境目標を示します。 

 

４ 環境に配慮した 

        廃棄物政策を推進します 

３－２ 地域の特色を活かした 

再生可能エネルギーの普及促進 

３－３ 災害に強く環境にやさしい 

            エネルギーの分散化 

４－１ 廃棄物のさらなる 

減量に向けた協働の推進 

４－２ 安定的な廃棄物処理体制の確保 

１ 住み良さを実感できる 

          生活環境をつくります 

２ 豊かな自然環境を守り、 

      次の世代へ繋いでいきます 

１－１ 安心安全な生活環境の 

                  確保と充実 

１－２ 歴史・文化とふれあう機会の充実 

２－２ 自然を利活用した人材の育成 

３－１ 省エネルギーの推進 

３ 総合的に地球温暖化対策に 

               取り組みます 

１－４ 良質な水環境の保全 

３－４ 気候変動に適応した対策の推進 

１－３ 緑あふれる美しいまちの創出 

２－１ 南アルプスなどの 

          自然環境・生態系の保全

 

人々が豊かな環境を育み 環境が健やかな人を育むまち・静岡 

生活環境 

自然環境 

地球環境 

循環環境 

環境教育 

基本方針 

環境目標 基本目標 

第１節 施策の体系 
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１-１ 安心安全な生活環境の確保と充実 

１-２ 歴史・文化とふれあう機会の充実 

１-３ 緑あふれる美しいまちの創出 

１-４ 良質な水環境の保全 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 

住み良さを実感できる 

生活環境をつくります 

第２節 住み良さを実感できる生活環境をつくります  
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基本目標１ 住み良さを実感できる生活環境をつくります 

安心安全な生活環境の確保と充実 
 
 
 

 

（１）さわやかな空気や静かな環境を保全します                  

①大気汚染の常時監視 

 「大気汚染防止法」及び「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づ

き、大気汚染の常時監視をします。 

 大気汚染常時監視業務を安定して実施するために、耐用年数を経過

した測定機の更新などを行い、測定値の信頼性を確保します。 

 

②光化学オキシダント・ＰＭ２．５への対策 

 光化学オキシダント注意報・警報が発令された場合は、直ちに学校、福祉

施設を中心に、広く市民向けに周知します。 

 ＰＭ２．５(微小粒子状物質）濃度が、環境省が定めた暫定的な指針値（１

日平均値７０μｇ／㎥)を超えると予想され、注意喚起情報が発表された

場合は、広く市民向けに周知します。 

 大気環境部会浮遊粒子状物質調査会議に参加し、ＰＭ２．５に関するデー

タを共有するとともに、その解析などを担います。 

 

③ダイオキシン類や酸性雨への対策 

 ダイオキシン類や排出煙による環境汚染を防止するため、産業廃棄

物法定焼却炉の構造や維持管理の診断を行います。 

 定期的に雨水を採取し、降水量、ｐＨ、導電率及びイオン濃度を測

定するとともに、酸性雨全国調査に参加し、日本全国の汚染実態の

把握に寄与します。 

 屋外焼却に対し、指導や意識啓発を行います。 

 

④悪臭対策 

 悪臭の発生源に対し、臭気指数規制により指導するとともに、苦情などに対応し、適宜、悪臭の

測定・監視を行います。 

 

⑤移動発生源への対策 

 道路の新設・改良による渋滞解消を図るとともに、市域内及びその周辺地域との円滑な連携に必

要な国・県・市道の整備を推進します。 

 安全・快適な歩行空間の形成を目指し、交通の円滑化に資するため、交通安全施設などの整備を

推進します。 

 

  

 

１-１ 

市の施策・取り組み 

自排丸子測定局 

ＰＭ2.5 自動測定機 

酸性雨の測定 
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⑥騒音・振動対策 

 「騒音規制法」及び「振動規制法」に基づき、市内における一般環

境騒音、自動車騒音、新幹線鉄道騒音、道路交通振動などの監視を

行います。 

 市が管理する道路の低騒音舗装（高機能舗装）の敷設を進めるとと

もに、防音・防振設備を導入することで騒音の軽減を図ります。 

 騒音・振動の発生が少ない低公害車の普及を促進します。 

 

（２）環境保全に向けた調査・監視を行います 
 

 
 

①工場・事業場への指導 

 環境関係法令に基づき、事業所・解体現場への立入検査、行政測定及び排

出基準遵守などの指導を実施し、特定施設の適正な管理を推進します。 

 「化学物質排出把握管理促進法（ＰＲＴＲ法）」の制度に基づき、届出の受

理及び審査、市内事業所の化学物質の排出量や移動量を公表します。 

 事業所の環境保全対策への取り組みを支援します。 

 
②公害苦情への対応 

 大気汚染、悪臭、水質汚濁、騒音、振動に係る市民からの苦情に対応し、

早期解決を図り、市民の生活環境を保全します。 

 

 

 

 

  市民 事業者

■ 大気汚染や悪臭、騒音・振動に対する規制を遵守するとともに、発生源への立

入検査に協力します。 

 ● 

■ ボイラーなど燃焼機器の効率的使用や適正管理を行い、定期的に濃度を測定し

て現状を自主的に把握します。 

 ● 

■ 施設の適正管理や使用燃料の改善などを行い、大気汚染の未然防止を図りま

す。 

 ● 

■ 不適正な焼却炉による焼却や野焼き行為はしません。 ● ● 

■ 製造、加工工程で悪臭が外部に漏れないよう作業場を密閉化するとともに、脱

臭設備を設けて、臭いの成分を分解又は除去します。 

 ● 

■ 建設工事などにおける粉じんや騒音・振動などの発生を最小限に抑えます。  ● 

■ 生活騒音などによる近隣騒音の防止に努めます。 ● ● 

■ 生け垣や植栽などを敷地内に造成し、騒音・振動を緩和します。 ● ● 

■ 事業活動に伴う環境への負荷を低減し、施設の改善など公害の発生防止に努め

ます。 

● ● 

■ 地域住民の公害苦情に対応します。  ● 

 

 
 
 

  

市民・事業者の取り組み 

騒音測定 

工場への立入検査 
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基本目標１ 住み良さを実感できる生活環境をつくります 

歴史・文化とふれあう機会の充実 
 
 
 

 

（１）歴史文化遺産を保全・活用します      

①歴史文化遺産の保全・活用 

 歴史資料・郷土資料などの展示、地域史の紹介などを通じて、歴史・

文化の継承や学習に活用します。 

 貴重な有形・無形の文化財の保護や有効活用を進めます。 

 市民の郷土に対する愛着と誇りが深まるよう、歴史的・文化的遺産

の保護顕彰に努めます。 

 

②駿府城公園の再整備 

 歴史的遺産の保存・再整備、都心の公園機能の強化、防災機能の確保、天守台跡地利用などを目

的とした駿府城公園再整備事業を推進します。 

 

③三保松原の保全・活用 

 世界文化遺産に登録された三保松原を保全・継承するため、保全活

用計画・管理基本計画の策定、松の植樹、ガイド付きウォーキング

事業などを行います。 

 三保松原の適正管理のため、マツ材線虫防除、現況調査、草刈り・

堆積松葉の除去などを行います。 

 三保松原への旅行者の満足度向上のため、三保松原内の遊歩道や看

板、標識の新設・改修を行います。 

 

（２）良好な景観を保全・創出します 

①景観計画の推進 

 「静岡市景観計画」の推進を図るとともに、地域の特性を活かした

景観形成に取り組みます。 

 世界遺産にふさわしい三保半島のまち並みづくりを目指します。 

 

②都市景観の形成 

 「静岡市屋外広告物条例」に基づいた屋外広告物の誘導や規制を行

います。 

 自然環境と調和した市街地の形成に向け、土地区画整理事業を推進

します。 

 都市景観の向上を図るため、電線類地中化整備を推進します。 

 

  

 

１-２ 

市の施策・取り組み 

駿府城坤櫓 

電線類地中化

マツ材線虫防除 

三保半島 



第４章 目標達成に向けた施策 

 

 
41 

③海岸景観の保全 

 美しい景観を有する本市の海岸部を守るため、 

静岡県と連携し海岸景観の保全を図ります。 

 

④良好な景観形成のための意識啓発 

 良好な景観形成を推進するため、市民や事業者

の景観に関する理解をより深め、意識を高める

ように取り組みます。 

     
 

 

 

  市民 事業者

■ 身近にある文化財などの歴史文化資源の保護・保存に努めます。 ●  

■ 地域の祭りや伝統・文化を大切にし、後世に継承します。 ●  

■ 敷地内の巨樹や古木などを保全します。 ● ● 

■ 開発や工事の前に文化財などの調査を行い、歴史文化資源の保全に努めます。  ● 

■ 地域特性を活かした良好な景観形成を進めます。 ● ● 

■ 良好な景観形成に関する理解を深めます。 ● ● 

■ 看板などを設置する場合は、屋外広告物の法令などを遵守します。 ● ● 

■ 家や事業所を新築・改築する場合は、色彩や形状などを景観に配慮したデザイ

ンとします。 

● ● 

 

 

  

市民・事業者の取り組み 

天然記念物とは？ 

 

本市は南アルプスから駿河湾に沿った海岸地域までの変化に富んだ自然環境と四季温暖な気候に

恵まれ、多種多様な動植物や地形鉱物などが存在します。その中でも特に貴重なものについては、

「文化財保護法」「静岡県文化財保護条例」「静岡市文化財保護条例」に基づく「天然記念物」に指

定されています。市内には平成２６年６月現在、国・県・市指定を合わせて３８件あります。これ

らの天然記念物は、地域の特産物の起源となったものや地域の人々によって大切に守られてきたも

の、災害の痕跡を示すものなどさまざまで、本市の歴史や文化を考える上でも大変貴重なものであ

ることから、今後も保護していくことが重要です。 

【資料：静岡市の文化財（天然記念物編）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 

瀬名幕ヶ谷のヤマモモ 河内の大石 誓願寺モリアオガエル 

繁殖地 

海岸侵食の防止と海岸景観の保全が必要な三保松原
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基本目標１ 住み良さを実感できる生活環境をつくります 

緑あふれる美しいまちの創出 
 
 
 

 

（１）緑化を推進します                  

①総合的な緑化推進 

 総合的かつ計画的な緑化の推進を図るため、「みどりの基本計画」を推進し

ます。 

 

②公共施設・民間施設の緑化 

 自治会・町内会などを通じて、地域ぐるみで緑化運動が推進できるような

体制を構築します。 

 民間施設や公共施設の敷地内（敷地・建物）などの緑化を推進し、市街地

の緑地保全を図ります。 

 

（２）公園緑地を整備します                  

①総合的な公園緑地の整備 

 総合的かつ計画的な公園緑地の保全を図るため、「みどりの基本計画」を推進します。 

 

②都市公園の整備拡充と維持管理 

 都市公園などの整備拡充を図り、憩い空間とふれあいの場を確保し

ます。 

 無償借地による公園整備手法を取り入れて、身近な公園の充実を図

ります。 

 市街地において、自然環境と身近にふれあい憩うことができる街区

公園を整備します。 

 市民が公園を安全・快適に利用できるように、維持管理を行います。 

 

③地域の特性を活かした公園整備 

 名勝日本平の優れた眺望・景観を活かし、観光レクリエーション機

能を更新・強化した日本平公園を整備します。 

 清水羽衣公園を整備し風致公園の機能を高めることにより、観光地

としての魅力を向上させ、交流人口の増加を図ります。 

 グラウンドワーク手法を取り入れて、麻機地区の自然環境の保全及

び都市公園機能の強化を図り、自然再生などを目的として、あさは

た緑地を整備します。 

 

  

 

１-３ 

市の施策・取り組み 

壁面緑化 

都市公園

日本平公園 
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④河川環境を活かした緑地整備 

 一級河川富士川の河川敷を利用し、都市緑地として河川環境を活用

した計画的な整備を行い、地域のコミュニティの形成や防災の拠点

となる緑地を創出します。 

 一級河川安倍川の高水敷を利用し、河川特有の自然環境や景観を活

かしたレクリエーション、スポーツ活動などができる多目的緑地の

整備を推進します。 

 

 

 

 

  市民 事業者

■ 各家庭で生け垣や花づくりなどの緑化を推進します。 ●  

■ 公園はマナーを守って大切に利用します。 ●  

■ 事業所の敷地内や店舗などの緑化を推進します。  ● 

■ 地域緑化を推進するための緑の募金に協力します。 ● ● 

■ 公園などの美化活動や維持管理を行います。 ● ● 

■ 日本平公園において、ガイドボランティアや情報発信・展示イベントなどの企

画運営に、積極的に参加します。 

●  

 

  

市民・事業者の取り組み 

「静岡市みどり条例」とは？ 

 

良好な生活環境の形成を図り、潤いや安らぎを享受できる「みどり」を保全し、緑化の推進を図

るため、「静岡市みどり条例」の施行（平成２７年４月予定）に向けた作業を進めています。条例

では、本市のみどりの保全や緑化の推進に係る基本理念を掲げるとともに、市・市民・事業者の責

務、具体的な施策を示す「保存樹木など」、「公共建築物・事業所などの緑化」、「市民などとの協働」

などについて定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 

安倍川の緑地 

みどりのイベントも盛りだくさん！

園芸市、全国花いっぱい大会、緑化講習
など

市の玄関口
駅前もみどり
いっぱいに！

河川と一体となった
みどりを創ろう！

まちの中の自然を守ろう！
（風致地区条例）

大きな建物も
緑化しよう！

建物の
屋上や壁面も

みどりに

みんなの
公園や緑地を
たくさん作ろう！

まちなかの
貴重な空地も
みどりに！

（再開発など）

他の制度でできること。

この条例でできること

みんなの力で
花とみどりいっぱい

のまちに！

駐車場だって
みどり

になるよ！

庁舎や学校など
公共建築物も
みどりいっぱいにするよ！

農地だって貴重なみどり！
（生産緑地地区）

地域のルールで
みどりのまちづくり

街路樹をたくさん植えよう！

みどりの活動を応援します！

道路もみどり豊かに！
（道路緑化マニュアル）

地域の
シンボルツリーを

守ろう！

みどりいっぱいの静岡市を目指します！（イメージ図）

この図の見方

みんなの家も
みどりいっぱいにしよう！

きれいな樹木
珍しい樹木を

守ろう！
（景観重要樹木）
（天然記念物）
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基本目標１ 住み良さを実感できる生活環境をつくります 

良質な水環境の保全 
 
 
 

 

（１）きれいな水環境を守ります                

①水質の監視 

 「水質汚濁防止法」に基づき、公共用水域（河川・海域・水浴場・

湖沼）及び地下水の水質の状況を常時監視します。 

 公共用水域などのダイオキシン類及び環境ホルモン類の状況を調

査します。 

 

 

②汚水処理施設の整備 

 公共用水域の水質保全及び公衆衛生の向上のため、公共下水道の整備や合併処理浄化槽の普及促

進を図ります。 

 

③水質に関する指導や事故対応 

 「水質汚濁防止法」に基づく届出の審査及び立入検査などによる排水基準遵守の確認、指導など

を行います。 

 河川などにおける油などの危険物、有害物質などの流出、魚類のへい死などの水質汚濁事故に関

して、迅速かつ適切に対応します。 

 有害物質を使用している事業所に対し、地下水汚染の未然防止について指導します。 

 

④清流の保全 

 市民・事業者・行政の協働により、安倍川、藁科川、興津川などの

清流を保全し、将来に伝えていくため、「静岡市清流条例」の推進を

図ります。 

 清流を身近に感じる用水、湧水などの「清流スポット」や大御所家

康公による清流を利用した駿府のまちづくりの歴史に関する情報を

発信します。 

 安倍川、藁科川、興津川の清流とすばらしい自然景観を守るため、

市民・事業者・行政が協力して各河川の河川敷及び周辺の清掃活動

を行い、河川環境を保全します。 

 川を愛する環境意識の向上を図る河川環境アドプトプログラムを推進します。 

 身近な環境保護に関する意識の啓発を図るため、県と連携して「リバーフレンドシップ制度」を

推進します。 

 河川の水質を保全するため、エコクッキングなど家庭から排出される生活排水処理についての意

識の向上に努めます。 

 

⑤土壌汚染への対策 

 土壌汚染に関する監視や指導を充実させ、未然防止を図ります。 

 土壌中のダイオキシン類濃度の状況を常時監視します。 

 

１-４ 

市の施策・取り組み 

静岡市「清流 30 選」 

（興津川・清地） 

水質調査 
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（２）水資源を保全します 

①計画的な水利用 

 健全な水循環を次世代へ引き継いでいくため、長期的な目指す姿を提示する「しずおか水ビジョ

ン」を推進し、環境への負荷の低減に努めます。 

 適切な水質管理及び老朽施設の計画的更新などを行い、安全・安心な飲料水を市民に供給します。 

 

②総合的な地下水の保全 

 「静岡県地下水の採取に関する条例」に基づく規制などにより、地下水採取の適正化の推進及び

地下水源の保全を図ります。 

 

③水源の保全 

 市内の水道水源や工場などの自家用水源の適切な利用を図るため、

地下水利用対策協議会などを通じて指導します。 

 静岡地域の水源である安倍川上流部及び清水地域の水源である興

津川上流部の森林の適正な管理（植栽、下刈り、除間伐）を実施し

涵養機能の向上を図るとともに、清掃活動を実施し水源環境の保全

に努めます。 

 

④雨水浸透の促進 

 雨水の河川や下水道への流入量を抑制するとともに、地下へ涵養することで良質な水環境の保全

を図るため、公共下水道全体計画区域内において、雨水貯留浸透施設の整備を促進します。 

 

 

 

 

  市民 事業者

■ 公共下水道及び農業集落排水区域内では、それぞれの施設に速やかに接続し、

区域外では合併処理浄化槽への切り替えを図ります。 

● ● 

■ 浄化槽の定期的な保守点検、清掃及び年１回の法定検査を行います。 ● ● 

■ 環境に負荷の少ない石鹸や洗剤などを使用します。 ● ● 

■ 生ごみや油などを排水口に流さないようにします。 ● ● 

■ 風呂の水を洗濯などに再利用します。 ●  

■ 事業排水処理施設の適正管理を図ります。  ● 

■ 地下水汚染を未然に防止するための対策を徹底します。  ● 

■ 水質汚濁物質が発生する作業や工程を見直し、負荷量を減らします。  ● 

■ 水道の水の出し放しをやめるなど、節水を心がけます。 ●  

■ 洗濯機や食器洗浄機などを購入する場合は、節水型の製品を選択します。 ●  

■ 中水の有効活用を行います。  ● 

■ 雨水貯留施設などを設置し、植木や草木への散水などに利用します。 ● ● 

■ 雨水浸透施設の設置などにより、雨水の地下浸透を促進します。 ● ● 

■ 河川のごみ拾いなどの環境美化活動を行います。 ● ● 

■ 森林の適正な管理、植栽、下刈り、除間伐を実施します。  ● 

 

市民・事業者の取り組み 

安倍川上流部の清掃活動 
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コラム 

水循環とは？ 
 

■日本の水資源量は世界平均の４３％ 

水循環は、太陽のエネルギーを受け

て蒸発した水が雲になり、それが雨や

雪として地表に降り、川や地下水とし

て海へと戻るサイクルのことをいい

ます。しかし、人類の生活や生産活動

に欠かせない水資源は、過度の採取や

使用により、水環境の悪化が深刻化し

てきています。その上、地球上に存在

する水の量はおよそ１４億ｋｍ３です

が、淡水の量は全体の０．０１％に過

ぎず、水資源を巡る紛争なども発生し

ています。 

日本は年間降水量が多いものの、一人当たりの水資源量は約３，４００ｍ３/人・年と、世界平均

である約８，０００ｍ３/人・年の２分の１以下（４３％）となっています。一方、一人当たりの水

使用量は世界平均の約１．３倍にもなります。このような貴重な水を資源として再認識し、水循環

の健全性が保たれるよう管理するとともに、雨水の貯留・浸透などによる再利用を進めていくこと

が重要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■水循環に関する初めての法律「水循環基本法」の施行 

健全な水循環の維持と回復を図るため、水循環に関する施策の基本理念や、国・地方自治体・事

業者・国民の責務を定めた法律です。平成２６年４月に公布され、同年７月１日に施行されました。

水を「国民共有の貴重な財産」と位置づけ、政府による水循環基本計画の策定、国などによる流域

管理、水循環政策本部の設置、水循環政策担当大臣の任命などを定めています。また、国民の水循

環に関する理解と関心を深めるため、８月１日を「水の日」としました。海外資本による水源地の

買収に歯止めをかける制度としても注目されています。 

【資料：平成 26 年版 日本の水資源（国土交通省）】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 

世界の１人当たり年降水量と水資源量 

健全な水循環系のイメージ 

水面の確保
緑地整備

浸透施設
の設置

取排水地点
の再編

水田の保全

回収水利用

浸透桝の設置

 

地下水 
汲み上げの 

適正化 

森林の保全

 

貯水 

浸透 

水処理 

水利用 

河川流出 

降水

 

蒸発 

 

雑排水 
利用 

高度処理
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２-１ 南アルプスなどの自然環境・生態系の保全 

２-２ 自然を利活用した人材の育成 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

基本目標２ 

豊かな自然環境を守り、 

次の世代へ繋いでいきます 

第３節 豊かな自然環境を守り、次の世代へ繋いでいきます  
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基本目標２ 豊かな自然環境を守り、次の世代へ繋いでいきます 

南アルプスなどの自然環境・生態系の保全 
 
 
 

 

（１）生きものの生息・生育場所を保全します 

①生きものの生息・生育場所の保全とネットワーク 

 シカの食害対策や野生鳥獣の適正な管理などにより、南アルプスの

貴重な生きものを保全します。 

 里地里山の維持と継続的な管理、環境保全型農業の推進などにより、

里地里山の生きものを保全します。 

 アカウミガメの産卵環境の保全や人工海浜の整備などにより、海岸

の生きものを保全します。 

 河川改修における多自然川づくりの推進や、公園整備におけるビオ

トープの設置など、公共事業の計画・実施において、生きものの生息・生育環境に配慮します。 

 市街地における緑化の推進や、水と緑のネットワークの拡大などにより、生きものの生息・生育

場所をつなげます。 

 専門家や専門機関との協働による生きものの把握調査や、市民参加による生きもの調査の実施な

ど、市内に生息・生育する生きものを調査します。 

   

②希少種や外来種などへの対応 

 傷病野生鳥獣の保護や希少な生きものの保全を進めます。 

 ペットの飼育方法や動物取扱業に関する普及啓発、外来種に関する

情報の収集とホームページにおける周知などにより、外来種に関す

る普及啓発を行います。 

 アライグマやオオキンケイギクなど特定外来生物の調査・防除を実

施します。 

 

（２）自然環境の恵みを保全します 

①南アルプスの自然環境の保全 

 本市を含む関係１０市町村、国、県、関係団体などとの連携・協働

体制を強化するとともに、来訪者のルールづくりと啓発活動の推進

により、繋がりを意識した南アルプスの一体的な保全に取り組みま

す。 

 豊かな自然とそこに育まれた人々の生活を保全し継承するため、希

少種の生息・生育状況、自然景観、自然への人為的な影響、河川環

境などの自然環境や生活環境の変化をモニタリングします。 

 高山植物やライチョウの保護に向けた取り組みを推進します。 

 自然環境や社会状況などのモニタリング結果を踏まえた各種施策の見直しやオーバーユースによ

る影響への適切な対応、登山者の環境保全意識の向上、外来植物などの侵入・拡散防止により、

自然環境の保全と生態系のバランスを考慮した保全手法を検討・実施します。 

 

２-１ 

市の施策・取り組み 

ライチョウ 

麻機遊水地における 

オオキンケイギク除去 

南アルプスユネスコエコパーク

基本合意締結式 
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 事業活動に伴う施設や看板の整備などにおいては、自然景観に配慮した工法や材料を採用します。 

 事業者などに対し、各種法令の遵守や林道周辺の自然環境の保全、ユネスコエコパークの理念に

基づく各種施策への配慮を求めるとともに、環境保全措置などの実効性を監視し、新たな開発な

どへ適切に対応します。 

 

②森林の恵みの保全 

 森林保全を担う林業担い手育成対策を推進します。 

 間伐が放棄された人工林の間伐を実施し、林床植生の再生などを促

し森林の持つ多面的機能を強化します。 

 市産材を活用した住宅や事業所の建築・建設を促進するとともに、

公共建築物への市産材利用を促進します。 

 適正な森林整備が進むよう支援するとともに、市有林や森林公園な

どの適正な維持管理や整備を実施します。 

 都市部で活動する企業からの支援により森林整備を行い、二酸化炭素の地産地消を推進します。 

 間伐・植林体験活動や自然観察など、森林教室を開催します。 

 

③里地里山の恵みの保全 

 棚田の持つ多面的な機能の維持・保全に努めます。 

 良好な里山環境の整備及び生物多様性の保全を図るため、放任竹林

対策を実施する団体を支援します。 

 野生鳥獣による農林業への被害を軽減するため、防護柵の設置や緩

衝地帯整備、捕獲報償金による捕獲の促進などを図ります。 

 

④河川・海岸・湿地の恵みの保全 

 人工海浜、海浜緑地の整備推進、生活排水処理率向上による水質の

保全、河川環境アドプトの実施・拡大などにより、水生生物の生息

しやすい環境をつくります。 

 

 

 

 

  市民 事業者

■ 環境学習会などに参加し、生物多様性を大切にする心を育みます。 ● ● 

■ 生物多様性に配慮した産業を展開します。  ● 

■ 希少野生生物についての理解を深め、保護に協力します。 ● ● 

■ 庭や事業所の敷地内にビオトープを造成し、生きものの生息・生育環境の創出

に協力します。 

● ● 

■ 生きもの調査に参加します。 ● ● 

■ フンの処理など、ペットの飼育マナーを守ります。 ●  

■ 外来種の分布が拡大しないように協力します。 ● ● 

■ 防護柵の設置や有害鳥獣捕獲の実施を行います。  ● 

■ 市産材を活用した住宅や事業所の建築・建設を行います。 ● ● 

■ 間伐・植林体験活動や自然観察など、森林教室に参加します。 ● ● 
 

 

 

市民・事業者の取り組み 

竹林整備 

間伐 
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基本目標２ 豊かな自然環境を守り、次の世代へ繋いでいきます 

自然を利活用した人材の育成 
 
 
 

 

（１）自然を活かした賑わいづくりを行います                

①南アルプスの活用 

 南アルプスの豊かな自然を保全するため、調査や研究、教育の場と

して活用し、学術的知見の集積による適切な保全対策などの実施や

自然とのふれあいによる豊かな心の醸成を推進します。 

 

②麻機遊水地の活用 

 自然再生事業の対象地区である麻機遊水地第１工区内に、自然とふ

れあう体験型の都市緑地「あさはた緑地」を整備します。 

 

③エコツーリズムの推進 

 エコツーリズム・グリーンツーリズムの推進、体験型観光・農山村体験・森林教室などの実施及

び実施支援により、里地里山と市民のふれあいの場を提供します。 

 生きものとのふれあいイベントの開催、大学、企業、ＮＰＯなどと連携した自然体験教室の開催

などにより、海・川の恵みを活用します。 

 

④生物多様性に配慮した地域づくり 

 地産地消の推進による地元産品への関心喚起、地域ブランドの開発支援、認証制度の実施などに

より、魅力を発信します。 

 里地里山地域への移住・定住の促進、集落の活性化を支援する人材の配置などにより、地域の持

続可能なコミュニティづくりを行います。 

 たい肥による土づくりと化学肥料及び化学農薬の低減を一体的に行うエコファーマーの認定取得

を促進します。 

 環境保全型農業に関する勉強会の開催、地産地消の促進、森林認証制度をはじめとしたさまざま

な認証制度の紹介など、生物多様性や環境に配慮した取り組みを支援します。 

 

（２）自然とのふれあいの場づくりを進めます 

①自然とのふれあいの場の整備・活用 

 ウォーキングやハイキングコース、キャンプ場など野外活

動施設の情報提供により、自然とのふれあいを促進します。 

 日本平動物園で「ふれあい教室」を開催するなど、動物と

のふれあい事業を促進します。 

 森林とのふれあいの場として「高山・市民の森」の活用を

進め、森林環境教育を推進します。 

 

 

２-２ 

市の施策・取り組み 

麻機遊水地でのイベント 

静岡市いきもの散策マップ 
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（３）自然を学び育みます               

①自然環境や生物多様性に関する理解の促進 

 ユネスコエコパークの理念に沿った教育プログラムの開発やＥＳＤ（持続可能な開発のための教

育）の推進、体験教育や合宿、企業研修の誘致などにより、自然や文化を学び、心を育てる場の

環境整備に取り組みます。 

 環境学習会や自然体験教室など自然とふれあえる場の提供、環境学習指導員の積極的な派遣など

により、生物多様性の理解に繋がる環境教育・環境学習を推進します。 

 モニタリング調査による生きもの情報のホームページ公開、生物多様性に関する講演会やシンポ

ジウムなどの開催により、生物多様性に関する情報を発信します。 

 少年自然の家などでは、井川や和田島周辺の自然を活かした体験活動ができるイベントやプログ

ラムを実施します。 

 静岡科学館る・く・ると静岡県自然観察指導員会中部支部との連携により、自然観察会を実施します。 

 林業体験教室や森林教室、自然観察会などを通して、森林に親しむ機会を提供し、森林の持つ多

面的機能の重要性を市民に啓発します。 

 

②自然環境保全活動の担い手育成とネットワーク化 

 環境大学における環境学習リーダーの育成、環境学習指導員に対する研修などにより、自然保護

の活動の中心となるリーダーを育てます。 

 ユネスコエコパーク登録地域内に、自然や文化に関する調査研究活動を支援するための拠点整備

を検討し、研究者の育成を図るとともに、学術的価値の集約・保存・活用に取り組みます。 

 市民参加型の生きもの調査の実施、企業活動における環境活動の積極的な取り入れの呼びかけな

どにより、市民・ＮＰＯ・企業などを中心とした環境活動を推進します。 

 講演会やシンポジウムにおける活動発表の場の提供、アドプト参加団体の活動情報収集、アドプ

ト制度への市民の積極的な参加呼びかけなどにより、環境活動のネットワーク化を図ります。 

 
 

 

 

  市民 事業者

■ 南アルプスユネスコエコパークに関心をもち、環境保全に協力します。 ● ● 

■ 麻機遊水地での外来種駆除や自然観察会などのイベントに参加します。 ● ● 

■ エコツアーや体験型観光・農山村体験・森林教室などへの参加、エコツアーガ

イドとして活躍します。 

●  

■ エコツアーや体験型観光・農山村体験・森林教室などを企画・実施します。  ● 

■ 地元産の農作物を積極的に購入するなど、地産地消を進めます。 ●  

■ エコファーマーの認定取得や環境保全型農業の実践、森林認証の取得など、生

物多様性や環境に配慮した農林業を実践します。 

 ● 

■ 環境学習会や自然体験教室、講演会、シンポジウムなどに参加し、生物多様性

についての知識を深めます。 

● ● 

■ 生きもの調査などに協力します。 ● ● 

■ 休日などは積極的に自然とふれあえる場所へ出かけます。 ●  

■ イベントやプログラムなどに参加し、季節や自然の素晴らしさを体感します。 ●  

■ イベントへの協力や講師派遣などを行います。  ● 

市民・事業者の取り組み 



第４章 目標達成に向けた施策 

 

 
52 

 
環境キッズしずおかプログラムとは？ 

 

「環境キッズしずおかプログラム」は、環境保全のための

活動（自然観察・省エネルギー・ごみ減量など）を学校にお

いて取り組むものであり、子どもから家庭へ広げ、さらには

環境にやさしい地域づくりを目的としています。学校の周り

にある身近なフィールドを使い、体験を通じて環境学習を実

践していくとともに、環境に対する意識の高い人材を育みま

す。 

基本的には学校で計画されている環境学習内容で進め、年

３～５回程度の学習会を開催します。また、対象学年は４～

６年生としています。 

平成２５年度は３つの小学校（安倍口小学校５年、伝馬町小学校５年、清水興津小学校４年）が

モデル校となり、さまざまな取り組みが行われました。 

■安倍口小学校の事例 

・自然観察会（学校周辺の生きもの観察、内牧川の水質調査と水生生物調査） 

・環境学習会（富士山と朝霧高原について） 

・アースキッズプログラム など 

 

■伝馬町小学校の事例 

 ・自然観察会（清水山公園・谷津山周辺の自然体験学習） 

 ・竹を使ったリサイクル工作 

 ・アースキッズプログラム など 

 

■清水興津小学校の事例 

 ・事前学習会（興津川の魚、水生生物、チョウ、石などの話を聞き理解深める） 

 ・体験学習会（実際に興津川へ行き、生きものを捕まえたり、観察を行う） 

 ・学習発表会（興津川について各自テーマを決め、研究した成果を発表する） など 

 

コラム 

興津川で水生生物などの観察 アースキッズプログラム 
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３-１ 省エネルギーの推進 

３-２ 地域の特色を活かした再生可能エネルギーの普及促進 

３-３ 災害に強く環境にやさしいエネルギーの分散化 

３-４ 気候変動に適応した対策の推進 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３ 

総合的に地球温暖化対策に 

取り組みます 

第４節 総合的に地球温暖化対策に取り組みます 
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基本目標３ 総合的に地球温暖化対策に取り組みます 

省エネルギーの推進 
 
 
 

 

（１）省エネルギー施設や設備の導入を促進します                

①省エネルギー設備・施設の導入 

 家庭や事業所への高効率照明（ＬＥＤ、Ｈｆ照明など）や高効率給湯器（ヒートポンプ給湯器、

潜熱回収給湯器など）などの省エネルギー設備の設置を促進します。 

 既設防犯灯のＬＥＤ化を促進します。 

 遮熱効果の高いガラスの採用による省エネルギー化、建物周辺の緑化、親水空間の設置などを促

進します。 

 

（２）省エネルギーのための行動やしくみを広げます   

①市民への啓発・支援 

 市民一人一人の省エネルギーに資する行動の変革を促すよう、電気

使用量が目に見える機器の設置を促進します。 

 省エネルギー行動を啓発するためのチェックシートを配布・集計し

ます。 

 

②事業者・各種団体への啓発・支援 

 事業所における省エネルギーに資する設備の導入を促進します。 

 事業所における環境マネジメントの導入促進を図るため、エコアクション２１などの環境マネジ

メントシステムの取得を促進します。 

 省エネルギー設備などの紹介や情報提供のほか、技術開発を支援します。 

 各種団体の補助金を活用するための情報発信や普及啓発イベントなどを実施します。 

 

（３）輸送・移動手段の省エネルギー化を進めます 

①公共交通機関や自転車の利用促進 

 公共交通機関の積極利用・自転車利用の促進に関する呼び掛けを実施するとともに、市職員への

ノーカーデーの促進に関する呼び掛けを実施します。 

 「静岡市自転車利用計画」に基づき、駐輪場の整備や自転車走行空間の整備など、自転車の利用

環境の整備や安全で快適な自転車走行空間を確保します。 

 駅前広場や駐輪場整備による交通結節点機能強化や、駅舎やバスのバリアフリー化を推進し、公

共交通機関の利便性、安全性の向上を図ります。 

 

②エコドライブの推進 

 エコドライブを推進するため、エコドライブ講習会の実施や燃費ナビの貸出し、アイドリングス

トップの啓発活動などを実施します。 

 

 

３-１ 

市の施策・取り組み 

打ち水イベント 
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  市民 事業者

■ 高効率照明（ＬＥＤ、Ｈｆ照明など）や高効率給湯器（ヒートポンプ給湯器、

潜熱回収給湯器など）などの省エネルギー設備を積極的に取り入れます。 

● ● 

■ こまめに電源を切るなど、無駄な電気使用量を減らします。 ● ● 

■ クールビズやウォームビズに取り組み、適正な冷暖房の温度設定に努めます。 ● ● 

■ 省エネルギーラベルなどを参考にエネルギー効率のよい製品を選択します。 ● ● 

■ ＢＥＭＳ（ビルエネルギー管理システム）やＨＥＭＳ（住宅エネルギー管理シ

ステム）、省エネナビなどを導入し、エネルギーを「見える化」します。 

● ● 

■ 省エネ診断やＥＳＣＯ事業の導入により、家や事業所全体の省エネルギー化を

図ります。 

● ● 

■ 「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」や「ＣＡＳＢＥＥ静岡」の届出、

長期優良住宅認定制度を通じて、環境に配慮した建築物となるようにします。 

● ● 

■ 省エネルギー型の生産工程や設備を導入し、省エネルギーを推進します。  ● 

■ 省エネルギー型製品の開発、製造、販売を促進します。  ● 

■ 外出時にはマイカーの使用を控え、バスや鉄道などの公共交通機関の利用や、

自転車・徒歩による移動を心がけます。 

● ● 

■ アイドリングストップや、急加速をせずに早めのアクセルオフを心がけるなど

のエコドライブを実践します。 

● ● 

■ 自動車による貨物輸送を、鉄道や船舶輸送に切り替えるモーダルシフトを推進

します。 
 ● 

■ 荷主と物流事業者の共同の取り組み、共同配送による積載率の向上など、運用

面の対策により輸送の効率化を図ります。 
 ● 

■ エコアクション２１などの環境マネジメントシステムを取得します。  ● 

 

  

市民・事業者の取り組み 

静岡市次世代エネルギーパーク 

 

平成２６年１０月に「静岡市次世代エネルギーパー

ク計画」は、経済産業省・資源エネルギー庁の公募す

る次世代エネルギーパークに認定されました。 

次世代エネルギーパークとは、再生可能エネルギー

をはじめとした次世代のエネルギーに、実際に国民が

見て触れる機会を増やすことを通じて、地球環境と調

和した将来のエネルギーの在り方に関する理解の増進

を図る計画を、経済産業省が認定するものです。本市

を含め、平成１９年度から全国で６０件が認定されて

います。 

市が所有する再生可能エネルギー導入施設（静岡市

立日本平動物園など）とともに、市内で民間により整

備されている再生可能エネルギー関連施設を盛り込

み、市域全体を「静岡市次世代エネルギーパーク」と

しています。 

南アルプスユネスコ 

エコパーク周遊ゾーン

世界文化遺産構成資産

三保松原周遊ゾーン 

中心施設 

日本平動物園 

日本平動物園を中心施設

とし、２つの周遊ゾーンを

設定して、観光しながら再

生可能エネルギーを体感

できます。 

コラム 
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基本目標３ 総合的に地球温暖化対策に取り組みます 

地域の特色を活かした再生可能エネルギーの普及促進
 
 
 

 

（１）再生可能エネルギー設備の導入を促進します                

①家庭や事業所への普及 

 太陽光発電設備や太陽熱温水器、小型風力発電設備など家庭や事業所で活

用できる再生可能エネルギー設備の設置を促進します。 

 国や県など各種団体の補助制度を活用できるよう、市民や事業者に情報発

信します。 

 

②公共施設への普及 

 公共施設への再生可能エネルギー設備の設置を促進します。 

 下水道汚泥の処理方法を焼却処理から燃料化する設備に更新する

ことにより、汚泥処理により製造される燃料化物を再利用します。 

 

③再生可能エネルギーに関する調査・研究 

 木質バイオマスや小水力発電設備の導入など地域特性を活かした

設備の導入に関する調査検討を行います。 

 

 

（２）再生可能エネルギーを地域おこしや環境教育に活用します            

①再生可能エネルギーによる地域振興 

 中山間地域における再生可能エネルギーの導入可能性調査を支援し、

エネルギーの地産地消や地域の活性化への取り組みを検討します。 

 市民や事業者との協働により、再生可能エネルギー設備を設置する

事業の拡充を検討します。 

 

 

②再生可能エネルギーの環境教育への活用 

 再生可能エネルギーパークとして整備した日本平動物園において、日本平

動物園オリジナルの環境教育プログラムを推進します。 

 風力発電施設「風電君」の保守管理を行うとともに、市民への啓発を図る

ため、見学会を開催します。 

 清水区三保の「メガソーラーしみず」隣接地に整備する多目的広場を環境

啓発の場として活用します。 

 市域内の再生可能エネルギー設備を導入した施設を一体的に見学できるよ

うなルートを検討します。 

 事業者と連携し、再生可能エネルギーの普及啓発のための学習会を実施し

ます。 
 
 

 
 

 

３-２ 

市の施策・取り組み 

下水道汚泥の燃料化施設 

（完成予想図） 

風電君 

市民ファンドを活用した日本平

動物園への太陽光発電の導入 

日本平動物園に 

導入した風力発電

での環境教育 
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  市民 事業者

■ 太陽光発電や太陽熱温水器、風力発電設備などを導入します。 ● ● 

■ 廃食用油などの飼料化・燃料化事業を行います。  ● 

■ 再生可能エネルギー設備を設置するための寄付などに協力します。 ● ● 

■ 再生可能エネルギー施設の見学などを行い、理解を深めます。 ● ● 

■ 小水力発電に関心を持つとともに、地域の活性化事業に積極的に関わります。 ●  

 

  

市民・事業者の取り組み 

再生可能エネルギーとは？ 
 

太陽光や太陽熱、水力、風力、地熱など、自然の持つ力を使ったもの

が「再生可能エネルギー」です。資源が枯渇せず繰り返し使え、地球温

暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排出しません。石油や石炭など

の化石燃料に代わるクリーンなエネルギーとして、導入と普及が促進さ

れています。再生可能エネルギーは大きく３つの分野に分けることがで

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

【資料：経済産業省・資源エネルギー庁】

 
 
●バイオマス燃料製造 

 
 
●太陽熱利用 

●雪氷熱利用 

●バイオマス熱利用 

●温度差熱利用 

●地中熱利用 

●空気熱利用 

 
 
●太陽光発電 

●風力発電 

●バイオマス発電 

●水力発電 

●地熱発電 

●海洋エネルギー発電 

発電分野 熱利用分野 

燃料分野 

バイオマスエネルギーとは？ 

 

バイオマスエネルギーとは、化石燃料を除く動植物に由来する有機物で、エネルギー源として利

用可能なものを指します。特に植物由来のバイオマスは、その生育過程で大気中の二酸化炭素を吸

収して成長し、燃焼時には酸素と結びつき二酸化炭素として放出されます。つまり、自然界の炭素

（カーボン）の収支がプラスマイナスゼロ（ニュートラル）の状態であり、このことから、「カーボ

ンニュートラル」なエネルギーとされています。 

特に輸送用燃料であるバイオエタノールやバイオディーゼルは生物化学的変換により、その大部

分を製造しています。バイオエタノールは、サトウキビやトウモロコシ、稲わらや木材などを原料

として製造することが可能であり、市内でも廃棄するおからやジャガイモの皮などを使ったバイオ

エタノール製造に成功した事業所があるなど、今後の活用に期待が集まっています。 

【資料：エネルギー白書２０１４（経済産業省）】

コラム 

コラム 
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基本目標３ 総合的に地球温暖化対策に取り組みます 

災害に強く環境にやさしいエネルギーの分散化 
 
 
 

 

（１）低炭素なまちづくりを推進します                 

①コンパクトシティの実現 

 コンパクトなまちづくりを進めるため、無秩序な市街地の拡散抑制、都心への都市機能の集約を

図ります。 

 

②スマートハウス・スマート街区の普及 

 創エネ・蓄エネ・省エネの要素を備える「スマートハウス」の普及

を促進し、分散型エネルギーの確保に努めます。 

 官民が連携し、エネルギーの効率的な利活用や防災対策を施した

「防災スマート街区」の整備を促進します。 

 ＣＥＭＳを用いたエネルギーマネジメントシステムの構築に向け

た検討をします。 

 

③水素タウンの促進 

 ＦＣＶ（燃料電池自動車）を普及させるため、水素ステーションの整備について検討します。 

 官民が連携し、水素ステーションを核とした水素の活用や、複合料金（電気、ガス、水素）のサー

ビスメニューについて検討します。 

 

（２）次世代自動車を普及拡大します                 

①次世代自動車の普及拡大 

 次世代自動車の普及や電気自動車急速充電器などの設置促進のため、普及イベントなどを実施し

ます。 

 静岡県や他の市町、関連事業者と連携し、次世代自動車の普及促進に努めます。 

  

 

３-３ 

市の施策・取り組み 

次世代自動車とは？ 

 

ハイブリッド車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料

電池自動車、クリーンディーゼル車、天然ガス自動車などを次世代自動

車と呼んでいます。新車販売に占める次世代自動車の割合は、２０１３

年度時点では２３％となっていますが、国は２０３０年までに５～７割

にする目標を掲げています。その中でも特に燃料電池自動車は、世界に

先駆けて２０１４年に市場投入されました。今後の普及に向け、燃料電

池自動車や水素インフラに係る規制の見直しや、水素ステーションの整

備促進（２０１５年内に１００箇所程度の整備）により、世界最速の 

普及を目指しています。【日本再興戦略（平成２５年６月）、エネルギー白書２０１４（経済産業省）】 

燃料電池自動車 

コラム 

防災スマート街区 

イメージ図 
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  市民 事業者

■ スマートハウスの導入の検討、普及啓発をします。 ● ● 

■ 防災スマート街区におけるスマートハウスの導入の検討、普及啓発をします。 ● ● 

■ 水素に対する理解を進めるとともに、スマートコミュニティ実証などへ協力し

ます。 

● ● 

■ ＣＥＭＳを用いたエネルギーマネジメントに関する設備の導入を検討します。  ● 

■ 水素ステーションやエネルギー供給システム、ＣＥＭＳを用いたエネルギーマ

ネジメントの整備を検討します。 

 ● 

■ 水素タウンの促進に関する技術開発や行政と連携した水素タウンの普及啓発

を行います。 

 ● 

■ 次世代自動車（ＥＶ、ＰＨＶ、燃料電池自動車など）の導入を検討します。 ● ● 

■ 次世代自動車に関する技術開発や行政と連携したイベントの実施などの普及

啓発を行います。 

 ● 

■ 分散型エネルギーを確保するため、燃料電池や蓄電池などの機器を導入しま

す。 

● ● 

 
 
 
 

  

市民・事業者の取り組み 

スマートコミュニティとは？ 

 

■スマートコミュニティとは？ 

再生可能エネルギーやコージェネレーションなどを使いながら、ＩＴや蓄電池などの技術を活用

し、エネルギー需給を総合的に管理する社会システムを「スマートコミュニティ」といいます。需

要に応じて多様なエネルギー源を組み合わせて供給することによって、平常時には大幅な省エネル

ギーを実現するとともに、非常時にはエネルギーの供給を確保することが可能となります。 

 

 

【資料：経済産業省ホームページ、エネルギー白書 2014（経済産業省）】 

コラム 
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基本目標３ 総合的に地球温暖化対策に取り組みます 

気候変動に適応した対策の推進 
 
 
 

 

（１）気候変動に対する適応計画を策定します 

①適応計画の策定 

 既に進行している温暖化に適応するため、「静岡市版・気候変動に対する適応計画」を策定し、気

候変動の影響に伴う災害などの被害を軽減するための取り組みを推進します。 

 

（２）温暖化によって増える恐れのある災害への対策を進めます            

①風水害に対する適応 

 集中豪雨などによる浸水被害を軽減するため、雨水貯留・浸透

施設の設置促進などの雨水流出抑制対策を推進します。 

 河川や下水道施設の整備を推進します。 

 国や県などと連携し、大雨・高潮などの予警報や河川水位のリ

アルタイム情報の提供などにより、風水害発生時の減災対策を

行います。 

 節水の推進、水資源供給施設の長寿命化などにより、渇水リス

クを回避します。 

 洪水ハザードマップ、内水ハザードマップの作成、公表など自

助促進を促すことにより、浸水発生時の減災対策を行います。 

 

 

（３）自然生態系や人間社会の適応を目指します                 

①水資源への影響に対する適応 

 渇水などの影響や被害に適応するため、連絡管の整備などによる広域的な水融通、給水資機材の

備蓄のほか、下水道処理施設からの再生水の活用を図ります。 

 

②生態系への影響に対する適応 

 多種多様な種や生態系が時間をかけて温暖化に適応し、変化に幅広

く対応できるようにするため、山間地のまとまった自然と里地里山、

都市公園などの緑のネットワークの形成を目指します。 

 温暖化に脆弱な生態系のひとつである南アルプスの高山植生を保護

するため、ニホンジカの食害に関する被害調査や防鹿柵の設置など

を行います。 

 集中豪雨の頻発などによる山地災害への対応として、治山事業によ

る森林の保全を推進します。 

  

 

３-４ 

市の施策・取り組み 

静岡市防災情報マップ 

 
防鹿柵の設置 
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③健康被害に対する適応 

 気温上昇に伴い、増加すると予測される熱中症や感染症への対策として、

熱中症の予防や対処方法などの情報提供を行います。また、感染症につい

ては、国や県、医療機関などと連携し、予防やまん延防止に努めます。 

 

④ヒートアイランドへの対策 

 施設の緑化、保水性建材や高反射性塗装の活用、風の道や水路の整備、

貯留した雨水の散水利用などにより、都市部のヒートアイランド対策を

推進します。 

 

 

 

 

  市民 事業者

■ 地域で災害や避難について話し合い、情報を共有します。 ● ● 

■ 農畜産業に関する温暖化への適応策を実践します。 ● ● 

■ 各家庭で生け垣や花づくりなどの緑化を推進します。 ●  

■ 事業所の敷地内や店舗などの緑化を推進します。  ● 

■ 熱中症の予防や対処方法について習得し、実践します。 ● ● 

■ 蚊が繁殖しにくい環境づくりを心がけます。 ● ● 

■ 保水性建材や高反射性塗装の活用、風の道や水路の整備、貯留した雨水の散水

利用などにより、ヒートアイランド対策を実施します。 

 ● 

 

  

市民・事業者の取り組み 

緑のネットワークとは？ 

 

 地球温暖化の影響への脆弱性やそれ

に対応する適応力は、生きものや生態系

によって異なります。そのため、多種な

種や生態系が、時間をかけて温暖化に適

応し、変化に幅広く対応できるようにし

ておくことが重要です。 

 そこで、ある程度のまとまりをもつ、

自然公園や国有林などの緑と、里地里山

や都市公園などの中小規模の緑を緑地

や河川などのコリドーで結び、緑のネッ

トワークを形成することが適応策にな

ります。 

【資料：温暖化から日本を守る適応への挑戦（環境省）】

コラム 

緑のネットワークのイメージ 

ヒートアイランド対策に 

有効な街路樹の整備・管理 
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 ＩＰＣＣ第５次評価報告書とは？ 

 

■ＩＰＣＣとは？ 

ⅠＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）では、温室効果ガス

による気候変動の見通しや、自然や社会経済への影響、温室効果ガ

スの排出削減に関する評価など、最新の研究成果に対して評価を

行っています。前回の第４次統合報告書から７年ぶりとなる第５次

統合報告書が、平成２６年１１月に公表されました。 

 

■気候変動の状況と今後の見通しは？ 

地球温暖化について疑う余地がないことが改めて指摘されるとともに、１９５０年代以降観測さ

れた変化の多くは、数十年から数千年の間にわたり前例のないものであることが示されています。

今後の将来予測については、１９８６年～２００５年と比べて２０８１年～２１００年までの世

界の平均気温が最大で２．６～４．８℃、平均海面水位が４５～８２ｃｍ上昇する可能性が高いと

予測されています。 

 

■気候変動による影響は？ 

 ここ数十年、全ての大陸や海洋に気候変動の影響が現れていると指摘されています。また、温室

効果ガスの継続的な排出は、さらなる温暖化と気候システムの長期的な変化をもたらし、人々や生

態系にとって深刻で広範囲にわたる不可逆的な影響が生じる可能性が高いと予測されています。 

  

■今後どうしたらよい？ 

 気温上昇を産業革命前に比べて２℃未満に抑えるためには、２０１０年と比べ、２０５０年の世

界の温室効果ガス排出量を４０～７０％削減し、さらに２１００年には世界の温室効果ガスの排出

量をほぼゼロ又はそれ以下に削減することなどが必要であると指摘されています。 

【資料：気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第５次評価報告書】

日本における気候変動による影響は？ 

 

 ＩＰＣＣが公表した第５次評価報告書の最新シナリオに基づき、環境

省の研究チームでは日本における気候変動による影響について報告書を

とりまとめ、平成２６年３月に公表しました。 

 報告書によると、世界の温室効果ガス排出量がこのまま増え続けると、

日本の平均気温は今世紀末に３．８～６．８℃上昇するとともに、海面

は最大５９ｃｍ上昇、砂浜は最大８２％失われるとされています。 

ハイマツやブナの分布域の縮小やコメの品質悪化、ウンシュウミカンの生産適地の減少など生態

系・農作物への影響をはじめ、洪水や高潮による被害額の増加、熱中症の増加や感染症を媒介する

ヒトスジシマカなどの分布拡大などの影響が予測されています。これらの被害低減のため、温暖化

の緩和策とともに適応策の重要性が指摘されています。 

 【資料：地球温暖化「日本への影響」（修正版）（平成 26 年、国立環境研究所）】

コラム 

コラム 
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４-１ 廃棄物のさらなる減量に向けた協働の推進 

４-２ 安定的な廃棄物処理体制の確保 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標４ 

環境に配慮した 

廃棄物政策を推進します 

第５節 環境に配慮した廃棄物政策を推進します 
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基本目標４ 環境に配慮した廃棄物政策を推進します 

廃棄物のさらなる減量に向けた協働の推進 
 
 
 

 

（１）一般廃棄物の４Ｒを推進します               

①静岡版「もったいない運動」の展開 

 発生抑制、排出抑制・再使用・再生利用の４Ｒの実現を目指すため

静岡版「もったいない運動」の展開を図るなどし、市民・事業者と

協働して「一般廃棄物処理基本計画」を推進します。 

 一般家庭で不用になった生活用品のリユースを促進するため、譲り

たい人から譲ってほしい人へ無料で斡旋する生活用品活用バンク

事業を実施します。 

 環境や健康のことを考えて買い物や生活をする消費者を育成するグ

リーンコンシューマー講座を実施します。 

 マイボトルやマイバッグの利用促進により、レジ袋や過剰包装の削減を進めるなど、発生・排出

抑制に向けた取り組みを推進します。 

 再生利用を促進するため、自治会などが実施する集団資源回収事業や古紙等資源回収活動を支援

します。 

 生ごみの減量化、資源化を促進するため、生ごみ処理機器の購入への助成や竹粉を利用した生ご

みの処理法の活用を進めます。 

 小型家電のリサイクルを推進します。 

 「ごみリサイクル展」などの開催により、ごみ減量に向けた啓発活動を推進します。 

 沼上資源循環学習プラザ、西ケ谷資源循環体験プラザを中心に、見学への案内や講座・イベント

の開催、リユースマーケットの実施などの環境学習や環境体験を行い、市民のごみ減量意識を高

めます。 

 多量排出事業者による発生抑制に向けた取り組みへの指導を行います。 

 

②ごみに関するマナーの向上 

 「廃棄物減量等推進員」を委嘱し、自治会・町内会などとの連携を深め、地域のごみ集積所にお

ける分別及び排出マナーの指導や啓発を通じて、ごみの減量化、資源化を推進します。 

 

（２）産業廃棄物の４Ｒを推進します                

①産業廃棄物に関する施策の推進 

 「産業廃棄物処理対策推進方針」に基づき、事業者による発

生抑制、減量化、循環利用の取り組みを促し、循環型社会の

実現を図ります。 

 

②産業廃棄物の減量・資源化 

 多量排出事業者の処理計画作成に当たっての指導、発生抑制

に係る情報提供などにより、産業廃棄物の発生を抑制します。 

 自己処理の推進による減量化を図ります。 

 

４-１ 

市の施策・取り組み 

廃プラ 木くず
繊維
くず

紙くず

廃棄物処理

産業廃棄物の減量・資源化の例 

もったいない運動 

RPF（廃棄物固形燃料）となる 
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 循環利用の容易な製品の開発、公共工事における資源の循環利用などを促進することにより、産

業廃棄物のリユース・リサイクルを進めます。 

 排出事業者及び処理業者に対してマニフェストの適切な運用を励行するように指導します。 

 事業者に対して、産業廃棄物の循環利用に係る情報などの積極的な提供を進めます。 

 

 

 

 

 

  市民 事業者

■ 過剰包装を断るように心がけます。 ●  

■ 商品の簡易包装の推進及び消費者への啓発を行います。  ● 

■ マイバッグ運動に協力し、レジ袋の削減を図ります。 ● ● 

■ 詰め替え商品や長寿命商品を優先的に購入します。 ● ● 

■ 使い捨て製品の製造・販売から、詰め替え製品の製造・販売を促進します。  ● 

■ 個別売りや量り売りを選択し、必要量を購入します。 ●  

■ 食材の使い切りや食べ残しの削減、生ごみの水切りを行います。 ●  

■ 修理などを行って製品を長く大切に使用します。 ●  

■ バザー、フリーマーケット、リサイクルショップなどで日常生活用品を再使用

するとともに、レンタルやリースを活用します。 

●  

■ 地域の資源集団回収、店頭回収を利用します。 ●  

■ 長く使えるような製品を開発・製造し、修理やアフターサービスに努めます。  ● 

■ 分別や資源化のしやすい製品を開発・製造・販売します。  ● 

■ ごみの分別及びリサイクルを徹底し、ゼロエミッションを目指します。  ● 

■ 生ごみ処理機器などを利用した生ごみの堆肥化や減量化を行います。 ● ● 

■ 環境に配慮した商品や再生品を購入します。 ● ● 

■ 指定ごみ袋を使用し、ごみの分別と出し方をしっかり守ります。 ●  

■ 産業廃棄物はマニフェスト制度に従い、最終処分まで責任を持ってごみを処理

します。 

 ● 

■ 産業廃棄物管理責任者の設置や廃棄物処理委託先の実施確認などを徹底しま

す。 

 ● 

  

 

  

市民・事業者の取り組み 

４Ｒとは？ 

 

 ４Ｒとは、ごみを減量するための考え方であり、優先順位の高い方から「Ｒｅｆｕｓｅ：いらな

いものは断る」「Ｒｅｄｕｃｅ：減らす」「Ｒｅｕｓｅ：再使用する」「Ｒｅｃｙｃｌｅ：再生利用

する」となっています。４Ｒを実践して、循環型社会を目指しましょう。 

 
Ｒｅｆｕｓｅ Ｒｅｄｕｃｅ Ｒｅｕｓｅ Ｒｅｃｙｃｌｅ

コラム 
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基本目標４ 環境に配慮した廃棄物政策を推進します 

安定的な廃棄物処理体制の確保 
 
 
 

 

（１）廃棄物関連施設における適正処理を進めます                

①廃棄物関連施設の整備 

 ごみの長期的安定的な処理を行うため、既設清掃工場の長寿命化を

図るとともに、新しい最終処分場の整備を目指します。 

 稼働を終了した清水清掃工場の跡地利用について検討を行います。 

 

②廃棄物の適正処理の推進 

 市が実施する全ての工事を対象として、溶融スラグの資材としての

有効利用を促進します。 

 一般廃棄物、産業廃棄物や浄化槽清掃・保守点検などの廃棄物処理

業者に関する許認可事務や、許可業者への立入検査などを行い、適

正な廃棄物処理体制を確保します。 

 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置

法」に基づくＰＣＢ廃棄物の数量把握・集計処理を行うとともに、

ＰＣＢ保管者などに対する適正保管指導や立入調査による監視、処

理の円滑化を図るための支援などを行います。 

 

（２）不法投棄やごみの散乱を防止します               

①不法投棄の防止 

 山間地等廃棄物不法投棄監視員（以下「不法投棄監視員」という。）

を委嘱し、不法投棄の監視や啓発を通じて、山、川、海岸部の自然

や生活環境を保全します。 

 廃棄物監視機動班や不法投棄監視員のパトロール活動による定期

的な監視はもとより、市民やボランティア団体などの協力により、

不法投棄の早期発見に努めます。 

 不法投棄パトロールなどで確認された不法投棄の状況及び原因者特

定の調査を行うとともに、再発防止策を講じます。 

 私有地などの所有者・管理者に対して、不法投棄防止の方策についての指導・支援をします。 

 警察や関係自治体との連携を強化し、不法投棄の監視指導を徹底します。 

 市道などの公共施設内に放置された所有者の不明な廃自動車の処分を行います。 

 

②環境美化の推進 

 河川敷や海岸などの美化活動を進めます。 

 自治会・町内会などを通じて、地域ぐるみで美化運動が推進できるような体制を構築します。 

 アドプトプログラムの活用や、「環境の日」清掃奉仕活動への協力などにより、環境保全活動への

協力を推進します。 
 

 

４-２ 

市の施策・取り組み 

不法投棄パトロール 

立入調査 

西ケ谷清掃工場 
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  市民 事業者

■ 保管するＰＣＢ廃棄物の適正保管、早期の適正処分を行います。 ● ● 

■ 市発注工事においては、「溶融スラグ有効利用ガイドライン」に沿った溶融ス

ラグの適正な活用を図ります。 

 ● 

■ 管理地を清潔に保つなど、不法投棄されにくい環境を維持します。 ● ● 

■ 事業所内から発生するごみを適正に処理します。  ● 

■ 不法投棄の監視や回収に協力します。 ● ● 

■ 河川敷や海岸などの美化活動に積極的に参加します。 ● ● 

 
 

  

溶融スラグとは？ 

 

「溶融スラグ」とは、ごみやごみを焼却した灰を１２００℃以上の高温で溶かしたものを冷却し固

化させたもので、本市では砂状に加工を行い、建設資材として利用しています。 

本市では、平成１５年度以前は、ごみはすべて焼却し、その灰を埋め立

て処理していましたが、最終処分場の延命化を目的として、平成１６年度

から、沼上清掃工場において焼却灰の溶融処理を開始しました。（溶融スラ

グ化） その後、平成２２年度からは、西ケ谷清掃工場においてもごみの

溶融処理を開始し、最終処分場へ埋め立てる焼却残渣の量を大幅に減量す

ることができました。 

 現在、溶融スラグは、市の工事において下水道管工事等の埋戻し材料、

アスファルト舗装の材料、また、Ｕ字側溝などのコンクリート二次製品の

材料として有効利用されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

Ｈ15 H17 H19 H21 H23 H25

市民・事業者の取り組み 

コラム 
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第１次環境基本計画からの変更点は？ 
 

第１次環境基本計画（平成１７年度策定）から、第２次環境基本計画（平成２６年度策定）への

主な変更点は以下のとおりです。 

①南アルプスユネスコエコパークの登録や、三保松原の世界文化遺産構成資産としての登録を機に、

これまで以上に積極的な環境保全・活用が求められるため、「共生」という概念からさらに環境と

人との「相乗効果」と「好循環」のまちを目指す基本方針を掲げます。 

②循環型社会への意識の高まりに伴い、今まで生活環境に含めていた廃棄物に関する取り組みを独

立した施策として設定しました。 

③環境教育及び地域経済については、他の基本目標とも密接に関連する横断的分野であることから、

各基本目標の中に織り込んでいくこととしました。 

④南アルプスユネスコエコパークに関する施策を重点プロジェクトとして設定しました。 

⑤これまでの行政区から、地域特性や事業ごとの環境配慮事項を設定し、本市の豊かで多様な環境

の保全を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 

環境に配慮した 

廃棄物政策を推進します 

人々が健やかで豊かに暮らせる、 

   人と環境が共生するまち・静岡 
～豊かな緑に包まれた『清流の都』の創造を目指して～ 

 

人々が豊かな環境を育み  

環境が健やかな人を育むまち・静岡

健康で安心して暮らせる 

生活環境の形成 

豊かな自然の恵みの 

享受と継承 

地球環境保全への 

積極的参加 

市民参加と環境教育の 

推進 

環境と地域活力の 

好循環の確立 

循環環境

生活環境

自然環境

地球環境

環境教育

地域経済

住み良さを実感できる 

生活環境をつくります 

豊かな自然環境を守り、 

次の世代へ繋いでいきます 

総合的に地球温暖化 

対策に取り組みます 

生活環境

自然環境

地球環境

環境教育 

地域経済 

＋ 

【基本目標】 【基本目標】 

① 

② 

③ 

③ 

 

「清流の都」創造プロジェクト 
「南アルプスユネスコエコパーク」 

推進プロジェクト

【重点プロジェクト】 【重点プロジェクト】 

④

・地域特性別環境配慮事項 

・事業別環境配慮事項 

【基本方針】 【基本方針】 

 

行政区別計画（葵区、駿河区、清水区）

【行政区別計画】 【環境配慮事項】 

⑤

第１次環境基本計画 第２次環境基本計画 
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第５章 

重点プロジェクト 

「南アルプスユネスコエコパーク」 

推進プロジェクト 
 

 

  

第１節 南アルプスユネスコエコパーク 

    推進プロジェクト 
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 １-１  重点プロジェクトとは                                

 本市では、第２次環境基本計画で掲げた基本方針に基づき、各項目で定めた基本目標を達成するため

の施策を総合的に推進していきますが、その施策の中でも、「第３次静岡市総合計画」の重点プロジェ

クトに掲げられている特に重要で最優先に取り組むべき「南アルプスユネスコエコパーク」の推進に係

る施策を重点プロジェクトとして設定します。 

 
 

 １-２  南アルプスユネスコエコパークとは                        
 南アルプスユネスコエコパークは、静岡、山梨、長野の３県による

取り組みであり、その中で本市を含む関係１０市町村は、「高い山、深

い谷が育む生物と文化の多様性」を共通のテーマとして掲げています。

１０市町村では、南アルプスの多様な自然環境やこの自然の恵みを受

けた人々によって受け継がれてきた多様な文化を共有の財産として位

置付け、自然の恩恵を活かした魅力ある地域づくりを目指していきま

す。 

 これを踏まえ、本市では、「自然環境の保全」、「調査と教育」、「地域

の持続的な発展」などに重点を置き、産官学民が一体となり、地域の

人々をはじめ多くの市民が誇りに思う南アルプスユネスコエコパークとして将来へ継承することを目

指します。 

 

第１節 南アルプスユネスコエコパーク推進プロジェクト 
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南アルプスユネスコエコパークの３つの機能と３つの地域 

  

 

国立公園の特別保護地区

など、法律や規制によっ

て自然環境を守らなけれ

ばならない一番大切な地

域（3,051ha） 

核心地域 

 

環境教育、調査研究活動、

観光・レジャーに利用で

きる地域(6,171ha) 

緩衝地域 

 

人が暮らしを営んでいる

地域。持続可能な地域社

会や経済の発展が図られ

る地域（39,381ha） 

移行地域 

生物多様性の保全 
 

多様な生態系や景観、そこ

に生息・生育する多種多様

な動植物により形成され

る生物多様性が存在し、そ

れらが維持されているこ

と。 

３つの地域の取り組みが 

３つの機能の働きを高める 

３つの機能 

学術的研究支援 
 

生物多様性を保存するた

めの調査や研究が行われ、

自然や歴史文化に関する

環境教育、研修などの場と

して提供されていること。

経済と社会の発展 
 

生物多様性の恩恵を守り、

活用する、自然環境の保全

と調和した取組が行われ、

これにより、地域社会の持

続的な発展が促進されて

いること。 

３
つ
の
機
能 
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 １-３  南アルプスユネスコエコパークへの取り組み                  
 本プロジェクトについては、「南アルプスユネスコエコパーク管理運営計画（静岡市域版）」に基づき、

以下のとおり推進していきます。 

 
 

南アルプスユネスコエコパーク登録地域は、「オクシズ」の呼称で親しまれる本市の中山間地域であ

り、南アルプスを抱く豊かな自然環境と人の営みが共存してきた貴重な地域です。 

「南アルプスユネスコエコパーク管理運営計画（静岡市域版）」に基づく施策は、オクシズの自然環

境の保全や地域振興の基本方針を定める「（仮称）静岡市オクシズ総合振興条例」、登録地域内の林道周

辺の森林の有する多面的機能や自然環境の保全に資することを目的に林道の管理や通行について定め

た「静岡市南アルプスユネスコエコパークにおける林道の管理に関する条例」との整合を図り、関係行

政機関や地域住民、関係団体・企業、学識者などと連携・協働し、人と自然が共に歩むことのできる持

続的な地域社会の発展を目指します。 

 
 

「（仮称）静岡市オクシズ総合振興条例」に定める事項 

 教育及び学習 

 市民等の自発的な活動の促進 

 公益的機能の保全 

 交流機会の拡大 

 広報等 

 生活環境の確保 

 地域資源を活用した産業の振興 

 持続可能な地域づくりへの取組 など 

●基本理念 

●市民、事業者、市の責務 

●オクシズ総合振興計画 

●市の基本施策 

●環境保全施策との整合 

●国等との協力 

３つの機能を支える連携機能 

理念の継承と管理運営体制の構築

「高い山、深い谷が育む生物と文化の多様性」の継承 

自然・人・文化・経済の源である南アルプスをいつまでも守り受け継ぐため、「自然環境の保全」

を第一に考えるとともに、これを支える人や地域を豊かにし、人が関わりながら自然を守り、

地域を守り、発展させていきます。 

生物多様性の保全の機能 

自然環境の保全 

学術的研究支援の機能 

調査と教育 

経済と社会の発展の機能 

地域の持続的な発展 

【基本方針の柱】 【基本方針】 

 南アルプスの自然環境の保全 

 つながりを意識した一体的な保全 

 高山帯から山麓に広がる自然環境の保全 

 自然や文化を学び、心を育てる環境整備 

 モニタリングの実施と情報の集約 

 国内外への積極的な情報発信とオール静岡によ

る意識醸成 

 産官学民協働による管理運営体制の構築 

 地域の魅力の磨き上げと地域振興 

 将来を担う人材育成と受入体制・環境づくり 
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第６章 

環境配慮事項 
 

 

  

第１節 地域特性別環境配慮事項 

第２節 事業別環境配慮事項 
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 １-１  地域特性別環境配慮事項の基本的考え方                  
 

■趣旨 

本市は、南アルプスなどの広大な森林地域から、

安倍川・藁科川・興津川を代表とする清流、都市的

な利用がされている平野部、世界文化遺産の三保松

原がある海岸部まで、その環境特性は地域によって

大きく異なります。このような豊かな環境資源を守

るためには、それぞれの地域の環境特性に応じた環

境配慮を行い、環境への影響を最小限にする努力が

必要です。 

そこで本節では、法規制の状況や流域区分などを

踏まえ、市域を「①市街化区域」「②日本平・三保

の松原県立自然公園」「③市街化調整区域（②以外）」

「④大井川源流域」「⑤都市計画区域外（④以外）」

の５つの地域に区分し、それぞれの地域における環

境特性と配慮事項を示します。土地を利用する際に

は、これらの環境特性を理解し、できる限り配慮事

項を実施していくことが期待されます。 

なお、環境配慮事項は一般的な原則を示すもので

あり、実際の土地利用に当たっては、地域の状況に

応じたきめ細かい配慮が必要となります。 

 

 

 

■地域の機能区分 

地域が持つ機能を３つに分類し、それぞれの機能ごとに環境特性と環境配慮の方向性、環境配慮事項

をまとめました。 

 

地域が持つ機能の分類 

地域の機能 趣旨 

自然的機能  地形、地質などの土地を形成する基本的な地盤の安定性などの保全機能 

 土壌や植生などの土地条件と深く関わりを持つ水資源の保全機能 

 生きものの生育・生息環境のベースとなる植物生態系の保全機能 

自然とのふれあい機能  自然的土地利用の結果に沿って構成される景観の保全機能 

 体験や活動を通じて、自然と人とがふれあうことのできる場の保全機能 

社会的機能  人々が社会生活を営む上での良好な居住環境の保全機能 

 地域の持つ歴史文化的資源の保全機能 

【資料：静岡市環境影響評価条例制定に係る環境基礎調査等業務報告書】 

  

第１節 地域特性別環境配慮事項 

地域区分図 

【資料：静岡市環境影響評価条例制定に係る環境基礎調査等業務報告書】
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 １-２  市街化区域                                     
 

①自然的機能 

市街地が中心であるため、地下水涵養・雨水保

水性の機能を有する土地は少なく、自然度の低い

植生が大半を占めています。 

護国神社の社叢が特定植物群落として選定さ

れているほか、谷津山の一部や大浜海岸周辺など

が鳥獣保護区（身近な鳥獣生息地）に指定されて

います。 

 

【環境配慮の方向性】 

 雨水の浸透機能向上及び地下水への配慮 
 鳥獣保護区などの貴重な生物生息環境の保

全 
 ビオトープネットワーク形成に資する緑地

整備 
【環境配慮事項】 

• 地盤沈下を防ぐための取水・揚水の抑制 
• 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制

• 雨水の貯留及び浸透機能の保全と向上を考

慮した施設の設計 
• 地下水汚染を未然に防止するための施設の

維持管理 
• 緑地の保全、改変後の緑化推進 
• 貴重な野生生物の生息及び生育地などに対

する地形改変の抑制 
• 河川、海岸などの水質汚濁を防ぐための排水

の適正処理 
• 計画地の現存緑地の保全及びビオトープ

ネットワークに資する緑化の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②自然とのふれあい機能 

優れた眺望地点として静岡県立美術館周辺、清

水マリンパークとマリーナなどがあるほか、風致

公園として谷津山自然公園が整備されています。 

谷津山では市民による自然保全活動が行われ

ています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 自然と共生する市街地環境の形成 
【環境配慮事項】 

• 市街地内の貴重な緑地の保全 
• 地域環境に貢献する緑地、オープンスペース

の創出 
• 巨樹などの景観資源や眺望地点からの眺望

の保全に配慮した建築物などの配置、規模な

どの計画 
 

③社会的機能 

全域が市街地であり、清水港周辺などの工業専

用地域を除く地域では住環境保全が求められる

ほか、教育施設や病院も多数立地しています。ま

た、「静岡市良好な商業環境の形成に関する指針」

が定められています。国指定特別史跡「登呂遺跡」

をはじめ、多数の指定文化財が分布しています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 住宅や公共施設などへの影響、文化財などの

保全及びそれらと調和した景観、持続可能な

都市づくりへの配慮 
【環境配慮事項】 

• 工事における大気汚染・騒音・振動・粉じん

などの発生抑制 
• 河川や海の水質汚濁を防ぐための排水の適

正処理 
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 １-３  日本平・三保の松原県立自然公園                     
 

①自然的機能 

日本平では地下水涵養・雨水保水性の高い森林

や耕作地が分布するとともに、自然度の高い二次

林が広く分布しています。また、特定植物群落と

して三保松原、久能山の照葉樹林が選定されてい

るほか、三保海岸ではアカウミガメの上陸・産卵

が確認されています。 

日本平の一帯が鳥獣保護区（身近な鳥獣生息地）

に指定されています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 水源涵養機能の高い森林などの保全と地下

水への配慮 

 特定植物群落としての松原、照葉樹林など自

然度の高い森林及び多様な生物の生息・生育

環境の保全 

【環境配慮事項】 

• 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制

• 地下水汚染を未然に防止するための施設の

維持管理 

• 農地・緑地の保全、改変後の緑化推進 

• 貴重な野生生物の生息及び生育地を回避し

た用地の選定、地形改変の抑制、繁殖期を考

慮した工期の設定 

• 河川、海岸などの水質汚濁を防ぐための排水

の適正処理 

• 計画地の現存緑地の保全及び地域の在来種

を主体とした緑化の推進 

• 野生動物の移動経路の確保 

• 施設からの騒音・振動などの発生抑制、及び

夜間照明の拡散防止 

 

②自然とのふれあい機能 

優れた眺望地点として久能山、三保海岸（羽衣

の松付近）、日本平さくら通り（山頂付近）など

があるほか、主な自然景観資源として久能山や自

然海岸が挙げられます。地域の大半が日本平県立

自然公園、三保の松原県立自然公園の特別地域ま

たは普通地域であり、風致公園として日本平公園、

清水三保海浜公園、清水羽衣公園が整備されてい

ます。 

有度山（日本平）では市民による自然保全活動

が行われています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 自然公園のすぐれた環境の保全 

【環境配慮事項】 

• 自然景観資源の喪失を防ぐための地形改変

の抑制 

• 建築物や工作物などの自然景観との調和 

• 巨樹などの景観資源や眺望地点からの眺望

の保全に配慮した建築物などの配置、規模な

どの計画 

 

③社会的機能 

日本平南側などの沿岸部に集落地が分布し、

小・中学校などが立地しています。 

三保松原、日本平が国指定名勝に指定されてい

るほか、久能山一帯も国宝「東照宮本殿」をはじ

め貴重な文化的資産となっています。特に三保松

原は世界文化遺産構成資産に指定され、その周辺

には名勝三保松原規制地区とほぼ重複する形で

世界遺産緩衝地帯となっています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 世界遺産、文化財などの保全及びそれらと調

和した景観への配慮 

【環境配慮事項】 

• 工事における大気汚染・騒音・振動・粉じん

などの発生抑制 

• 河川や海の水質汚濁を防ぐための排水の適正

処理 

• 施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭などの

発生抑制、有害化学物質による汚染防止 

• 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制

• 土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃棄物の

適正処理 

• 建築物や工作物などの規模の抑制及び周辺景

観との調和 

• 省エネルギー、リサイクル、再生可能エネル

ギーの使用などの低炭素化の推進 
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 １-４  市街化調整区域                              
 

①自然的機能 

地域全域にわたり、地下水涵養・雨水保水性の

高い森林や耕作地が分布しています。植生は自然

度の比較的高い植林地や、自然度が中程度の耕作

地が大半を占めています。特定植物群落としては、

門屋のシャク群落、清見寺のシイ・タブ林、用宗

の照葉樹林が選定され、興津川周辺や寺社の池な

どにモリアオガエル、巴川上流にダルマガエルな

どの貴重種が生息しています。 

賤機山などが身近な鳥獣生息地として、高草山

が森林鳥獣生息地として、富士川河口が集団渡来

地として、それぞれ鳥獣保護区に指定されていま

す。 

 

【環境配慮の方向性】 

 水源涵養機能の高い森林などの保全と地下水

への配慮 

 興津川、巴川、富士川などの河川周辺や賤機

山、高草山などの貴重な生態系の保全 

【環境配慮事項】 

• 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制

• 地下水汚染を未然に防止するための施設の維

持管理 

• 農地・緑地の保全、改変後の緑化推進 

• 貴重な野生生物の生息及び生育地を回避した

用地の選定、地形改変の抑制、繁殖期を考慮

した工期の設定 

• 河川などの水質汚濁を防ぐための排水の適正

処理 

• 計画地の現存緑地の保全及び現地植生を考慮

した緑化の推進 

• 野生動物の移動経路の確保 

• 施設からの騒音・振動などの発生抑制、及び

夜間照明の拡散防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②自然とのふれあい機能 

優れた眺望地点として梶原山公園、一本松公園、

満観峰、薩埵峠などがあるほか、主な自然景観資

源として自然海岸が挙げられます。また、風致公

園として梶原山公園、一本松公園、広野海浜公園、

洞慶院梅園が整備されています。 

賤機山では市民による自然保全活動が行われ

ています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 都市の身近な自然とのふれあいの場としての

環境の保全 

【環境配慮事項】 

• 自然景観資源の喪失を防ぐための地形改変の

抑制 

• 建築物や工作物などの自然景観との調和 

• 巨樹などの景観資源や眺望地点からの眺望の

保全に配慮した建築物などの配置、規模など

の計画 

• 自然景観の保全に配慮した改変後の緑化推進

 

③社会的機能 

集落地や住宅団地などが分布しており、その周

辺などに小・中学校などが立地するほか、病院も

複数分布しています。国重文「神部神社浅間神社

社殿」をはじめ、指定文化財が各所に分布してい

ます。 

 

【環境配慮の方向性】 

 市街地隣接地としての丘陵地、河川周辺など

の自然環境の保全 

 集落地などの生活環境の保全 

【環境配慮事項】 

• 工事における大気汚染・騒音・振動・粉じん

などの発生抑制 

• 河川や海の水質汚濁を防ぐための排水の適正

処理 

• 施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭などの

発生抑制、有害化学物質による汚染防止 

• 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制

• 土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃棄物の

適正処理 

• 建築物や工作物などの周辺景観との調和 

• 省エネルギー、リサイクル、再生可能エネル

ギーの使用などの低炭素化の推進 
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 １-５  大井川源流域                                  
 

①自然的機能 

南部から西部にかけての一帯が水源涵養保安

林に指定されているほか、地域全域に地下水涵

養・雨水保水性の高い森林が広がっています。植

生は自然度の最も高い自然草原、自然林が多くを

占めるほか、自然度の高い二次林が中央部から南

部にかけて広く分布しています。また、特定植物

群落として選定された高山植物群落などが広く

分布しています。さらには、大井川源流域にハコ

ネサンショウウオ、井川湖周辺にモリアオガエル、

梅ケ島付近にヒダサンショウウオなどの貴重種

が生息します。 

南アルプス、井川湖などが鳥獣保護区（森林鳥

獣生息地）に指定されています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 水源涵養機能の高い森林などの保全と地下水

への配慮 

 貴重な野生生物や植生群落の生息・生育環境

の保全 

【環境配慮事項】 

• 地下水汚染を未然に防止するための施設の維

持管理 

• 森林伐採の抑制、伐採後の植林などによる森

林回復 

• 貴重な野生生物の生息及び生育地を回避した

用地の選定、地形改変の抑制、繁殖期を考慮

した工期の設定 

• 河川などの水質汚濁を防ぐための排水の適正

処理 

• 森林（特に自然林）の伐採抑制、改変後の自

然環境の代替地確保または修復と再生、現地

植生を考慮した植栽樹の選定 

• 野生動物の移動経路の確保 

• 施設からの騒音・振動などの発生抑制、及び

夜間照明の拡散防止 

 

 

 

 

 

 

 

②自然とのふれあい機能 

主な自然景観資源として南アルプスの特徴的

な稜線や枯木戸滝などが挙げられます。また、南

アルプスの稜線付近が南アルプス国立公園（特別

保護地区、特別地域）、大井川周辺などが奥大井

県立自然公園（特別地域）に指定されています。 

井川湖に近接して南アルプス井川オートキャ

ンプ場があります。 

 

【環境配慮の方向性】 

 自然公園などのすぐれた環境の保全 

【環境配慮事項】 

• 自然景観資源の喪失を防ぐための地形改変の

抑制 

• 建築物や工作物などの自然景観との調和 

• 巨樹などの景観資源の保全に配慮した建築物

などの配置、規模などの計画 

• 自然景観の保全に配慮した改変後の緑化推進

 

③社会的機能 

井川地区などに集落地が分布しているほか、

小・中学校、幼稚園が立地しています。 

井川湖沿岸の田代地区に市指定文化財「田代の

一間造りの民家」が所在しています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 大井川流域に対する汚染物質や土砂流入によ

る水質悪化防止 

【環境配慮事項】 

• 工事における大気汚染・騒音・振動・粉じん

などの発生抑制 

• 河川の水質汚濁を防ぐための排水の適正処理

• 施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭などの

発生抑制、有害化学物質による汚染防止 

• 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制

• 土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃棄物の

適正処理 
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  

 １-６  都市計画区域外                                  
 

①自然的機能 

各所に水源涵養保安林が分布しているほか、地

域全域に地下水涵養・雨水保水性の高い森林が広

がっています。植生は自然度の比較的高い植林地

が多くを占めますが、北端部に自然度の最も高い

自然林や、自然度の高い二次林が分布しています。

また、特定植物群落として選定されたブナ・ミズ

ナラ林などが北端部に分布しています。安倍川、

藁科川、興津川周辺にモリアオガエルが生息して

います。 

東海自然歩道の一帯などが森林鳥獣生息地と

して、清水和田島小学校などの周辺が身近な鳥獣

生息地として、それぞれ鳥獣保護区に指定されて

います。 

 

【環境配慮の方向性】 

 水源涵養機能の高い森林などの保全と地下水

への配慮 

 森林を主体とした多様な動植物の生息・生育

環境の保全 

【環境配慮事項】 

• 地下水汚染を未然に防止するための施設の維

持管理 

• 森林伐採の抑制、伐採後の植林などによる森

林回復 

• 貴重な野生生物の生息及び生育地を回避した

用地の選定、地形改変の抑制、繁殖期を考慮

した工期の設定 

• 河川などの水質汚濁を防ぐための排水の適正

処理 

• 計画地の現存緑地の保全及び現地植生を考慮

した緑化の推進 

• 野生動物の移動経路の確保 

• 施設からの騒音・振動などの発生抑制、及び

夜間照明の拡散防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

②自然とのふれあい機能 

優れた眺望地点として富士見峠があり、主な自

然景観資源として勘行峰などの弧峰や安倍の大

滝などの滝が挙げられます。また、北部などの稜

線付近が奥大井県立自然公園（特別地域）に指定

されています。 

梅ケ島、玉川、黒川の３箇所のキャンプ場があ

り、黒川キャンプ場は清水森林公園内に設けられ

ています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 多様な自然とのふれあいの場としての環境の

保全 

【環境配慮事項】 

• 自然景観資源の喪失を防ぐための地形改変の

抑制 

• 建築物や工作物などの自然景観との調和 

• 巨樹などの景観資源や眺望地点からの眺望の

保全に配慮した建築物などの配置、規模など

の計画 

• 自然景観の保全に配慮した改変後の緑化推進

 

③社会的機能 

谷間に集落地が分布し、集落地の周辺などに

小・中学校、幼稚園が立地しています。 

清水区小島町に国指定史跡「小島陣屋跡」など

が所在しています。 

 

【環境配慮の方向性】 

 下流域に対する汚染物質や土砂流入による

水質悪化防止 
 集落地などの生活環境の保全 

【環境配慮事項】 

• 工事における大気汚染・騒音・振動・粉じん

などの発生抑制 

• 河川の水質汚濁を防ぐための排水の適正処理

• 施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭などの

発生抑制、有害化学物質による汚染防止 

• 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制

• 土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃棄物の

適正処理 
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 ２-１  事業別環境配慮事項の基本的考え方                     
 

■趣旨 

 環境に大きな影響を及ぼす恐れのある開発事業については、事業の実

施による環境への影響を回避・低減し、それらが不可能な場合には代償

措置を講じていくことが求められます。 

そこで、主な開発事業ごとに環境配慮事項を示し、将来の世代へ継承

する環境や利益が損なわれない「持続可能な開発」となるように誘導す

ることで、基本方針の実現を目指します。 

 

■対象事業 

事業別環境配慮事項として取り上げた事業は以下のとおりです。 

 

対象事業と着眼点 

対象事業 着眼点 

道路・鉄道 線的な施設であり、土地や生態系の分断が懸念される。

建築物など 施設稼働後の影響よりも、構造物の存在による周辺環境や景観への影響が懸念さ

れる。 
工場・事業所など 施設稼働後の大気、水質、悪臭などの影響及び運搬車両などの通行による影響が

懸念される。 
開発事業など 

（都市部） 

主に市街地及びその周辺で行われるため、周辺環境含め社会環境全般への影響が

懸念される。 

開発事業など 

（森林部） 

森林部に立地することが多く、土地の改変による自然環境への影響が懸念される。

最終処分場 排水・漏水などによる河川、地下水、土壌への影響が懸念される。 
埋立又は干拓 専ら海沿いであり、海域環境への影響が懸念される。

 

 

■配慮事項の構成 

事業別環境配慮事項は、すべての事業に

共通する「共通配慮事項」と、個別事業ご

とに配慮すべき事項を示した「個別配慮事

項」があります。 

各事業を実施する際には、「共通配慮事

項＋個別配慮事項」の内容を参照してくだ

さい。 

 

第２節 事業別環境配慮事項 

事業別環境配慮事項 

共通配慮事項 

全ての開発事業に 

共通するもの 

個別配慮事項 

対象事業の特性に 

応じたもの 
＋

事業別環境配慮事項の構成 
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 ２-２  共通配慮事項                                   
 

①自然的機能 

 事業用地は、活断層やその他の地形・地質条

件を考慮し、安定した土地を選定します。 

 地形の改変は最小限に抑え、周辺環境への影

響を少なくします。 

 地形改変後は、法面の緑化などをすみやかに

行い、土壌、土砂の流出・堆積を抑えます。

 学術上貴重な地形・地質がある場合には、土

地の改変を回避します。 

 貴重な野生生物の生息及び生育地を保全す

るため、それらの土地を回避した用地の選

定、地形改変の抑制、繁殖期を考慮した工期

の設定を行います。 

 その他多様な生物の生息環境の保護・保全に

配慮した計画とします。 

 

②自然とのふれあい機能 

 周辺の自然や歴史・文化、まちなみなどの特

性を踏まえ、景観的な調和や向上を図りま

す。 
 人と自然とのふれあいの場となる歩道・自転

車道、ポケットパークなどを設置します。 

 

③社会的機能 

 工事における大気汚染・騒音・振動・粉じん

などの発生を抑えるとともに、有害化学物質

による汚染を防止するための適切な措置を

講じます。 

 事業用地が文化財に隣接する場合、または埋

蔵文化財包蔵地を含む場合には、文化財を保

護するための適切な措置を講じるとともに、

文化財との景観的な調和に配慮します。 

 廃棄物などの発生を抑えるとともに、再使

用、再利用を推進します。 

 建設現場におけるハイブリッド型の建設機

械や低燃費型建設機械・車両の使用に努める

とともに、アイドリングストップ、エコドラ

イブを励行します。 

 設計段階において、開発地域における緑の保

全や、住宅・事業所などの緑化（屋上緑化、

壁面緑化など）を提案します。 

 

 

 
 
 
 

 ２-３  個別配慮事項            
 
 

 

①自然的機能 

 地下水脈をできる限り分断しないよう、適切

な措置を講じます。 

 道路・鉄道の新設により野生動物の移動経路

を分断しないよう、適切な措置を講じます。

 法面や街路樹などの緑化にあたっては、その

地域の在来樹種を用いたり、ビオトープを設

置するなど、生態系保全に配慮します。 

 

②自然とのふれあい機能 

 擁壁、電波塔、高架道路、高架鉄道、橋りょ

う、横断歩道橋などの工作物の築造に際して

は、「静岡市景観計画」に基づく景観形成基

準に適合します。 

 ガードレール、照明灯、標識、防音壁などの

付帯施設について周辺景観との調和に配慮

した意匠、色彩とします。 

 

③社会的機能 

 供用後における施設からのばい煙・騒音・振

動・悪臭などの発生を抑えるとともに、有害

化学物質による汚染を防止するための適切

な措置を講じます。 

 自転車や公共交通機関が利用されやすい計

画とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）道路・鉄道 
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①自然的機能 

 地下水脈をできる限り分断しないよう、適切

な措置を講じます。 

 地下水位の低下を防ぐため、取水・揚水の量

を抑えます。 

 河川の水質汚濁を防ぐため、排水の適正処理

を行います。 
 敷地や法面、建築物などの緑化にあたって

は、その地域の在来樹種を用いたり、ビオ

トープを設置するなど、生態系保全に配慮し

ます。 
 

②自然とのふれあい機能 

 建築物の建築、及び擁壁、電波塔などの工作

物の築造に際しては、「静岡市景観計画」に

基づく景観形成基準に適合させます。 

 敷地外周部における生垣設置などにより、周

辺景観への影響を和らげます。 

 

③社会的機能 

 供用後における施設からのばい煙・騒音・振

動・悪臭などの発生を抑えるとともに、有害

化学物質による汚染を防止するための適切

な措置を講じます。 

 建築物などによる日照阻害、電波障害、局地

風など、周辺の市街地環境への影響を軽減す

るための適切な措置を講じます。 

 建築物の設計段階において、太陽光発電設備

や太陽熱温水器、小型風力発電設備など、新

エネルギー導入を積極的に提案します。 

 電気自動車急速充電器などの設置を検討し

ます。 

 自転車や公共交通機関が利用されやすい計

画とします。 

 「次世代省エネルギー基準」に対応した断熱

技術や省エネルギー設備の導入、及び採光

（自然光）や風通しに配慮した設計を提案し

ます。 

 建築資材調達時における市産材、間伐材を優

先的に購入・使用します。 

 「静岡県地球温暖化防止条例」に基づく「建

築物環境配慮指針」に適合させます。 
 
 
 
 
 

 

①自然的機能 

 地盤沈下を防ぐため、取水・揚水の量を抑え

ます。 

 沿岸部にあっては、海況変化に伴う周辺の砂

浜や生態系への影響を少なくします。 

 地下水脈をできる限り分断しないよう、適切

な措置を講じます。 

 地下水位の低下を防ぐため、取水・揚水の量

を抑えます。 

 地下水汚染を未然に防止するための施設の

維持管理を行います。 

 河川の水質汚濁を防ぐため、排水の適正処理

を行います。 

 敷地や法面、建築物などの緑化にあたって

は、その地域の在来樹種を用いたり、ビオ

トープを設置するなど、生態系保全に配慮し

ます。 
 

②自然とのふれあい機能 

 建築物の建築、及び擁壁、電波塔などの工作

物の築造に際しては、「静岡市景観計画」に

基づく景観形成基準に適合させます。 

 敷地外周部における生垣設置などにより、周

辺景観への影響を和らげます。 

 

③社会的機能（次ページへ続く） 

 供用後における施設からのばい煙・騒音・振

動・悪臭などの発生を抑えるとともに、有害

化学物質による汚染を防止するための適切

な措置を講じます。 

 供用後における運搬車両などからのばい

煙・騒音・振動・悪臭などの発生を抑えます。

 地下水汚染、土壌汚染を防止するため、排水

や廃棄物を適正に処理します。 

 建築物の設計段階において、太陽光発電設備

や太陽熱温水器、小型風力発電設備など、新

エネルギー導入を積極的に提案します。 

 工場などにおいては、廃棄物発電などの発電

や熱供給に利用するための施設・設備の整備

を検討します。 

 電気自動車急速充電器などの設置を検討し

ます。 

 自転車や公共交通機関が利用されやすい計

画とします。 

 

（３）工場・事業所など （２）建築物など 
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③社会的機能（前ページからの続き） 

 工場・設備や製造設備の集約化や排熱回収利

用の推進、エネルギー消費の少ない生産シス

テムの構築、事業所の緑化など、省エネル

ギー対策を推進します。 

 「次世代省エネルギー基準」に対応した断熱

技術や省エネルギー設備の導入、及び採光

（自然光）や風通しに配慮した設計を提案し

ます。 

 建築資材調達時における市産材、間伐材を優

先的に購入・使用します。 

 製造工程で使用される洗浄水や冷却水の再

利用や、製造工程や製品の包装から発生する

廃棄物の再生資源としての利用を推進しま

す。 

 建築物を建築する場合には、「静岡県地球温

暖化防止条例」に基づく「建築物環境配慮指

針」に適合するようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①自然的機能 

 地盤沈下を防ぐため、取水・揚水の量を抑え

ます。 

 地下水脈をできる限り分断しないよう、適切

な措置を講じます。 

 地下水位の低下を防ぐため、取水・揚水の量

を抑えます。 

 河川の水質汚濁を防ぐため、排水の適正処理

を行います。 
 建築敷地や地区内道路、公園・緑地、法面な

どの緑化にあたっては、その地域の在来樹種

を用いたり、ビオトープを設置するなど、生

態系保全に配慮します。 
 

②自然とのふれあい機能 

 擁壁などの工作物の築造に際しては、「静岡

市景観計画」に基づく景観形成基準に適合す

るようにします。 

 ガードレール、照明灯などの付帯施設につい

て周辺景観との調和に配慮した意匠、色彩と

します。 

 敷地外周部における生垣設置などにより、周

辺景観への影響を和らげます。 

 

③社会的機能 

 供用後における施設からのばい煙・騒音・振

動・悪臭などの発生を抑えるとともに、有害

化学物質による汚染を防止するための適切

な措置を講じます。 

 地下水汚染、土壌汚染を防止するため、排水

や廃棄物を適正に処理します。 

 自転車や公共交通機関が利用されやすい計

画とします。 

 ゼロエネルギー型住宅・事務所などが集合し

た街区や、各建築物の間で余ったエネルギー

を相互利用できる街区の設計を検討します。

 建築物を建築する場合には、「静岡県地球温

暖化防止条例」に基づく「建築物環境配慮指

針」に適合するようにします。 

 

 

 
 
 
 

（４）開発事業など（都市部） 
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①自然的機能 

 地下水脈をできる限り分断しないよう、適切

な措置を講じます。 

 地下水位の低下を防ぐため、取水・揚水の量

を抑えます。 

 河川の水質汚濁を防ぐため、排水の適正処理

を行います。 

 建築敷地や地区内道路、公園・緑地、法面な

どの緑化にあたっては、その地域の在来樹種

を用いたり、ビオトープを設置するなど、生

態系保全に配慮します。 
 

②自然とのふれあい機能 

 擁壁などの工作物の築造に際しては、「静岡

市景観計画」に基づく景観形成基準に適合す

るようにします。 

 ガードレール、照明灯などの付帯施設につい

て周辺景観との調和に配慮した意匠、色彩と

します。 

 敷地外周部における生垣設置などにより、周

辺景観への影響を和らげます。 

 

③社会的機能 

 供用後における施設からのばい煙・騒音・振

動・悪臭などの発生を抑えるとともに、有害

化学物質による汚染を防止するための適切

な措置を講じます。 

 地下水汚染、土壌汚染を防止するため、排水

や廃棄物を適正に処理します。 

 自転車や公共交通機関が利用されやすい計

画とします。 

 ゼロエネルギー型住宅・事務所などが集合し

た街区や、各建築物の間で余ったエネルギー

を相互利用できる街区の設計を検討します。

 建築物を建築する場合には、「静岡県地球温

暖化防止条例」に基づく「建築物環境配慮指

針」に適合するようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①自然的機能 

 地下水脈をできる限り分断しないよう、適切

な措置を講じます。 

 河川の水質汚濁を防ぐため、排水の適正処理

を行います。 

 敷地や法面などの緑化にあたっては、その地

域の在来樹種を用いたり、ビオトープを設置

するなど、生態系保全に配慮します。 

 

②自然とのふれあい機能 

 擁壁などの工作物の築造に際しては、「静岡

市景観計画」に基づく景観形成基準に適合す

るようにします。 

 

③社会的機能 

 供用後における施設からの騒音・振動・悪臭

などの発生を抑えるとともに、有害化学物質

による汚染を防止するための適切な措置を

講じます。 

 供用後における運搬車両などからの騒音・振

動・悪臭などの発生を抑えます。 

 地下水汚染、土壌汚染を防止するため、排水

や廃棄物を適正に処理します。 

 建築物を建築する場合には、「静岡県地球温

暖化防止条例」に基づく「建築物環境配慮指

針」に適合するようにします 

 

 

 

①自然的機能 

 海況変化に伴う周辺の砂浜や生態系への影

響を少なくします。 

 生態系保全に配慮した護岸や人工海浜、海浜

緑地などを設置します。 
 

②自然とのふれあい機能 

 階段護岸や緑地・緑道の整備などにより、市

民が親しみやすい空間を創出します。 

 

③社会的機能 

（共通配慮事項のみ） 

 

（７）埋立又は干拓 

（６）最終処分場 （５）開発事業など（森林部） 
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 １-１  市民・事業者                                    
 本計画の着実な推進を図るため、以下の推進体制を構築して運用を図ります。 
 

■市民 

市民は、市民の取り組みを積極的に推進していくとともに、行政が行う施策や事業に協力します。 

また、地域組織や市民活動団体などでの活動に参加し、市民自治の意識を高めていくことが望まれま

す。 

 

■事業者 

事業者は、事業者の取り組みを積極的に推進していくとともに、行政が行う施策や事業に協力します。 

また、近年では企業の社会的責任（ＣＳＲ）の考え方のもと、積極的に環境保全活動を行っている事

業者も多く、これらの活動を拡大していくことが望まれます。 

 

■地域組織・市民活動団体 

地域には自治会・町内会や子ども会などの組織があります。このような地域組織では、現在、既に美

化活動などの環境保全活動が行われており、今後も環境保全や環境教育の場としても活躍が期待されま

す。 

市民活動団体・ＮＰＯは、専門的な立場から環境保全活動の推進に当たって主導的な役割が期待され

ます。 

 
 
 
 

 １-２  行政                                          
 

■（仮称）静岡市環境基本計画評価委員会 

第２次環境基本計画が定める基本方針及び基本目標に即して、目標達成に向けた施策の推進を図りま

す。 

また、計画の進捗状況について、市の施策・取り組みを中心に把握して公表、点検・評価、見直しな

どを行います。 

 

■担当課 

環境部門のみならず、市民生活・経済・都市計画などの各部門において各種施策や事業を実施します。

事業実施の際には、環境への配慮を行うことによって、市の施策・取り組みを着実に推進していきます。

また、市民や事業者の取り組みに対する支援などを積極的に行います。 

 
 
 
 

 １-３  環境審議会                                      
 

■静岡市環境審議会 

 第２次環境基本計画の点検・見直しなどの進行管理は、「（仮称）静岡市環境基本計画評価委員会」か

らの報告を踏まえ、条例第３１条に基づく静岡市環境審議会が行います。 

  

第１節 推進体制 
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推進体制のイメージ図 

環境審議会（条例第３１条） 
◆施策や目標の達成状況

の点検・評価 

◆次年度以降の改善事項

などについて検討 

諮問 

調整 

市民・事業者 
◆環境保全及び創造の取り組みの積極的な推進

◆市が実施する施策・事業の推進への協力 

地域組織・市民活動団体 
◆環境保全活動の実施や専門

的立場からの主導的な役割

報告 意見 

参加 

啓発 

提言 

公募 

参加 

国・県 

周辺自治体 

連携  

（仮称）環境基本計画評価委員会 
◆関係各課の環境施策・事業の調整 

◆計画の進捗状況の公表、点検・評価、見直し 

担当課 
◆施策・事業への環境配

慮の織り込み 

◆市民や事業者の取り

組みの推進支援 

事務局 
◆市民・事業者と

市を結ぶ窓口 

市  長 

連携 

連携 指示 報告 

報告 指示 

意見 

報告 

連携 

協働 
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計画を着実に推進していくためには、施策や取り組みの進捗状況を定期的に把握・評価し、計画を継

続的に見直していく必要があります。ここでは、計画の進行管理の方法について示します。 

 

 ２-１  環境マネジメントシステムの活用                         
 第２次環境基本計画の着実な推進を図り、効果的な進行管理を行うため、環境マネジメントシステム

の活用を図ります。これにより、ＰＤＣＡサイクルによる継続的な改善と推進を図ります。 

 

ＰＤＣＡサイクルによる継続的な改善 

 

 ２-２  年次報告書の公表                             

 第２次環境基本計画の進捗状況は、条例第１２条に基づき作成します。環境の保全に関する施策の実

施、評価などを明らかにした「年次報告書」を通じて公表します。 

 また、ホームページを活用した公表や、広報紙による概要の報告なども積極的に実施します。 

 

 ２-３  調査・研究の推進                              

環境保全に必要な施策の推進には、環境の状況の把握、変化の予測など、地球環境を含めた調査研究

が必要です。このため、市内に立地する大学、民間企業などとの連携による調査・研究などを推進しま

す。 

 

 ２-４  広域連携などの推進                            

 環境問題の中には、地球環境問題への対応など本市単独の取り組みでは解決できないものが少なくあ

りません。したがって、国や県との連携を一層強化していくとともに、広域的に対処すべき環境問題へ

の対策強化などを引き続き要望していきます。また、本市の環境保全を推進するために、国や県の進め

る環境施策に協力していきます。 

 さらに、周辺自治体や先進的な取り組みを行っている全国の自治体などとの積極的な情報交換を行う

とともに、連携が必要な環境問題についての協力体制を構築していきます。 

計画の策定（ＰＬＡＮ） 
◆市長から環境審議会への諮問 

◆環境審議会から市長への答申 

◆市民や事業者の意見を取り入

れた計画の策定 

計画の見直し（ＡＣＴＩＯＮ） 
◆施策・事業の改善・見直し 

◆目標・指標の見直し 

◆市民などからの意見反映 

 

継続的改善 

計画の推進（ＤＯ） 
◆計画に基づく施策・事業の実施

◆市民・事業者による取り組みの

推進 

 

計画の点検・評価（ＣＨＥＣＫ） 
◆施策・事業の実施状況の把握 

◆目標の達成状況の把握 

年次報告書の作成 

第２節 進行管理 
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静岡市環境基本条例 

平成16年3月25日 

条例第34号 
改正 平成18年10月16日条例第110号 

目次 

前文 

第１章 総則(第１条―第10条) 

第２章 環境の保全に関する基本的施策(第11条―第24条) 

第３章 施策の推進体制の整備等(第25条―第28条) 

第４章 地球環境の保全の推進(第29条・第30条) 

第５章 環境審議会及び環境政策会議(第31条・第32条) 

第６章 雑則(第33条) 

附則 
私たちの静岡市は、静岡県の政治、経済、文化及び情報

の中枢都市として機能する一方、高峰が連なる南アルプスか
ら景勝三保の松原に代表される駿河湾に至る広大な市域を
有している。その中には、国土の保全や水源のかん養等の多
面にわたる機能を有し、先人が守り育ててきた森林があり、全
国に誇れる清澄な水が流れ、まちなかの水辺や緑といった身
近な自然があり、長い歴史に培われた都市がある。そして、こ
れらの豊かな環境は、市民に潤いと活力を与え、その生活や
文化を育み、賑わいのあるまちの基礎となり、市民の誇るべき
財産となってきた。 

しかし、今日の発展を支えてきた事業活動や利便性を追求
した生活の営みは、資源やエネルギーを大量に消費し、私た
ちの社会を取り巻く環境に多大な負荷を与え、更に私たちの
生活そのものを脅かす要因の一つとなっている。今日の環境
問題は、一地域だけの問題にとどまらず、地球温暖化、野生
生物の種の減少等地球全体に影響を及ぼす問題となってい
る。 

私たちは、豊かな環境を享受する権利を有するとともに、か
けがえのない環境を将来の世代に引き継いでいく責務がある
との認識の下に、環境を構成する大気、水、土壌等への負荷
が自然界の物質の適正な循環を損なわないよう、環境と人の
活動との調和を図りながら、これまで以上に環境への配慮を
基本としたまちづくりを総合的かつ計画的に推進していかなけ
ればならない。 

静岡市は、このまちに集う人の協働により、市の豊かな環境
を守り、維持し、又は回復するのみならず、より良い環境を創り
出すことを含めた環境の保全を進め、ひいてはすべての市民
が健康で文化的な生活を営むことができる良好な環境を創造
するため、市民の総意として、この条例を制定する。 
 

第１章 総則 
（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全について、市の基本理念を
定め、並びに市民、事業者及び市の責務を明らかにすると
ともに、環境の保全に関する施策の基本的な事項を定める
ことにより、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的
に推進し、もって現在及び将来のすべての市民が健康で文
化的な生活を営むことのできる良好な環境の創造に資する
ことを目的とする。 
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。 

（１） 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響で
あって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるもの
をいう。 

（２） 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の
人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水
質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化す

ることを含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱
物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。）及び悪臭
によって、人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係
のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及
びその生育環境を含む。）に係る被害が生ずることをいう。 
（良好な環境の保全と将来への継承） 

第３条 すべての者は、市民にとって安らぎや潤いが実感でき
る健康で快適な生活を営む上で必要とする良好な環境を保
全し、これを将来の世代へ継承していかなければならない。 
（環境の共有性の認識） 

第４条 すべての者は、市のいずれの地域における環境も、
すべての市民共有の財産であるとの認識の下、生態系の多
様性に配慮しつつ、自然との触れ合いのあるまちの実現を
目的として、自然環境を維持し、及び向上させることについ
て、行動しなければならない。 
（環境の有限性の認識） 

第５条 すべての者は、環境に関する資源が有限であるとの
認識の下、環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な
まちを構築することを目的として、自主的かつ積極的に行動
しなければならない。 
（地球環境への影響の認識） 

第６条 すべての者は、その日常生活、事業活動及び施策に
おいて、それが地球環境に影響を及ぼしうることを認識しな
ければならない。 
（環境の保全の尊重） 

第７条 第３条から前条までに定める理念を実現するため、市
民、事業者及び市がそれぞれの責務に応じた公平な役割を
分担し、その社会的経済的活動を行う際に、環境の保全を
最大限尊重しなければならない。 
（市民の責務） 

第８条 市民は、第３条から前条までに定める理念（以下「基
本理念」という。）にのっとり、環境の保全上の支障を防止す
るため、その日常生活において、環境への負荷の低減及び
自然環境の適正な保全に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、市民は、基本理念にのっとり、地
域の自然的社会的条件に応じた環境の保全に自ら努めると
ともに、市が実施する環境の保全に関する施策に協力する
責務を有する。 
（事業者の責務） 

第９条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行う
に当たっては、これに伴って生ずる公害を防止し、及び自然
環境を適正に保全するために必要な措置を講ずる責務を
有する。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防
止するため、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を
行うに当たっては、当該事業活動に係る製品その他の物が
使用され、又は廃棄されることにより生ずることとなる環境へ
の負荷の低減に資するよう努めるとともに、その事業活動に
おいて、再生資源その他の環境への負荷の低減に資する
原材料、役務等を利用するように努めなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、
自らも地域の一員であるとの認識の下に、その事業活動に
伴い生ずる環境への負荷の低減、周辺の景観の確保その
他の環境の保全に自ら努めるとともに、市が実施する環境
の保全に関する施策に協力する責務を有する。 
（市の責務） 

第10条 市は、基本理念にのっとり、自ら率先して環境への負
荷を低減するよう努めなければならない。 

２ 市は、基本理念にのっとり、環境の保全に関し、市の自然
的社会的条件に応じた基本的かつ総合的な施策を策定し、
及び実施する責務を有する。 

資料１ 静岡市環境基本条例 
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３ 市は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、環境の
保全を図るうえで市民及び事業者並びにこれらが組織する
団体（以下「市民等」という。）の意見の聴取及び反映に努め
るとともに、市民等が環境の保全のために行う活動を支援し、
及びこれに協力する責務を有する。 

 
第２章 環境の保全に関する基本的施策 

（環境基本計画） 
第11条 市長は、市の自然的社会的条件に応じた環境の保

全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、市の
環境の保全に関する基本的な計画（以下「環境基本計画」と
いう。）を策定しなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものと
する。 

（１） 環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 
（２） 環境の保全のために、市民、事業者及び市のそれぞれ

が配慮すべき事項 
（３） 前２号に掲げるもののほか、市の自然的社会的条件に

応じた環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推
進するために必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画の策定に当たっては、市民等の意
見を聴取し、これを環境基本計画に反映することができるよ
う必要な措置を講ずるとともに、第31条に規定する静岡市環
境審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、環境基本計画を策定したときは、速やかにこれを
公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更の場合について準
用する。 
（年次報告書） 

第12条 市長は、各年度における市の環境の状況、環境の保
全に関する施策の実施、評価等を明らかにした報告書（以
下「年次報告書」という。）を作成し、及び公表しなければな
らない。 
（施策の評価） 

第13条 市は、市の環境に影響を及ぼすと認められる施策の
策定及び実施に当たっては、環境基本計画との整合を図る
とともに、環境の保全についての配慮を行うため、第32条に
規定する環境政策会議における検討、調整及び着手後に
おける評価を経てその結果を反映する措置を講ずるものと
する。 

２ 前項の検討、調整及び評価は、当該施策の内容が基本理
念に合致するものであるか否かを基準として行われなけれ
ばならない。 
（環境影響評価のための措置） 

第14条 市は、市の環境に影響を及ぼすと認められる事業の
実施に当たっては、あらかじめその事業に係る環境への影
響について調査、予測又は評価を行い、その結果に基づき、
環境の保全について適正な配慮をしなければならない。 

２ 市は、市の環境に影響を及ぼすと認められる事業を行う事
業者が、あらかじめその事業に係る環境への影響について
自ら適正に調査、予測又は評価を行い、その結果に基づき、
環境の保全について適正な配慮をすることができるように必
要な措置を講ずるものとする。 
（規制の措置） 

第15条 市は、公害を防止するため、公害の原因となる行為
に関し必要な規制の措置を講じなければならない。 

２ 市は、自然環境の保全を図るため、生態系の多様性の確
保等の自然環境の適正な保全に対して支障を及ぼすおそ
れがある行為に関し必要な規制の措置を講じなければなら
ない。 

３ 前２項に定めるもののほか、市は、環境の保全上の支障を
防止するため、必要な規制の措置を講ずるように努めなけ
ればならない。 
（公害等の処理） 

第16条 市は、公害その他の環境の保全上の支障となる事象
について、必要に応じ他の関係機関と協力してその適正か

つ迅速な処理に努めるものとする。 
（環境の保全に関する協定） 

第17条 市は、環境の保全を図るために特に必要があると認
めるときは、市民等が実施する環境の保全に関する措置に
ついて、市民等との間に公害の防止その他の環境の保全に
関する協定を締結し、その履行を確保するものとする。 
（環境への負荷を低減させる措置等） 

第18条 市は、環境への負荷を低減させるため、施設の整備
その他の措置が市民等により講じられることが、必要である
と認めるときは、適正な助成その他の措置を講ずるものとす
る。 

２ 市は、環境への負荷の低減を図るために特に必要があると
認めるときは、市民等に適正な経済的負担を求めることによ
り、自ら環境への負荷の低減に努めることを促す措置を講
ずるものとする。 

３ 市は、環境への負荷の低減に資する技術の開発、製品の
製造、役務の提供等を行う産業を振興するため、必要な措
置を講ずるよう努めるものとする。 
（資源の有効利用の促進に向けた取組） 

第19条 市は、廃棄物の発生の抑制その他の環境の保全に
資するため、それぞれの資源の特性に応じた有効な利用の
確保を図るよう必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、環境物品等（国等による環境物品等の調達の推進
等に関する法律（平成12年法律第100号）第２条第１項に規
定する環境物品等をいう。）への需要の転換を図るとともに、
これを促進する意義に関し市民等の理解を深めるよう必要
な措置を講ずるものとする。 

３ 市民等は、前項に規定する環境物品等への需要の転換を
図る活動を促進するよう努めるものとする。 
（環境への負荷の少ないエネルギーの利用への転換等） 

第20条 市は、地球温暖化の防止その他の環境の保全を図
るため、太陽光、風力等の環境への負荷の少ないエネル
ギーの利用への転換及び化石燃料の効率的な利用を推進
するものとする。 

２ 市は、市民等に対して、環境への負荷の少ないエネル
ギーの利用への転換及び化石燃料の効率的な利用を円滑
に進めることができるよう必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市民等は、地球温暖化の防止その他の環境の保全を図る
ため、環境への負荷の少ないエネルギーの利用への転換
及び化石燃料の効率的な利用を推進するよう努めるものと
する。 
（公共的設備の整備等の推進） 

第21条 市は、下水道、一般廃棄物の処理施設、環境への負
荷の低減に資する交通施設その他の環境の保全上の支障
の防止に資する公共的施設の整備その他の環境の保全に
資する事業を推進するため、必要な措置を講ずるものとす
る。 

２ 市は、公園、緑地その他の自然環境の適正な整備及びそ
の健全な利用のための事業を推進するため、必要な措置を
講ずるものとする。 
（森林等の保全及び利用等） 

第22条 市は、森林、農地、河川、海岸等（この条において
「森林等」という。）が有する環境の保全上の機能に鑑み、森
林等の保全並びにその適正な利用及び管理に関し、必要
な措置を講ずるものとする。 
（教育及び学習の振興） 

第23条 市は、環境の保全に関して市民等が活動を行う意欲
を増進させるため、学校、家庭、地域、職場等において学習
の場が設けられるよう、情報の伝達、施設の整備等に努め、
及び知識を有する人材の育成を推進することにより、環境に
関する教育及び学習の振興を図るものとする。 
（市民等の自発的な活動の促進等） 

第24条 市は、市民等が行う環境美化、再生資源の回収、緑
化の推進、希少動植物の保護等の環境の保全に関する自
発的な活動を促進するため、技術的な指導又は助言その
他の必要な措置を講ずるものとする。 
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２ 市は、前項の規定により措置を講ずるときは、環境の保全
に関する自発的な活動を行う者の連携の構築や強化に配
慮し、その者が行う活動の円滑な実施に努めるものとする。 

３ 市は、事業者が自らの事業活動に伴う環境への負荷を低
減させるための自発的な活動に取り組むことを促進するた
め、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 
第３章 施策の推進体制の整備等 

（監視体制の整備等） 
第25条 市は、公害を防止するため、監視、測定及び検査の

体制の整備並びに調査及び研究の措置を講じなければな
らない。 

２ 市は、自然環境の保全を図るため、調査及び研究の措置
を講じなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、市は、環境の保全上の支障を
防止するため、監視、測定及び検査の体制の整備並びに
調査及び研究の措置を講ずるように努めなければならな
い。 
（情報及び市民意見の収集等） 

第26条 市は、環境の状況その他の環境の保全に関する情
報の収集に努めるとともに、市民等がこれらの情報を共有し、
その適切な利用を図ることができるように必要な措置を講ず
るものとする。 

２ 市は、環境の保全に関する市民等の意見を収集し、当該
意見を市の施策に反映させるよう努めるものとする。 
（国等との協力） 

第27条 市は、広域的な取組を必要とする施策については、
国、静岡県及び他の地方公共団体と協力して推進するよう
努めるものとする。 
（財源の確保） 

第28条 市は、環境の保全に関する施策の円滑な推進のた
めに必要な財源の確保に努めるものとする。 

 
第４章 地球環境の保全の推進 

（情報の提供等の推進） 
第29条 市は、市民等の日常的活動が地球環境に与える影

響について必要な情報を提供する等地球環境の保全に関
する活動の助長に資する施策を推進するものとする。 
（国際協力の推進） 

第30条 市は、地球環境の保全に関する国際協力を推進す
るため、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 
第５章 環境審議会及び環境政策会議 

（静岡市環境審議会） 
第31条 市の環境の保全に関する基本的事項について調査

し、及び審議するため、環境基本法（平成５年法律第91号）
第44条の規定に基づき、静岡市環境審議会（以下「審議会」
という。）を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査し、

及び審議する。 
（１） 環境基本計画に関すること。 
（２） 前号に掲げるもののほか、環境の保全に関する基本 

的事項 
（３） 他の条例の規定によりその権限に属された事項 
（４） 前３号に掲げるもののほか、必要があると認める事項 

３ 審議会は、委員15人以内をもって組織する。 
４ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験がある者 
（２） 市民 
（３） 市民団体の代表者 
（４） 事業者の代表者 
（５） 関係行政機関の職員 

５ 市長は、前項第２号に掲げる審議会の委員の選任に当
たっては、公募の方法によるよう努めるものとする。 

６ 審議会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、
補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

    （平18条例110・一部改正） 
 （静岡市環境政策会議） 
第32条 第13条第１項に規定する検討、調整及び評価等を行

うため、静岡市環境政策会議（以下「環境政策会議」という。）
を置く。 

２ 環境政策会議は、次に掲げる事項を調査し、及び審議す
る。 
（１） 第13条第１項の規定による施策の策定の際の検討、 

調整及び評価に関すること。 
（２） 市の環境の保全に関する施策についての総合的な調 

整に関すること。 
（３） 前２号に掲げるもののほか、必要があると認める事項 

３ 環境政策会議は、委員若干人をもって組織する。 
４ 委員は、市職員のうちから市長が任命する。 
 

第６章 雑則 
（委任） 
第33条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この条例は、平成16年４月１日から施行する。ただし、第13
条及び第32条の規定は、平成17年４月１日から施行する。 

 （適用） 
２ 第12条の規定は、平成16年度に係る年次報告書から適用

する。 
附 則（平成18年10月16日条例第110号） 

この条例は、平成18年11月１日から施行する。 
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氏名 所属・役職等 備考 

岩
いわ

原
はら

 雅
まさ

美
み

 公募委員  

岩
いわ

堀
ほり

 恵
けい

祐
すけ

 宮城大学理事、食産業学部教授 会長 

兼
かね

髙
たか

 里
り

佳
か

 特定非営利活動法人しずおか環境教育研究会理事  

久
く

留
る

戸
と

 涼
りょう

子
こ

 常葉大学教育学部准教授  

志
し

村
むら

 俊
とし

昭
あき

 公募委員  

菅
すが

本
もと

 裕
ひろ

久
ひさ

 静岡市環境保全推進協力会運営委員長  

杉山
すぎやま

 涼子
りょうこ

 常葉大学社会環境学部教授 副会長 

鈴
すず

木
き

 滋
しげ

彦
ひこ

 静岡大学副学長兼国際交流センター長 副会長 

滝
たき

 早
さ

苗
なえ

 しずおか市消費者協会理事  

丹沢
たんざわ

 哲郎
てつろう

 静岡大学教育学部教授  

中
なか

嶋
じま

 聡
さとし

 公募委員  

成
なり

田
た

 尚
ひさ

史
し

 東海大学海洋学部教授  

藤
ふじ

田
た

 憲
けん

一
いち

 静岡文化芸術大学名誉教授兼文化政策学部特任教授  

水
みず

谷
たに

 直
なお

樹
き

 国土交通省中部地方整備局静岡河川事務所長  

宮
みや

本
もと

 仁
ひと

美
み

 静岡地方気象台長  

 

 

 

 
 

平成 26 年 会議等の名称 検討・審議内容 

2 月 17 日 静岡市環境に関するアンケート調査の実施 

（平成 26年 3 月 14 日まで） 

市 民 2,000（回答率 42.7％） 

事業者 1,000（回答率 48.4％） 

7 月 23 日 第 1回庁内検討委員会 計画骨子の検討 

8 月 22 日 静岡市環境審議会 諮問、計画骨子の審議 

10 月 9 日 第 2回庁内検討委員会 計画案の検討 

11 月 4 日 静岡市環境審議会 計画案の審議 

17 日 パブリックコメントの実施（12 月 17 日まで） 環境総務課窓口、各区役所の市政情報コー

ナー、市ホームページで閲覧 

12 月 22 日 第 3回庁内検討委員会 計画案の検討 

平成 27 年   

1 月 26 日 静岡市環境審議会 計画案の最終審議、答申の決定 

2 月 9 日 市長に第２次環境基本計画（答申）を提出  

2 月 25 日 静岡市経営会議  

3 月  計画の策定  
 

  

資料３ 計画策定の経緯 

資料２ 静岡市環境審議会委員名簿 
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あ行 
■アイドリング 

自動車の停車中にエンジンをかけたままにすること。
不必要なアイドリングは、ガソリンの無駄遣いだけでなく、
大気汚染や地球温暖化の原因となる。 
 
■悪臭 

いやな「におい」、不快な「におい」の総称。「環境基
本法」により、大気汚染や水質汚濁などと並んで典型七
公害の一つになっている。一般的には、嗅覚を通じて、
気分を悪くさせたり、頭痛・食欲減退などを起こさせるな
どの原因となる程度の影響があれば悪臭としているもの
と理解され、「悪臭防止法」で規制がなされている。 
 
■アスベスト 

石綿ともいわれ、天然に存在する繊維状の鉱物。軟
らかく、耐熱・耐磨耗性にすぐれているため、ボイラー
暖房パイプの被覆、建築材など広く利用されていた。し
かし、繊維が肺に突き刺さったりすると肺がんや中皮腫
の原因になることが明らかになり、平成元年に大気汚
染防止法に基づく「特定粉じん」に指定され、使用制
限または禁止されるようになった。 
 
■アドプトプログラム   

市民と行政などが協働で進める環境美化活動のこと。
「アドプト」とは「養子縁組する」という意味であり、企業や
地域住民などが道路や公園など一定の公共の場所の
里親となり、定期的・継続的に清掃活動を行い、行政が
これを支援する仕組みをいう。 
 
■ウォームビズ 

暖房時のオフィスの室温を２０℃にした場合でも、
ちょっとした工夫により「暖かく効率的に働くことができる」
というイメージを分かりやすく表現した、秋冬の新しいビ
ジネススタイルの愛称。 
 
■エコアクション２１ 

中小事業者等の環境への取り組みを支援するととも
に、その取り組みを効果的・効率的に実施させる簡易な
環境経営システム。二酸化炭素や廃棄物排出量などを
把握し、省エネルギーや廃棄物の削減・リサイクルなど
に取り組むことが規定されている。 
 
■エコクッキング 

買い物からはじまり、献立、調理、食事、片付け、排
水やごみ処理など、毎日の食生活全般にわたって環境
を大切にする暮らしを考え、行動すること。「エコ」はエコ
ロジカル（生態学的）とエコノミカル（経済的）の両方の
意味を表している。 
 
■エコツーリズム 

自然や文化などの環境を損なわない範囲で、自然観
察や先住民の生活や歴史を学ぶ、新しいスタイルの観
光形態。環境と経済の好循環をもたらす取り組みとして
注目されている。 
 

■エコドライブ 
省エネルギー、二酸化炭素や大気汚染物質の排出

削減のための運転技術を指す概念。主な内容は、アイ
ドリングストップの実施、経済速度の遵守、急発進や急
加速、急ブレーキを控えること、適正なタイヤ空気圧の
点検などがあげられる。 
 
■エコファーマー 

「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関す
る法律（持続農業法）」に基づき、農業者が「土づくりと
化学肥料・化学合成農薬の使用低減に一体的に取り組
む計画」を都道府県知事など※に提出し、都道府県知
事など※によって、計画が適当である旨の認定を受けた
農業者（認定農業者）の愛称。 ※静岡市の場合は静岡市長 

 
■屋上緑化・壁面緑化 

都市におけるヒートアイランド現象の緩和を主な目的
として、ビルなどの屋上や壁面に草木を植えること。屋
上緑化や壁面緑化は、このほかにも大気汚染物質を浄
化する、植物や土壌の保水作用により急激な雨水流出
を抑制し、都市型水害を防ぐなどの効果がある。 
 
■温室効果ガス 

大気中に微量に含まれる気体が地球から宇宙に向
かって放出する熱を吸収した後、再び地表に向けて熱
を放出することにより地表付近の大気を暖めることを温
室効果といい、この効果をもたらす気体を温室効果ガス
という。主なものは二酸化炭素、メタン、フロン、一酸化
二窒素などがある。 
 

か行 
■外来種 

今まで生息していなかった地域に、自然状態では通
常起こり得ない手段によって移動し、そこに定着して自
然繁殖するようになった種のこと。 
 
■合併処理浄化槽   

風呂や台所排水などの生活雑排水と、し尿を合わせ
て処理する浄化槽。し尿だけしか処理できない単独浄
化槽に比べ、水質汚濁物質の削減量が極めて多い。比
較的安価で容易に設置できることから、小さな集落など
での生活排水処理の有力な方法となっている。 
 
■環境基準 

環境基準は、「環境基本法」で「大気の汚染、水質の
汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件につ
いて、それぞれ人の健康を保護し、及び生活環境を保
全する上で維持されることが望ましい基準」と定められ
ている。これは、行政上の目標として定められているも
ので、公害発生源を直接規制するための規制基準とは
異なる。 
 
■環境基本計画 

「環境基本法」に基づき、政府全体の環境保全に関
する総合的・長期的な施策の大綱、環境の保全に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な

資料４ 用語解説 
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事項を定めるもの。循環・共生・参加・国際的取り組みを
長期的目標に掲げ、平成２４年４月には第四次環境基
本計画が閣議決定された。 

 
■環境基本法   

平成５年１１月に制定された、環境政策の基本的方
向を示す法律。地球環境問題や都市・生活型環境問題
に対処していくために、個別に行われていた公害対策、
自然環境保全の枠を越え、国・地方公共団体・事業者・
国民など全ての主体の参加による取り組みが不可欠と
の観点から、環境行政を総合的に推進していくための
法制度として整備された。 
 
■環境保全型農業 

農薬、化学肥料などの使用量の削減や、有機物を積
極的に利用した土づくりなどの実施により、環境に与え
る負荷をより少なくし、持続可能な生産を目指した農業
をいう。 
 
■環境ホルモン（外因性内分泌撹乱化学物質） 

環境中にあり、動物の生体内に取り込まれると、正常
なホルモンの働きを阻害して、内分泌を撹乱させる作用
を持つ化学物質をいう。ダイオキシン類、ＰＣＢ、有機ス
ズ化合物など、およそ７０種類が疑われる化学物質とし
てあげられている。 

 
■環境マネジメントシステム 

ＥＭＳ（Environmental Management System）の日本
語訳で、事業活動による環境負荷の低減を目指すため
の環境管理の仕組みを指す。 
 

■間伐 
成長に伴って混みすぎた林の立木を一部抜き切りす

ること。 
 
■涵養機能 
森林の土壌が降水を貯留し、河川へ流れ込む水の

量を平準化して洪水を緩和するとともに、川の流量
を安定させる機能。 
 
■緩和 

温室効果ガスの排出削減と吸収の対策を行うこと。省
エネルギーや再生可能エネルギーの普及、二酸化炭
素貯留（ＣＣＳ）の普及、植物による二酸化炭素の吸収
源対策などが挙げられる。一方、もうひとつの地球温暖
化対策として「適応」がある。 
 
■貴重種 

天然記念物や希少野生動植物種、レッドリスト・レッド
データブックの絶滅危倶種などに指定されている生物
種のこと。 
 
■京都議定書基準年度 

京都議定書の基準年度は、ＣＯ２、ＣＨ4、Ｎ２Ｏが平
成２年度（１９９０年度）、ＨＦＣｓ、ＰＦＣｓ、ＳＦ６が平成７
年度（１９９５年度）とされている。 

 
■グラウンドワーク 

住民、企業、行政等のパートナーシップにより、身近
な地域の環境を見直し、自らの手で改善していく地域

の環境改善活動。 
 
■グリーンイノベーション 

エネルギーや環境分野においてこれまでとは全く
違った新たな考え方、仕組みを取り入れて、新たな価値
を生み出し、社会的に大きな変化を起こすこと。 
 
■グリーン経済 

持続可能な発展の実現に向けた環境に配慮した経
済のこと。環境、経済、社会における政策や技術革新を
連携して進め、資源を効率的に利用するとともに生物多
様性を保全して、経済成長と持続可能性の両立を目指
す。 
 
■グリーンコンシューマー 

日常の買い物で環境のことを考えて商品やお店を選
んだり、日々の生活を人と地球が共に健やかに生きるこ
とができるように考えて購入する消費者のこと。 
 

■グリーンツーリズム 
農山漁村で都会では決して味わえない農山漁村の

豊かな自然と親しみ、その自然に調和して営まれる農
林体験などを楽しみながら学び、地域の生活、伝統文
化、人々とふれあってゆっくりと滞在することを目的とし
た余暇休暇の総称。 
 
■クールビズ 

冷房時のオフィスの室温を２８℃にした場合でも、「涼
しく効率的に働くことができる」というイメージを分かりや
すく表現した、夏の新しいビジネススタイルの愛称。 
 
■光化学オキシダント 

自動車や工場などから排出された窒素酸化物や炭
化水素が、強い紫外線によって光化学反応を起こし、
オゾンなどの酸化物質が生成される。これらの物質が高
い濃度になり、人の粘膜や呼吸器に影響を及ぼすほか、
植物にも影響を与えるものを光化学オキシダントという。 
 
■高効率給湯器 

エネルギーの消費効率に優れた給湯器。従来の瞬
間型ガス給湯機に比べて設備費は高いが、二酸化炭
素排出削減量やランニングコストの面で優れている。潜
熱回収型・ガスエンジン型・二酸化炭素冷媒ヒートポン
プ型などがある。 
 
■こどもエコクラブ 

次代を担う子どもたち（小中学生）が楽しく環境を学
び、環境保全活動を行うために環境省が平成７年に発
足させた。身近な野鳥や草花の観察などをプログラムに
沿って行う。 

 
 

さ行 
■再生可能エネルギー 

エネルギー源として永続的に利用することができる再
生可能エネルギー源を利用することにより生じるエネル
ギーの総称。具体的には、太陽光、風力、水力、地熱、
太陽熱、バイオマスなどをエネルギー源として利用する
ことを指す。 
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■里地里山 
奥山と都市の中間に位置し、集落とそれを取り巻く二

次林、それらと混在する農地、ため池、草原などで構成
される地域概念であり、生物多様性の面でも重要な役
割を果たしている。近年過疎化や開発が進み質の低下
や消失がみられる。このため、生物多様性国家戦略で
は里地里山の危機を位置付け、重点的に取り組むこと
としている。 

 
■市街化区域 

都市計画区域のうち、既に市街地になっている区域
や公共施設の整備や面的な整備を行うことによって積
極的に市街地を形成していく区域。 
 
■市街化調整区域 

都市計画区域のうち、開発行為は原則として抑制さ
れ、都市施設の整備も原則として行われない区域。た
だし、一定規模までの農林水産業施設や公的な施設な
どは可能である。既存建築物を除いては、全般的に農
林水産業などの田園地帯とすることが企図されている。 
 
■静岡県環境基本計画 

「静岡県環境基本条例」の基本理念である「健全で恵
み豊かな環境の恵沢の享受と将来世代への継承」を図
るため、平成９年３月に策定された計画。その後、計画
の見直しが行われ、最新では、平成２３年３月に｢第３次
静岡県環境基本計画｣が策定されている。 
 
■次世代エネルギーパーク 

再生可能エネルギーをはじめとした次世代のエネル
ギーに、実際に国民が見て触れる機会を増やすことを
通じて、地球環境と調和した将来のエネルギーの在り方
に関する理解の増進を図る計画を経済産業省が認定
するもの。 

 
■次世代省エネルギー基準 

「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」第７３
条に基づいて規定された省エネ住宅の基準。平成１１
年に公布され、現在のものは「住宅に係るエネルギーの
使用の合理化に関する建築主など及び特定建築物の
所有者の判断の基準」及び「住宅に係わるエネルギー
の使用の合理化に関する設計、施工及び維持保全の
指針」として平成１８年３月に公布された。上記の告示に
定めるものと同等以上の性能を有する工法かどうかの
評価を行い、適合すると判断されたものに対して「次世
代省エネ基準適合住宅」の評定書が交付される。 
 
■次世代自動車 

ハイブリッド車、電気自動車、プラグインハイブリッド
自動車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル車、天然
ガス自動車などを次世代自動車と呼ぶ。新車販売に占
める次世代自動車の割合は、２０１３年度時点では２３％
となっているが、国は２０３０年までに５～７割にする目標
を掲げている。 
 
■臭気指数規制 

人の臭覚を使ってにおいを判断し、その結果から算
出された「臭気指数」を使って工場などからの悪臭の排
出を規制するもの。従来は悪臭物質の濃度を機器で測
定し、その濃度によって規制していた。しかし、悪臭は

複数物質の存在により、においの程度が変化する可能
性があり、複数物質を機器で測定するにも限界があるこ
とから、臭気指数の導入が増えている。 
 

■集団回収 
同じ地域に住む人々が、一定の時間と場所を決めて、

古紙などの再生資源を大量に集めて回収業者に引き
渡す回収方式。集団回収の中心となるのは、自治会・
町内会、子ども会、婦人会、ＰＴＡなどで、地域の事情
に応じた運営がされている。 
 
■小水力発電 

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法
（新エネ法）」の対象では、出力１，０００ｋＷ以下の比較
的小規模な発電設備を総称して「小水力発電」と呼ぶ。
用水路、小河川、道路脇の側溝の水流、水道など、さま
ざまな水流を利用して発電を行うこと。 
 
■水素ステーション 
燃料電池自動車の動力源である水素を製造・供給

するための施設。水素を輸送して貯蔵するオフサイ
ト型と、都市ガスを改質するなどして水素をその場
で製造するオンサイト型がある。 
 
■スマートコミュニティ 

再生可能エネルギーやコージェネレーションなどの
分散型エネルギーを使いながら、ＩＴや蓄電池などの技
術を活用したエネルギーマネジメントシステムを通じて、
エネルギー需給を総合的に管理する社会システム。 
 
■スマートハウス 

太陽光発電や蓄電池などのエネルギー機器や電化
製品、住宅機器などをコントロールし、エネルギーマネ
ジメントを行うことで、二酸化炭素排出の削減を実現す
る省エネ住宅のことを指す。 
 
■生物多様性 

自然生態系を構成する動物、植物、微生物などの地
球上の豊かな生物種の多様性と、その遺伝子の多様性、
地域ごとの生態系の多様性を包括する概念。地球上に
生物が誕生し、その生物の進化に伴って増してきた多
様性が、人間活動によって失われてきている。これに対
応するものとして「絶滅のおそれのある野生動植物の種
の国際取引に関する条約（ワシントン条約）」や「生物多
様性に関する条約」などが締結されている。 
 
■生物多様性基本法 

わが国初の生物多様性の保全を目的とした基本法と
して、平成２０年６月から施行されている。生物多様性の
もたらす恵沢を次の世代に引き継いでいくため、事業計
画の立案段階で事業者が環境アセスメントを実施する
よう国に必要な措置を求めるなど、生物多様性の保全
施策に関する規定を整備した。また、政府による「生物
多様性国家基本計画」の策定や、地方自治体による計
画策定なども定めている。 
 
■生物多様性地域戦略 

「生物多様性基本法」第１３条の規定に基づき、都道
府県及び市町村が、「生物多様性国家戦略」を基本とし
て、当該自治体の区域内における生物の多様性の保
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全及び持続可能な利用に関して定める基本的な計画。
各地方自治体は単独で、あるいは共同して策定するよ
う努めることとされている。 
 
■世界遺産 

１９７２年の第１７回ユネスコ総会で採択された「世界
の文化遺産および自然遺産の保護に関する条約」の略
称。人類にとって普遍的な価値を有する世界の文化遺
産、自然遺産を、特定の国や民族のものとしてだけでな
く、人類のかけがえのない財産として、各国が協力して
守っていくことを目的としている。１９７５年に発効した。
締約国は、登録候補地を「世界遺産委員会」に申請し、
世界遺産として相応しいと認定されると「世界遺産リスト」
に登録される。 
 
■ゼロエミッション 

生産工程で排出される廃棄物を、他の原料として再
生利用するなど、廃棄物を出さないシステムのこと。 
 
■潜熱回収給湯器 

従来型給湯器の一次熱交換器に加え、二次熱交換
器を設置し、排気ガスから潜熱を回収することで、効率
を向上させた給湯器。従来のガス給湯器では排気ロス
となっていた潜熱（水蒸気として大気に放出されていた
熱）を回収できるため、約８０％が限界だった給湯効率
を 95％までに向上させている。 
 

た行 
■ダイオキシン類  

有機塩素系化合物の一つ。ポリ塩化ジベンゾ-パラ-
ジオキシン、ポリ塩化ジベンゾフラン、コプラナーポリ塩
化ビフェニルの３物質がダイオキシン類として定義され
ている。 
 
■地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２０条の３
第３項に基づき、区域から排出される温室効果ガス削減
のための実行計画（区域施策編）であり、都道府県、政
令指定都市、中核市、特例市に策定義務がある。 
 
■地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２０条の３
第１項に基づき、都道府県及び市町村が作成する温室
効果ガス削減のための実行計画（事務事業編）であり、
都道府県及び市町村の事務事業から排出される温室
効果ガスが対象となる。 
 
■地球温暖化対策の推進に関する法律 

地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ３）で採択された「京
都議定書」を受けて、国、地方公共団体、事業者、国民
が一体となって地球温暖化対策に取り組むための枠組
みを定めたもの。平成１０年１０月に公布され、平成１１
年４月から施行されている。 
 
■長期優良住宅認定制度 

長期優良住宅とは、長期にわたり良好な状態で使用
するための措置がその構造及び設備について講じられ
た優良な住宅のことをいう。当該住宅の建築及び維持
保全に関する計画（長期優良住宅建築等計画）を作成
し、所管行政庁の認定を受けることで、税制上の優遇を

受けることができる。 
 
■鳥獣保護区 
 「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」によ
り、鳥獣の保護繁殖を図ることを目的として定められる
区域。同区域内での狩猟は禁止されている。 
 
■低炭素社会 

二酸化炭素の排出が少ない社会のこと。低炭素型社
会ともいう。低炭素経済（Low-carbon economy）は経済
システムを重視した概念であるが、基本的には同じであ
る。 
 
■低排出ガス自動車 

「低排出ガス車認定要領」に基づく低排出ガス認定
車。 
 
■適応  

既に起こりつつある気候変動影響への防止・軽減の
ための備えと、新しい気候条件の利用を行うことを「適
応」という。防災・減災対策や農作物の品種変更、熱中
症や感染症への対策などがある。一方、もうひとつの地
球温暖化対策として「緩和」がある。 
 
■特定外来生物 

外来生物のうち、特に生態系などへの被害が認めら
れるものとして、「外来生物法」によって規定された種。
特定外来生物に指定されると、ペットも含めて飼育、栽
培、保管又は運搬、譲渡、輸入、野外への放出などが
禁止される。植物ではアレチウリ、オオキンケイギク、オ
オハンゴウソウなど、動物ではアライグマ、タイワンリス、
ウシガエル、カミツキガメ、ソウシチョウ、オオクチバス、
ブルーギル、セアカゴケグモなどがある。 
 
■特定植物群落 

環境省が行っている自然環境保全基礎調査のうち、
特定植物群落調査において、特定植物群落選定基準
に該当する植物群落を指す。 
 

な行 
■二酸化硫黄（ＳＯ２） 

石油や石炭など、硫黄分を含んだ燃料の燃焼により
発生する。二酸化硫黄は呼吸器への悪影響があり、四
日市ぜんそくの原因となったことで知られる。 
 
■二酸化窒素（ＮＯ２） 

石油や石炭などの窒素分を含んだ燃料の燃焼により
発生する。高温燃焼の過程でまず一酸化窒素が生成さ
れ、これが大気中の酸素と結びついて二酸化窒素にな
る。呼吸器系に悪影響を与える。 
 
■二次林 

過去に伐採・山火事・風害などの影響を受けた後、植
物体の再生や土中の種子が成長して成立した樹林。 
 
■燃料電池 

水素と酸素を化学反応させて、直接、電気を発電す
る装置。燃料となる水素は、天然ガスやメタノールを改
質して作るのが一般的である。酸素は大気中から取り
入れる。また、発電と同時に発生する熱も生かすことが
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できる。 
 
■燃料電池自動車（水素自動車：ＦＣＶ） 

発電装置として燃料電池を搭載した自動車のこと。燃
料電池では、水素と酸素を化学反応させて電気を発生
させる。エネルギーの利用効率が高く、排出ガスがク
リーン(燃料として水素を使う場合は、排出されるのは水
のみ)である。 
 
■野焼き 

法律で認められた方法以外で物を燃やす行為をいう。
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」には、「何人も、
次に掲げる方法による場合を除き、廃棄物を焼却して
はならない」との規定があり、家の庭先などで木くず・紙
くず・廃プラスチックなどのごみを燃やすことは野焼きに
なる。しかし、どんど焼きなどの風俗習慣上又は宗教上
の行事、焼き畑などの農業・林業・漁業を営むためにや
むを得ないものなどは例外とされている。 
 

は行 
■ハイブリッド自動車 

エンジンとモーターの二つの動力源を持ち、それぞ
れの利点を組み合わせて駆動することにより、省エネと
低公害を実現する自動車。 
 
■ハザードマップ 

どこでどのような災害が起こるかを予測する地図。予
測される災害の発生地点、被害の拡大範囲および被害
程度、避難経路、避難場所などの情報が図示されてい
る。災害発生時に住民などは迅速・的確に避難を行うこ
とができ、また二次災害発生予想箇所を避けることがで
きるため、災害による被害低減に非常に有効である。 
 
■ビオトープ 

生物を表す「ビオ」と場所を表す「トープ」を組み合わ
せたドイツ語の造語で、「生物生息・生育空間」と訳され
る。 
 
■微小粒子状物質（ＰＭ２．５） 

浮遊粒子状物質より小さい粒子で、粒径が2.5マイク
ロメートルの粒子を５０％の割合で分離できる分粒装置
を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取さ
れる粒子をいう。通常の浮遊粒子状物質よりも肺の奥ま
で入り込むため、ぜん息や気管支炎を起こす確率が高
いといわれている。 
 
■ヒートアイランド現象 

都市では高密度のエネルギーが消費されており、加
えて都市の地面の大部分はコンクリートやアスファルト
などの乾燥した物質で覆われているため水分の蒸発に
よる温度の低下がなく、日中蓄えた日射熱を夜間に放
出するため、夜間気温が下がらない状態になる。この結
果、都市部では郊外と比べて気温が高くなり等温線を
描くとあたかも都市を中心とした「島」があるように見える
ことから、ヒートアイランド現象と呼ばれている。このよう
な現象は東京などの大都市では既に日常生活の中で
実感できる程までになっている。 

 
■ヒートポンプ給湯器 

気体（冷媒）を圧縮すると温度が上昇し、減圧すると

温度が下がる原理（ヒートポンプ）を利用した給湯器。大
気の熱を熱源として、コンプレッサーや熱交換器のファ
ンに使った電気エネルギーの３倍以上の熱エネルギー
を取り出すことができるので、大変効率が良く、地球温
暖化防止技術として注目されている。 

 
■浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

大気中に浮遊する粒子状物質のうち、その粒径が  
０．０１ｍｍ以下のものをいう。大気中に長期間滞留し、
肺や気管などに沈着するなどして呼吸器に影響を及ぼ
すおそれがあるため、環境基準が設定されている。工
場の事業活動や自動車の走行などに伴い発生するほ
か、風による巻き上げなどの自然現象によるものもある。 
 
■プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ） 

コンセントから差込プラグを用いて直接バッテリーに
充電できるハイブリッドカーであり、ガソリン車と電気自
動車の長所を併せ持っている。 
 
■ポケットパーク 

道路整備や交差点の改良によって生まれたスペース
に、ベンチを置くなどして作った小さな公園。 
 

ま行 
■マニフェスト 

産業廃棄物の収集・運搬や中間処理、最終処分など
を他人に委託する場合、排出者が委託者に対して「マ
ニフェスト（産業廃棄物管理票）」を交付し、委託した内
容どおりの処理が適正に行われたことを確認するため
の制度。平成10年12月からは、従来の複写式伝票に加
えて、電子情報を活用する電子マニフェスト制度が導入
された。 
 
■水循環基本法 

健全な水循環の維持と回復を図るため、水循環に関
する施策の基本理念や、国・地方自治体・事業者・国民
の責務を定めた法律。平成２６年４月に公布され、同年
７月１日に施行された。水を「国民共有の貴重な財産」と
位置づけ、政府による水循環基本計画の策定、国など
による流域管理、水循環政策本部の設置、水循環政策
担当大臣の任命などを定めている。また、国民の水循
環に関する理解と関心を深めるため、８月１日を「水の
日」とした。海外資本による水源地の買収に歯止めをか
ける制度としても注目されている。 
 
■メガソーラー 

出力１，０００キロワット（＝１メガワット）程度以上の規
模を有する太陽光発電システムのこと。 
 
■モーダルシフト 

自動車などに偏った輸送機関を鉄道、船舶、バスな
どの公共的な輸送機関に移行させること。 
 

や行 
■ユネスコエコパーク 

生態系の保全と持続可能な利活用の調和（自然と人
間社会の共生）を目的として、ユネスコが開始し、ユネス
コの自然科学セクターで実施されるユネスコ人間と生物
圏（MAB：Man and the Biosphere）計画における事業の
ひとつ。 地域の豊かな生態系や生物多様性を保全し、
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自然に学ぶと共に、文化的にも経済・社会的にも持続
可能な発展を目指す取り組みである。ユネスコエコパー
クは国内で親しみをもってもらうためにつけられた通称
で、海外では「BR:Biosphere Reserves（生物圏保存地
域）」と呼ばれている。 
 
■要注意外来生物 

現時点では「外来生物法」の規制対象となっておらず、
飼養などができるが、生態系や人の生命に対する被害
が指摘され、取扱いに注意が必要な種。植物ではセイ
タカアワダチソウ、ホテイアオイ、ブタクサ など、動物で
はミシシッピアカミミガメ、アメリカザリガニ、スクミリンゴガ
イ、ムラサキイガイ などがある。 
 
■溶融スラグ 

焼却灰を高温で溶かし（溶融）、灰に含まれるダイオ
キシン類を分解し、重金属を封じ込め、水で急速に冷
すことにより生成される安全なガラス状固化物。このよう
に製造された溶融スラグは、砂状のガラス質であるため、
砂の替わりとして建設資材に利用することができ、天然
資源の保護および最終処分場の延命化等、環境への
負荷を低減した循環型社会の構築が図れる材料として
期待されている。 
 
ら行 

■リバーフレンドシップ制度 
河川美化活動を行政機関が支援する制度で、静岡

県の「協働」事業の一環として平成１６年２月から施行さ
れている。県が管理する一定区間において、住民や利
用者等がリバーフレンドとなり、清掃や河川美化活動を
行うことにより、「みんなの川」を「みんなで守っていく」意
識向上や、身近な環境保護に関する意識啓発に繋げ
ていただくことを目的としている。 
 

■レッドリスト 
国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が世界各国の専門家の

協力によって作成した絶滅のおそれのある種のリスト。 
 
英数 

■ＢＥＭＳ 
 ビル等の建物内で使用する電力消費量等を計測蓄
積し、導入拠点や遠隔での「見える化」を図り、空調・
照明設備等の接続機器の制御や電力使用ピークを抑
制・制御する機能等を有するエネルギー管理システム
のこと。 
 
■ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） 

河川水や排水の汚濁の程度を示す。水中の微生物
により有機物が分解されるときに消費される酸素の量で、
数値が高いほど有機物による汚染が進んでいることに
なる。 
 
■ＣＡＳＢＥＥ静岡 

「静岡県建築物環境配慮制度」では、建築物の環境
性能を総合的に評価し、また、分かりやすく環境配慮の
取り組みに関する情報を提供する必要があるため、「Ｃ
ＡＳＢＥＥ静岡」という評価ツールを用いている。建築物
総合環境性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）は、平成１５年
に国土交通省、学識経験者など産官学の共同により開
発されたシステムである。ＣＡＳＢＥＥはいくつかの評価

ツールで構成されており、静岡県の地域特性や関連す
る諸制度における取り組みを考慮して「ＣＡＳＢＥＥ新築
（簡易版）」を一部編集し直したシステムが「ＣＡＳＢＥＥ
静岡」である。 
 
■ＣＥＭＳ 

地域における電力の需要・供給を統合的に管理する
システム。地域全体の節電を行うスマートグリッドの中核
となる。火力発電などの基幹電源に加え、太陽光や風
力による発電量と、住宅やビルの電力消費量をスマート
メーターでリアルタイムに把握し、需要と供給を常に最
適化させる。 
 
■ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 

海水や湖沼の汚濁の程度を示す。水中の有機物を
酸化剤で分解する際に消費される酸素の量で、数値が
高いほど有機物による汚染が進んでいることになる。 
 
■ＥＳＣＯ事業 

ビルや工場の省エネ化に必要な、「技術」・「設備」・
「人材」・「資金」などのすべてを包括的に提供するサー
ビス。省エネ効果を保証するとともに、省エネルギー改
修に要した投資・金利返済・経費などが、すべて省エネ
ルギーによる経費削減分で賄われるため、導入企業に
おける新たな経済的負担はなく、契約期間終了後の経
費削減分はすべて顧客の利益となる。 
 
■ＥＳＤ 

「 持 続 可 能 な 開 発 の た め の 教 育 」 を 表 す 英 語
Education for Sustainable Development の頭文字をとっ
たもの。ESD は環境教育をはじめ、エネルギー教育・防
災教育・福祉教育・平和教育・人権教育などあらゆる分
野の教育を含む概念である。 
 
■ＥＶ（電気自動車） 

ＥＶとは、Electric Vehicle の略で、日本語では電気自
動車という。近年、資源制約や環境問題への関心の高
まりを背景に、電気自動車が注目を集めている。 
 
■ＨＥＭＳ 

住宅のエアコンや給湯器、照明等のエネルギー消
費機器、太陽光発電システムやガスコージェネレーショ
ンシステム（燃料電池等）などのエネルギー生産機器と、
発電した電気等を備える蓄電池や電気自動車（ＥＶ）な
どの蓄エネ機器をネットワーク化し、居住者の快適やエ
ネルギー使用量の削減を目的に、エネルギーを管理
するシステムのこと。 
 
■Ｈｆ蛍光灯 

高周波点灯専用形蛍光ランプのことで、蛍光灯安定
器（インバータ式）と組み合わせた、Ｈｆ専用器具で使用
され、高効率・高出力を実現している。  
 
■ＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン） 

オゾン層破壊効果はないものの、強力な温室効果ガ
スであり、京都議定書において削減の対象となっている
気体。代替フロンの一種で、ＣＦＣ（クロロフルオロカー
ボン）、ＨＣＦＣ（ハイドロクロロフルオロカーボン）などの
代替物質として使用される。 
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■ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル） 
世界気象機関(ＷＭＯ)と国連環境計画(ＵＮＥＰ)が共

同で設置した研究機関「気候変動に関する政府間パネ
ル(Intergovernmental Panel on Climate Change)」の略称。
温室効果ガスの増加に伴う地球温暖化の実態把握と、
社会経済への影響の予測、対策の検討が行われており、
平成２６年には第５次評価報告書が発行された。 
 
■ＩＳＯ１４００１  

環境マネジメントシステム（環境管理のためのしくみ）
に関する国際標準規格。 
 
■ＮＰＯ 

「NonProfit Organization」又は「Not for Profit 
Organization」の略称で、様々な社会貢献活動を行い、
団体の構成員に対し収益を分配することを目的としない
団体の総称。 
 

■ＰＣＢ廃棄物 
ポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)、ポリ塩化ビフェニルを含

む油またはポリ塩化ビフェニルが塗布され、染み込み、
付着し、もしくは封入された物が廃棄物となったもの（環
境に影響を及ぼすおそれの少ないものとして政令で定
めるものを除く）をいう。ＰＣＢ廃棄物は、難分解性で人
の健康および生活環境に係る被害を生ずるおそれがあ
ることから、特別管理産業廃棄物に定められている。平
成１３年６月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処
理の推進に関する特別措置法」が定められ、事業者が
保管しているＰＣＢ廃棄物は、自ら処分し、または、処分
を他人に委託しなければならないことになっている。  
 
■ＰＤＣＡサイクル 

業務プロセスの管理手法の一つで、計画(plan)→実
行(do)→評価(check)→改善(action)という4段階の活動
を繰り返し行なうことで、継続的にプロセスを改善してい
く手法。 

 
■ＰＦＣ（パーフルオロカーボン） 

強力な温室効果ガスであり、京都議定書において削
減の対象となっている気体。半導体・液晶製造時に使
用される。 
 
■ＰＲＴＲ（化学物質排出移動量届出）法 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管
理の改善の促進に関する法律」の略称で、平成１１年７
月に制定された。有害性のある化学物質の環境への排
出量及び廃棄物に含まれての移動量を登録して公表
する仕組み。国が事業者の報告や推計に基づき、対象
化学物質の大気、水、土壌への排出量や、廃棄物に含
まれる形での移動量を集計し、公表する。ＰＲＴＲ（化学
物質排出移動量届出）制度ともいう。 
 
■ＳＦ６（六フッ化硫黄） 

強力な温室効果ガスであり、京都議定書において削
減の対象となっている気体。熱的、化学的に安定し耐
熱性、不燃性、非腐食性に優れているため、変圧器な
どに封入される電気絶縁ガスとして使用されるほか、半
導体や液晶の製造工程でも使われている。 
 
 

■４Ｒ 
ごみの発生をできるだけ抑制するリフューズ（Refuse）、

ごみとして排出することをできるだけ抑制するリデュース
（Reduce）、不用となったものをできるだけ再使用するリ
ユース（Reuｓe）、再生利用するリサイクル（Recycle）をい
う。 
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